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序  文 

 
 
 

独立行政法人国際協力機構は、ナイジェリア連邦共和国のナイジェリア疾病

予防センターにおけるネットワーク検査室機能強化計画にかかる準備調査を実

施することを決定し、同調査を株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバ

ルと株式会社フジタプランニングによる共同企業体に委託しました。 
 
調査団は、2019 年 1 月から 2019 年 6 月までナイジェリアの政府関係者と協議

を行うとともに、計画対象地域における現地踏査を実施し、帰国後の国内作業

を経て、ここに本報告書完成の運びとなりました。 

 

この報告書が、本計画の推進に寄与するとともに、両国の友好親善の一層の

発展に役立つことを願うものです。 

 

終わりに、調査にご協力とご支援をいただいた関係各位に対し、心より感謝

申し上げます。 

 

 

 

2019 年 11 月 

 

 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部 

部長 佐 久 間  潤 
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要  約 

1. 国の概要 

ナイジェリア連邦共和国（以下「ナイジェリア」という）の国土面積は 923,768Km2、人口は

185,990 千人（2016 世界保健機関（WHO））でありアフリカ最大の人口を誇る。本プロジェクトの

検査室建設予定地であるラゴス州はナイジェリア南西部のギニア湾岸に位置するナイジェリア最大

の港湾都市である。1991 年にアブジャに遷都されるまで首都であった。ラゴス島など複数の島およ

び大陸部からなる。商工業、文化の中心地でもあり、原油を除く輸出入の大半を扱うほか、鉄鋼、

印刷、自動車組立て、醸造、食品加工等の工業がある。サバンナ気候（Aw）に属し、年間平均気温

27℃前後、月平均最低気温約 23.2℃（1 月）、同最高気温 35.5℃（3 月）である。年間相対平均湿度

は約 84％である。乾季は 11 月～4 月、その他の期間は雨季であり 5～7 月は特に激しい降雨となる。 

ナイジェリアの 2017 年の一人当たり GDP は 2,092 US ドル（国際通貨基金：World Economic 

Outlook Database）である。GDP はアフリカ第 1 位（世界 185 ヶ国中第 30 位）であり、近年では流

通、小売りなどサービス産業、金融、不動産の成長が顕著である。他方、国家歳入の約 7 割、総輸

出額の約 8 割を原油に依存している。欧米諸国とは活発な経済関係を維持しているものの、昨今の

シェールガス革命によって特に対米輸出が減少傾向にある。また 2014 年から歳入の大部分を占める

原油価格の下落が続いているほか、通貨ナイラの市場レート下落、インフレ、電力不足などがみら

れる。2018 年の人間開発指数は 189 か国中 157 位1であり、アフリカ最大の経済大国である一方で国

内の経済格差は大きく、一日 1 ドル以下の生活を送る 1 億人以上の貧困層（総人口の 6 割強）を抱

える状況である。 

2. プロジェクトの背景、経緯及び概要 

(1) 当該セクターの現状と課題 

ナイジェリアは、上述の通りアフリカ最大の経済規模を誇るにも拘わらず、依然として他の低所

得国と同様に感染症が死因の上位を占めている。これまでの取り組みによりポリオに関しては、

2016 年を最後に 2019 年現在、新規患者の報告はなく、排除認定に向かって動き出しているなど進

展もあるが、2014 年のエボラウイルス病発生や、毎年当国起源のラッサ熱流行など新興感染症のア

ウトブレイクが報告されており、土着および隣国からの輸入高病原性感染症のリスクが極めて高い。

2019 年 1 月から発生したラッサ熱のアウトブレイクでは 2,639 疑い症例、581 確定症例そのうち 130

名死亡例（致死率 22.4％）が報告された2（2019 年 5 月 26 日時点）。 

ナイジェリア疾病予防センター（Nigeria Centre for Disease Control：NCDC）は、WHO アフリカ地

域事務局が策定した IDSR（Integrated Disease Surveillance and Response）戦略に基づき感染症サーベ

イランス・システムを構築し、コレラや麻疹などの流行を起こしやすい感染症、ポリオ、インフル

エンザなどの感染症の発生動向をモニタリングしている。国内の感染症検査体制は、国家標準検査

                                                 
1 UNDP Human Development Report http://hdr.undp.org/en/2018-update  
2 NCDC “An update of Lassa fever outbreak in Nigeria for Week 22”(2019 年 6 月 2 日付)  

https://ncdc.gov.ng/diseases/sitreps  
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室（National Reference Laboratory：NRL）、中央公衆衛生検査室（Central Public Health Laboratory：

CPHL）を含む地域中核検査室の計 38 施設が検査ネットワークを構築しており、最終的にはすべて

のネットワーク検査室にてナイジェリアにて課題となっている 8 最優先感染症（出血性ウイルス熱、

黄熱、コレラ、髄膜炎菌性髄膜炎、麻疹、インフルエンザ、サル痘、薬剤耐性菌）を検査診断し、

サーベイランス・対応能力を強化することを目標としている。しかし、現在、これらのネットワー

ク検査室の多くが適切な検査施設や機材を有していないこと等により、迅速且つ確実な感染症の検

知が阻害されている。国土の広い当国では、各地域で感染症対策の拠点となるネットワーク検査室

が機能し、迅速かつ確実な感染症の診断が行われることが重要であり、各検査室の個々の整備をさ

らに促進する必要がある。 

(2) 上位計画 

「ナイジェリア経済復興成長計画（Economic Recovery and Growth Plan）」において「国民への投

資（Investing in Our People）」を戦略的目標の一つとして掲げ、その中で国民の健康が当国の発展に

不可欠である旨を明示している。2018 年 12 月に策定された「国家健康安全保障活動計画（National 

Action Plan on Health Security 2018-2022：NAPHS）」では、NCDC、連邦保健省（FMoH）、農業省、

環境省などの関係省庁が協働し、Local Government Area でのサーベイランス電子化、人および動物

衛生検査室ネットワークの構築、感染症探知のための人材育成、公衆衛生上の脅威やリスクとなり

うる緊急事態への対応強化を主な柱として活動計画が策定されている。また、「国家保健政策

（National Health Policy 2016）」においては、感染症対策を重要課題の一つと位置付けている。ユニ

バーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage：UHC）達成のために感染症対策を重要

課題とし、感染症および公衆衛生上の緊急事態（感染症、人道的危機、自然災害など）の負担軽減

を目標にしている。 

(3) 要請内容 

このような背景のもと、ナイジェリアは、NCDC の感染症対応およびサーベイランス機能体制の

強化を図り、もって当国における感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止を推進するべく、

公衆衛生検査室の最上位である NCDC が統括する国内ネットワークの内、NCDC が管轄する 1 検査

室と FMoH が管轄する 7 検査室の計 8 検査室に対して、施設や機材の整備拡充に関する無償資金協

力を我が国に対して要請した。要請内容は、要請書を通じて下表の通り確認された。 

表-1 要請内容（要請書） 

 要請内容 

施設 【新設】ラゴス州中央公衆衛生検査室（CPHL）における BSL2 検査室を含む新施設整備 

機材 
CPHL： BSL2 検査室で使用する検査機材整備 
他の 7 か所のネットワーク検査室： 検査機材整備（バイオセーフティキャビネット、乾熱滅菌
器、CO2インキュベーター、フリーザー（-30℃、-80℃）、遠心機、自動核酸抽出装置等） 

ソ フ ト コ ン
ポーネント 

各検査室職員に対する検査室・機材の運営・維持管理研修等 

3. 調査結果の概要とプロジェクトの内容 

上記要請を受け、JICA は協力準備調査を決定し、2019 年 1 月 7 日～2 月 1 日に協力準備調査（概
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略設計）団を派遣した。本調査にて、ナイジェリア側と CPHL 向けの施設、要請機材およびその他

のネットワーク検査室向けの要請機材の詳細について以下通り確認した。 

表-2 施設・機材の要請内容（準備調査期間において確認） 

施 設 

BSL2 検査室： 
4 分野（ウイルス学、細菌学、寄生虫学、分子生物学）で構成し、各分野に付帯する諸検査室
を計画する。 

その他の主要諸室： 
トレーニング検査室、講習室、バイオバンク、モニター室を計画する。 

設備： 
新規施設用に焼却炉設備、感染性廃水処理設備、ディーゼル発電機による非常用電源システ
ムを計画する。 

機 材 

CPHL 及びその他のネットワーク検査室用機材： 
オートクレーブ 縦型、バイオセーフティキャビネット、血液培養装置、遠心機（低速、高
速、小型）、CO2インキュベーター、フリーザー（-30℃、-80℃）、サーモブロック、インキュ
ベーター、薬品冷蔵庫、撹拌機、顕微鏡（双眼、蛍光、倒立）、電子レンジ、pH メーター、
秤（電子、精密）、分光光度計、ボルテックスミキサー、恒温水槽、実験台、ELISA セット、
ホットプレート、家庭用冷蔵庫、電気泳動装置、ゲル撮影装置、PCR ワークステーション、
リアルタイム PCR（qPCR）、サーマルサイクラー、UV トランスイルミネーター、乾熱滅菌
機、蒸留器 

機材に関しては、これらの要請機材に対して機材選定基準を作成し、機材計画を作成することで

合意した。 

調査団は現地調査結果に基づき国内解析及び概略設計を行い、その結果を協力準備調査報告書

（案）として取りまとめた。その後、2019 年 5 月 26 日～6 月 6 日に協力準備調査（概略設計説明）

団を派遣し、協力準備調査報告書（案）の現地説明を経て、本準備調査報告書を最終化した。 

施設計画、機材計画の概略は下表の通りである。 

表-3 協力対象施設の概要 

コンポーネント 施設内容 

施設建設（CPHL） 
（1）公衆衛生検査棟 
（地階あり、2 階建） 

＜感染防止管理区域＞ 
1）検査室区域： 
細菌学検査室（培養・遺伝子抽出）（前室 2 室含む）、細菌学検査室（遺伝子増
幅）（前室 2 室含む）、マスターミックス室（細菌）、メディア室（細菌）、ウイ
ルス学検査室（遺伝子抽出）（前室 2 室含む）、ウイルス学検査室（遺伝子増幅）
（前室 2 室含む）、マスターミックス室（ウイルス）、寄生虫学検査室、準備ホー
ル-2、バイオバンク（細菌）、バイオバンク（ウイルス） 

2）サービス区域： 
検体受付室、検体室、サービス廊下、準備ホール-1、試薬室、廊下、洗浄室、有
害廃棄物倉庫、倉庫、Pipe Shaft（PS）、Electrical Pipe Shaft (EPS) 

3）その他区域： 
研修用検査室（前室 2 室、倉庫、準備ホール含む） 

＜一般管理区域＞ 
4）事務管理区域： 
エントランスホール、事務室、モニタリング室、スタッフ室-1、トイレ（男
性）、トイレ（女性）、階段室、 
研修用教室、所長室、副所長室、会議室-1、会議室-2、スタッフ室-2、トイレ（男
性）、トイレ（女性）、廊下、階段室、倉庫 
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コンポーネント 施設内容 

（2）建築設備（CPHL） ・空調換気設備（一般空調換気設備、BSL2 検査室空調換気設備） 

・電気設備（受変電設備、幹線設備、非常用発電機設備、照明･コンセント設備、
避雷針設備） 

・通信設備（電話設備、LAN 設備） 

・警備・防災設備（入退室管理設備、監視テレビ設備、非常呼び出し設備、火災報
知設備、避雷針設備） 

・給排水衛生設備（給水設備、衛生器具、排水設備（生活系排水処理、感染性廃水
処理） 

・廃棄物処理設備 

・消火設備（屋内消火栓、消火器） 

（4）付帯設備・外構等 犬走り、駐車場、構内道路及び歩道、浄化槽、焼却炉、焼却物ピット、オイルタン
ク置場、変圧器置場、警備員室 

合計 3,006 m2  

ソフトコンポーネント  BSL2 検査室空調換気システム運転・維持管理指導 

 感染性廃棄物・廃水処理管理指導（焼却炉、加熱滅菌処理設備の運転指導含
む） 

 検査室機材運転・維持管理指導（各機器の定期点検手法、セーフティキャビネッ
トの点検方法、インキュベーターの温度管理等） 

 ネットワーク検査室の技術者に対する定期点検手法についての指導 

 

表-4 主要機材の概要 

機材名 主な仕様 数量 

滅菌器、縦型 

方式：縦型 
内寸：φ360 x H640mm 以上 
温度：105 - 135℃より広い範囲 
外寸：W670 x D670 x H1,180mm 以内 

19 

バイオセーフティキャビネット 
方式：クラス II、タイプ A2 
作業エリア：W1,250 x D590 x H590 mm 以上 
外寸：W1,600 x D800 x H2,000 mm 以内 

18 

血液培養装置 
方式：卓上式、ID/AST 自動システム 
サンプル量：40 ボトル以上 
モニタリング：自動処理 

3 

遠心機、高速 

方式：自立式遠心機 
回転数：15,000 rpm 以上 
冷却機能：付属 
ローター：1.5, 2ml 及びマイクロプレート 

7 

CO2インキュベーター 

方式：ウオーターまたはエアージャケット式 
容量：160L 以上 
温度範囲：室温+8 - 45℃より広い範囲 
CO2 濃度：0.1 - 19.9%2 より広い範囲 

2 

ディープフリーザ -80℃ A 
方式：縦型 
温度範囲：-70 - -80℃以上の範囲 
容量：330L 以上 

9 

電気泳動セット A 
電源装置：1 式 
電気泳動槽：2 式 
ゲル作成槽：1 式 

3 
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機材名 主な仕様 数量 

ELISA セット 

ELISA リーダー 
適応：96 穴マイクロプレート用 
測定範囲：0 - 3.0D より広い範囲 
波長：400 - 750nm より広い範囲 
フィルター：3 枚以上 
光源：ハロゲンランプ以上 
ウォッシャー 
適応：96 穴マイクロプレート用 
ポンプ：付属 

5 

ゲル撮影装置 

カメラ：CCD または CMOS 
イメージサイズ：12 x 15 cm 以上 
光源：UV を含む 
操作・解析ユニット：付属 
分析用ソフト：付属 

4 

インキュベーター 

方式：エアージャケット、自然対流 
温度範囲：室温+5 - 60℃以上の範囲 
温度分布：±1.0℃以内 
容量：150L 以上 

20 

顕微鏡、蛍光 

形式：双眼蛍光顕微鏡 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x10, x20, x40, x100 オイル 
光源：LED 
落射式蛍光装置：付属 
テクニック：明視野、暗視野及び蛍光 
励起フィルター：3 種類以上 
カメラセット：付属 

2 

顕微鏡、倒立 

形式：倒立顕微鏡 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x10, x20, x40  
テクニック：明視野、暗視野及び位相差 

1 

PCR ワークステーション 

形式：卓上式 
作業スペース：W680 x D520 x H560 mm 以上 
HEPA フィルター：付属 
UV ランプ：付属 

7 

リアルタイム PCR 

ブロックタイプ：96 穴マイクロプレート及び 0.2ml チューブ 
PRC 反応量：10 - 30μL 以下 
温度範囲：30 - 98℃より広い範囲 
温度精度：±0.25℃以内 
加熱速度：4.4℃/秒以上 
冷却速度：2.2℃/秒以上 
光源：LED 
検出器：4 以上 

7 

分光光度計 
形式：ダブルビーム式 
測定レンジ：200  - 1,100 nm より広い範囲 
スペクトルバンド幅：2nm 以下 

3 

サーマルサイクラー 

ブロックタイプ： 0.2ml チューブを含む 
温度範囲：5 - 99℃より広い範囲 
温度精度：±0.5℃以内 
ブロック温度レート：最大 3.0℃以内 
サンプル温度レート：最大 2.3℃以内 
コントロール方法：タッチパネルまたはキー 

3 
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機材名 主な仕様 数量 

トランスイルミネーター 
適応：DNA や RNA の観察 
フィルター寸法：190 x 190 mm 以上 
透過波長：300 nm 以上 

3 

蒸留器 

形式：卓上設置型 
蒸留量：1.5L/時間以上 
材質：強化ガラスまたはステンレス 
軟水器：付属 
受水タンク：10L 以上 

6 

実験台 A 

形式：中央実験台 
寸法：（約）W3,600 x D1,500 x H800 
付属品：棚、引き出し、コンセント 
椅子：付属 

2 

実験台 B 

形式：中央実験台、シンク付き 
寸法：（約）W3,000+600（シンク） x D1,500 x H800 
付属品：棚、引き出し、コンセント 
椅子：付属 

3 

バイオセーフティ―キャビネット
メンテナンスセット 

構成： 
風速計、エアゾールフォトメーター、ホルマリンアンモニア用容
器、排気ファンセット、ホットプレート、PAO発生装置、燻蒸セッ
ト、ホルマリン濃度検知セット 

1 

4. プロジェクトの工期及び概略事業費 

本プロジェクトの実施設計期間は、コンサルタント契約後 3.0 ヶ月とし、入札関連業務 1（入札図

書の作成、承認まで）は同 3.5 ヶ月とする。その後、入札関連業務 2（入札公示、入札図書の配布、

入札、入札評価、業者契約）の所要期間として 3.0 ヶ月を計画する。また、施設建設及び機材調達、

輸送、据付等の所要期間は、それぞれ工事契約及び調達契約後 20.5 ヶ月と計画する。 

本プロジェクトの実施に伴うナイジェリア側負担事業費は 2,825 万円である。 

5. プロジェクトの評価 

(1) 妥当性 

本プロジェクトに期待される効果及びその妥当性は以下の通りである。 

1) プロジェクトの裨益とプロジェクト目標の妥当性 

本プロジェクトは、NCDC が統括する計 8 つの公衆衛生検査室に対し、施設・機材の整備等を実

施することにより、感染症対応およびサーベイランス機能体制の強化を図り、もって、ナイジェリ

アにおける感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものである。これら地方の

拠点検査室が整備されることによって、本プロジェクトの対象州および周辺州において感染症対策

の取り組みを強化し裨益することが期待される。 

NCDC は現在、感染症対策に係る研究・診断における中核的役割を担い、WHO による 41 の IDSR

の対象疾患のうち 8 つの最優先感染症（ウイルス性出血熱、黄熱病、コレラ、髄膜炎、麻疹、イン

フルエンザ、薬剤耐性菌、サル痘）にかかる病原体検査、診断を実施する。感染症サーベイランス
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における検査体制として NRL、CPHL を含む地域中核検査室（6 施設）およびウイルス標準検査室

（2 施設）と検査ネットワーク（計 38 施設。2019 年 2 月現在）を構築している。また、インフルエ

ンザに関して、定点サーベイランスを協力機関 4 施設と構築しており、既存研究施設内では継続し

た検査が行われている。最終的にはすべてのネットワーク検査室においてこれら 8 感染症の診断の

実施、サーベイランス・対応能力強化等を目標としている。本プロジェクトにより BSL2 検査室の

新設を含む NCDC のネットワーク検査室の機能強化を行うことで、ナイジェリア国における感染症

対策能力をさらに強化し、感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものと考え

られる。 

2) ナイジェリアの保健政策との整合性 

ナイジェリア経済復興成長計画「Economic Recovery and Growth Plan 2017-2022」、「National 

Action Plan on Health Security 2018-2022」、「ナイジェリア臨床検査サービス政策(Nigeria Medical 

Laboratory Services Policy)」および「臨床検査戦略計画(Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan) 2015-

2019」に記載がある通り、ナイジェリアでは各種感染症対策を優先課題と位置付け、検査機能の強

化に取り組んでいる。感染症に対するサーベイランス、予防、緊急対応の中核的役割を NCDC が担

う方針であり、これらサーベイランス能力および検査診断能力強化のためのネットワーク検査室の

整備が期待されている。本プロジェクトはこれらの優先課題を具現化するものとして位置付けられ

ている。 

3) 我が国の援助政策との整合性 

我が国は、対ナイジェリア連邦共和国国別開発協力方針（2017 年 9 月）にて「包摂的かつ強靭な

保健・医療システムの整備」を重点分野と定めており、本プロジェクトはこれら方針に合致する。

特に地域保健サービス強化、検査室および疾病予防センター強化等を支援する協力方針であり、本

プロジェクトの実施による保健インフラの整備により、感染症対応能力強化が期待できる。感染症

危機対応分野においては、先行する NCDC の国家標準検査室へのバイオセーフティレベル13

（BSL3）施設整備支援「ナイジェリア疾病予防センター診断機能強化計画」（無償資金協力）を含

め包括的な支援を実施しており、特に本事業における機材整備は 2019 年度に開始する予定の感染症

対策能力強化を図る「公衆衛生上の脅威の検出及び対応強化プロジェクト」（技術協力プロジェク

ト）と、相乗効果が期待される。 

また、我が国は「平和と健康のための基本方針」、「G7 伊勢志摩首脳宣言」等において、公衆衛生

危機対応に取り組むことを表明しており、本プロジェクトはこれら国際公約にも合致するナイジェ

リア整合する事業と位置づけられる。さらに、TICAD VI 公約で掲げた UHC 推進の柱である「公衆

衛生上の危機への備えの強化」に資するものであり、特に、ナイジェリアは JICA の「健康危機対

応能力強化に向けたグローバル感染症対策人材育成・ネットワーク強化プログラム（PREPARE）」

で想定される拠点国のひとつであることから、UHC in Africa に貢献するものとして実施の意義が非

常に高い。 

                                                 
1 感染病原体を実験室で安全に扱うためのソフトおよびハード面の管理レベルを病原体の危険度に応じて設定した

もの。4 段階（BSL1～BSL4）に分類され、BSL4 が最も管理レベルが高い。 
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また、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）ゴール 3（すべての人に健康

と福祉を）への貢献、2014-2015 年の西アフリカにおけるエボラ流行後の国際的な感染症対策能力強

化への支援強化、検査・診断技術向上と研究能力強化を通じた国際保健規則（International Health 

Regulation:：IHR）の履行強化という観点から実施の意義も高い。 

(2) 有効性 

本協力対象事業の実施により期待される定量的効果及び定性的効果は以下の通りである。 

1) 定量的効果 

表-5 定量的効果の指標（協力対象事業実施によるアウトプット） 

指標名 
指標値 目標値（2025 年） 

疾患名 
基準値 

（2019 年） 
【事業完成 3 年後】 

（注 3） 

本プロジェクトにて支援す
る 8 検査室のうち優先感染
症を確定診断（注 1）でき
る登録検査室数（注 2） 

(a) 薬剤耐性菌 
3 

（NHA, UITH, UCH）
5 

（NHA, UITH, UCH, UNTH, CPHL）

(b) 黄熱病 0 
4 

（血清検査：CPHL, UNTH）  
 （PCR: CPHL, ISTH, LUTH） 

(c) コレラ 
1 

（CPHL） 
4 

（CPHL,UHI,UNTH, UITH） 

(d) 髄膜炎菌性髄膜炎 
1 

（CPHL） 
2 

（CPHL,UITH） 

(e) インフルエンザ 0 
1 

（CPHL） 

(f) ラッサ熱 
2 

（LUTH, ISTH） 
5 

（LUTH, ISTH、CPHL、その他 2 施設
（今後選定予定）） 

（注 1） 確定診断とは、IDSR に基づき検査を実施し、感染の有無を判定する。正確かつ迅速に確定診断を行うこと

により、拡大防止のための早期の初動対応が可能となる。 

（注 2） 登録検査室とは、NCDC や FMoH から各感染症の確定診断検査室と登録された検査室を指す。 

（注 3） ウイルス・細菌の病原体により検査方法・必要機材が異なるため、本プロジェクトにより全 8 検査室でのす

べての優先感染症の検査が実施可能とならない。 

2) 定性的効果 

① 検査・診断の質（作業効率・検査精度）の向上による、各州の公衆衛生対策地域拠点として

の 8 ネットワーク検査室の重要性、機能性の向上 

本プロジェクトにより、CPHL の BSL2 検査施設に、屋内外アクセスの監視、空調・換気、

給排水衛生、感染性廃水処理などの設備システム面の環境が整えられる。さらに、本来隣接し

連携すべき諸室（準備ホール、バイオバンクの併設等）や、PCR 室を含むウイルス学や細菌学

などの専用化すべき諸室が整理され、適切な作業動線と機材配置および作業スペースが確保さ

れる。また、その他の 7 ネットワーク検査室では BSL2 相当の検査室として必要な機材が更新、

追加整備されることによって、安全で効率的にかつ精度の高い検査・診断が実現し、8 ネット

ワーク検査室の各州における公衆衛生対策地域拠点としての重要性、機能性が向上することが

期待される。 
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② 支援対象州の公衆衛生検査サービスの質の向上による支援対象州および近隣州住民の安全・

安心確保の推進（感染症対応およびサーベイランス機能体制の強化により迅速に感染症アウ

トブレイクが封じ込められる。） 

本プロジェクトにより 8 ネットワーク検査室の BSL2 および BSL2 相当の検査施設および機

材が整備され、感染症サーベイランス・システムが強化されることで、検査件数の増加、検体

搬送、検査精度保証の改善が促進され、支援対象州および近隣州における迅速な感染症アウト

ブレイクの封じ込めの実現と同地域の住民の安全・安心確保の推進が期待される。 

以上の内容により、本プロジェクトの妥当性は高く、また有効性が見込まれると判断される。 
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写  真 
 （2019 年 1 月時点） 

ナイジェリア疾病予防センター ネットワーク検査室 

 

写真１ 新施設建設用地。既存建物、樹木、電柱の

撤去移設を要する。地中障害物は発見されていない。

写真２ 新施設建設用地と既存連邦保健省の図書館

の境界。奥にある高架水槽は老朽化しており使用も

されていないため、工事専用アクセス道路確保のた

めに撤去する。 

写真３ 新施設建設用地と既存連邦保健省プライマ

リヘルスケア施設の境界。施設は使用しているため、

工事の際には安全、アクセスの確保に十分注意する

必要がある。 

写真４ 既存 CPHL の検査室。 

写真５ CPHL 既存棟、専用ゲート、ガードハウス。

奥には連邦保健省の図書館、右手は前面道路。新施

設建設用地は左手奥に位置する。 

写真６ CPHL 非常用発電機および浄化槽群。NRL
同様に 2 層式で場内浸透処理を行っている。 
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写真７ CPHL 焼却炉。行政による焼却灰、医療廃

棄物の回収は行われておらず。構内で埋設処理して

いる。 

 
写真８ CPHL 敷地前面道路。交通渋滞がはげしい

が、舗装された道路で路面状況はよいため資機材の

運搬には支障はない。 

写真９ ISTH 既存検査室。部屋の大きさは十分ある

が機材は老朽化している。電気はあるが、水は給水

車での補給をしている。 

写真１０ NHA 既存洗浄室。機材は老朽化してい

る。インフラは整っている。 

 

写真１１ UBTH 既存検査室。部屋の大きさは十分

あるが機材は老朽化している。インフラも整ってお

り、よく稼働している。 

写真１２ UCH 既存検査室。部屋は手狭で機材は老

朽化している。インフラは整っている。 



iii 

写真１３ LUTH 試料の保管設備。部屋は手狭であ

るが手入れをされている。 
写真１４ UITH 既存検査室。部屋数はあるが一部屋

の面積は小さい。機材は老朽化している。先方負担

にて検査スぺ―ス確保予定。 

 

真１５ UNTH 既存検査室。インフラが十分でない。

先方負担にて整備予定。 
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略 語 集 

略語 英語名又は仏語名 和訳名称 

1F First Floor 1 階（日本の 2 階） 

4WD Four-wheel Drive 四輪駆動 

A/P Authorization To Pay 支払授権書 

A/C Air Conditioning 空調 

ABS Acrylonitrile Butadiene Styrene  
アクリロニトリル、ブタジエン 、
スチレン樹脂 

AC Alternating Current 交流電流 

ACDC Africa Center For Disease Control And Prevention アフリカ疾病予防センター 

AEFI Adverse Events Following Immunization  予防接種後の有害事象 

AFENET Africa Field Epidemiology Network  アフリカ疫学ネットワーク 

AIDS Acquired Immunodeficiency Syndrome 後天性免疫不全症候群  

AMR Antimicrobial Resistance 薬剤耐性菌 

APHL Association of Public Health Laboratory 公衆衛生研究協会 

ARI Acute Respiratory Infection 急性呼吸器感染症 

ASHRAE 
American Society of Heating, Refrigerating and 
Air-conditioning Engineers, Inc. 

アメリカ冷凍空調技術者協会 

ASTM American Society For Testing And Materials 米国試験材料協会 

AVR   Automatic Voltage Regulator   自動電圧安定装置 

Aw tropical wintertrocken サバンナ気候 

B/A Banking Arrangement 銀行取極 

BME Bio Medical Engineer 生体工学技術者 

BNITM 
Bernhard Nocht Institute for Tropical Medicine, 
Germany 

ベルンハルトノクト熱帯医学研究
所、ドイツ 

BS British Standard 英国工業規格 

BSC Bio-Safety Cabinet 生物学的安全キャビネット 

BSL Bio Safety Level バイオセーフティレベル 

CAT6 Category 6 Cable カテゴリー6 ケーブル 

CCD Charge-coupled Device Image Sensor CCD イメージセンサ 

CCTV Closed-circuit Television 監視カメラ 

CD4 Cd4 Antigen CD4 抗原 

CHAZVY Centre for Human and Zoonotic Virology 人獣学センター 

CHEW Community Health Extension Worker コミュニティ保健普及員 

CHO Community Health Officer コミュニティ保健官 

CIP Carriage and Insurance Paid To 
貿易において売り主が特定の場所
まで輸送費を負担するやり方 

CISS Comprehensive Import Supervision Scheme 包括的な輸入監督税 
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略語 英語名又は仏語名 和訳名称 

CIT Corporate Income Tax  法人税 

CLSI Clinical And Laboratory Standards Institute 臨床および実験標準化協会 

CMD Chief Medical Director 医長 

CMOS Complementary MOS シーモスイメージセンサ 

CO2 Carbon Dioxide 二酸化炭素 

CPHL Central Public Health Laboratory 中央公衆衛生研究所 

CSM Cerebral Spinal Meningitis 髄膜炎 

DAC Development Assistance Committee 開発援助委員会 

DG Director General 最高責任者 

DNA Deoxyribonucleic Acid デオキシリボ核酸 

DSNO(s) Disease Surveillance Notification Officer(s) 病気監視通知員 

E/N Exchange Of Notes 交換公文 

ECOWAS Economic Community Of West African States 西アフリカ諸国経済共同体 

EKEDC Eko Electricity Distribution Company ラゴス電力会社 

ELISA Enzyme-Linked Immuno Sorbent Assay エライサ、酵素免疫測定法 

EPI Expanded Program on Immunization 予防接種拡大計画 

EPS Electrical Pipe Shaft  電気用配線スペース 

EUCAST 
The European Committee on Antimicrobial 
Susceptibility Testing 

抗菌薬感受性試験に関する欧州委
員会 

ETLS ECOWAS Trade Liberalization Scheme Duty ECOWAS 貿易自由化スキーム税 

FCT Federal Capital Territory 連邦首都圏 

FETP Field Epidemiology Training Programme フィールド疫学訓練プログラム 

FHI360 Family Health International NPO 組織 

FL Floor Level 床高 

FMoE Federa Ministry of Education 連邦教育省 

FMoH Federal Ministry Of Health 連邦保健省 

FMPWH Federal Mnistry of Power, Works and Housing 連邦電力・公共事業住宅省 

FOB Free on Board 本船渡し 

FRP Fibre-reinforced Plastic 繊維強化プラスチック 

G/A Grant Agreement 贈与契約 

GDP Gross Domestic Product 国内総生産 

GF Ground Floor 地上階 

GHSA Global Health Security Agenda 世界健康安全保障アジェンダ 

GL Ground Level 地盤面 

GNI Gross National Income 国民総所得 

GPS Global Positioning System 全地球測位システム 

HEPA High Efficiency Particle Air Filter 高性能微粒子(フィルター) 
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略語 英語名又は仏語名 和訳名称 

HIV Human Immunodeficiency Virus ヒト免疫不全ウイルス 

HP Home Page ホームページ 

HR Human Resource 人事 

IDSR Integrated Disease Surveillance And Response 包括的疾患サーベイランスと対応

IgM  Immunoglobulin M 免疫グロブリン M 

IHBN     

IHR International Health Regulation 国際保健規則 

ILFRC Institute of Lassa Fever Research Centre ラッサ熱リサーチセンター研究所

IMF International Monetary Fund 国際通貨基金 

INRB Institut National De Recherche Biomédicale  国立生物医学研究所 

IP Internet Protocol インターネット回線 

IPP Independent Power Plant 独立電力プラント 

ISTH Irrua Specialist Teaching Hospital イルア専門医教育病院 

JASS Japanese Architectural Standard Specification 日本の建築工事標準仕様書 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JIS Japanese Industrial Standards 日本工業規格 

JPY Japanese Yen 日本円 

KEMRI Kenya Medical Research Institute ケニア中央医学研究所 

KVA Kilo Volt Ampere キロボルトアンペア 

KWh Kilowatt per Hour キロワット/時 

LAN Local Area Network 構内ネットワーク 

LED Light-Emitting Diode 発光ダイオード 

LGAs Local Government Areas 地方行政区 

LIMS Laboratory Information Management System 検査室情報管理システム 

LUTH Lagos University Teaching Hospital ラゴス大学教育病院 

LWC Lagos State Water Company ラゴス州水道局 

Mbps Megabits Per Second データ伝送速度の単位 

MEND Movement for the Emancipation of the Niger Delta ナイジャー・デルタ解放運動 

MNS Mental Neurological & Substance Abuse  精神神経学および薬物乱用 

MOPOL Nigerian Mobile Police 武装警官 

MTN （Mobile Operator) （ナイジェリア携帯会社） 

N 値 N-Value 標準貫入試験値 

NAPHS National Action Plan on Health Security 国家健康安全保障活動計画 

NBCN National Building Code Of Nigeria ナイジェリア建築基準 

NCDC Nigeria Centre For Disease Control ナイジェリア疾病予防センター 

NDA Niger Delta Avenger ナイジャーデルタ・アベンジャー
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略語 英語名又は仏語名 和訳名称 

NFELTP 
Nigeria Field Epidemiology And Laboratory 
Training Program 

ナイジェリアフィールド疫学と研
究室訓練プログラム 

NGN Nigeria Naira ナイジェリアナイラ（通貨単位）

NGO Non-Government Organization 非政府組織 

NHA National Hospital Abuja ナショナルアブジャ病院 

NHMIS National Health Management Information System 国民健康管理情報システム 

NIMR Nigerian Institute of Medical Research ナイジェリア医学研究所 

NMIMR Noguchi Memorial Institute For Medical Research 野口記念医学研究所 

NMLStP Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan 臨床検査戦略計画 

NPHCDA 
National Primary Health Care Development 
Agency 

国家プライマリー・ヘルス・ケア
開発庁 

NPO Nonprofit Organization 非営利団体 

NRL National Reference Laboratory 国家標準検査室 

OJT On-the-Job Training 現任訓練 

OPC Odua People's Congress オドゥーア人民会議 

PAO Polyalphalefin ポリアルファオレフィン 

PCR Polymerase Chain Reaction ポリメラーゼ連鎖反応 

pH Potential Hydrogen 水素イオン指数 

PHC Primary Health Care プライマリヘルスケア 

PHCs Primary Health Centres プライマリヘルスセンター 

PhD Doctor Of Philosophy 博士号 

PHE Public Health England 英国公衆衛生庁 

PIT Personal Income Tax 個人所得税 

PREPARE 
Partnership For Building Resilience Against Public 
Health Emergencies Through Advanced Research 
And Education 

健康危機対応能力強化に向けたグ
ローバル感染症対策人材育成・ネ
ットワーク強化プログラム 

PS Pipe Shaft 配管シャフト 

RC Reinforced Concrete 鉄筋コンクリート 

RCC Regional Collaborating Center 地域連携センター 

RCDC 
Regional Center For Surveillance And Disease 
Control 

地域防疫および疾病管理センター

RDT Rapid Diagnostic Test 迅速診断テスト 

REDISSE 
Regional Disease Surveillance Systems 
Enhancement 

地域の病気監視システム強化 

RRT Rapid Response Team 迅速対応チーム 

RT-PCR  Reverse Transcription Polymerase Chain Reaction 逆転写ポリメラーゼ連鎖反応 

SDGs Sustainable Development Goals 持続可能な開発目標 

SIM Subscriber identity module サブスクライバーID モジュール 
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略語 英語名又は仏語名 和訳名称 

SLIPTA 
Stepwise Laboratory Improvement Process 
Towards Accreditation 

検査室の品質管理状況を測定する
ための監査・モニターリングプロ
グラム 

SLMTA 
Strengthening Laboratory Management Toward 
Accreditation 

認定に向けた研究室管理の強化 

SONCAP 
Standard Organisation of Nigeria Conformity 
Assessment Programme  

ナイジェリア標準化組織適合性評
価プログラム 

SOP Standard Operating Procedures 
標準業務手順書／安全管理標準手
順書 

SPD Surge Protective Device 避雷器 

STIs Sexually Transmitted Infection 性感染症 

TB Tuberculosis 結核 

TICAD 
Tokyo International Conference On African 
Development 

アフリカ開発会議 

TN-C Earthing System 接地方式 

TRANEX Trans-Nationwide Express Plc ナイジェリア国内の運送会社 

UBTH University of Benin Teaching Hospital ベニン大学教育病院 

UCH University College Hospital Ibadan イバダン大学教育病院 

UHC Universal Health Coverage ユニバーサルヘルスカバレッジ 

UITH University of Ilorin Teaching Hospital イロリン大学教育病院 

UNICEF United Nations Children's Fund 国際連合児童基金 

UNTH University of Nigeria Teaching Hospital Enugu 
ナイジェリア大学教育病院、エヌ
グキャンパス 

UNZA University Of Zambia ザンビア大学 

UPS Uninterruptible Power-Supply System 無停電電源装置 

USAID 
United States Agency for International 
Development 

米国国際開発庁 

USCDC Centers For Disease Control, USA アメリカ疾病対策センター 

USD United States Dollar 米ドル（通貨単位） 

UV Ultra Violet 紫外線 

VAT Value Added Tax 付加価値税 

VHF(s) Viral Hemorrhagic Fever(s) ウイルス性出血熱 

VP Vinyl Chloride Enamel Paint 塩化ビニルエナメル塗装 

WAHO West Africa Health Organization 西アフリカ保健機関 

WB World Bank 世界銀行 

WHO World Health Organization 世界保健機関 
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第 1章 プロジェクトの背景・経緯 

1-1 当該セクターの現状と課題 

1-1-1 現状と課題 

 (1) 保健分野の現状と課題 

ナイジェリア連邦共和国（以下、「ナイジェリア」という）の疾病構造は、HIV/AIDS を含む感染

症（マラリア、急性呼吸器感染症（ARI）、麻疹、下痢、顧みられない熱帯病、結核）の罹患率が全

体の 66％を占める。特にマラリアは全人口の 97％が感染のリスクに曝されており、5 歳未満児、妊

産婦における保健上の最大の脅威となっている1。現に、5 歳未満児、新生児、妊産婦ともに死亡数

統計値はサブサハラ・アフリカ地域の平均よりも悪い。さらに HIV/AIDS 罹患率も高く、近年平均寿

命は延びているものの依然として 53 歳と短い（表  1-1）。 

表  1-1 ナイジェリアの主な社会経済および保健関連指標 

項目 
数値  

(2010) 
数値  

(2016) 
サブ・サハラ 

アフリカ (2016)
世界 

(2016) 
単位 

人口 158,600 185,990 1,034,000 7,427,000 千人 

人口増加率 2.70 2.60 2.70 1.20 % 

平均寿命 51 53 60 72 歳 

粗出生率 41 39 36 19 人口千対 

粗死亡率 14 12 9 8 人口千対 

5 歳未満児死亡数  129.6 104 78 41 出生千対 

新生児死亡数 38.8 34 28 19 出生千対 

妊産婦死亡数 867 814 546 216 出生十万対 

HIV/AIDS 罹患率（15～49 歳） 3.4 2.18 1.83 0.55 % 

HIV/AIDS 新規罹患者数 - 220 1,200 1,800 千人 

一人当たり国民総所得（GNI） 2,140 2,470 1,572 10,382 USD 

経済成長率 8.00 -1.61 1.21 2.57 % 

初等等教育就学率 - 64 80 90 % 

人間開発指数 142/169 157/188 - - 位 

出典： WHO“Global Health Observatory country views/Nigeria statistics summary”“World Bank Development Indicators 
Online”“世界人口白書 2017”、“世界こども白書 2017”を基に作成 

また、2016 年にポリオ患者が報告されて以降、2019 年現在新規患者の報告はなく、排除認定に向

かって前進している等の進展もあるが、エボラウイルス病やラッサ熱などのウイルス性出血熱の公衆

衛生上の脅威が依然として存在する。ラッサ熱は毎年流行し、近年では 2018 年 1 月から 2 月までに

疑い例 756 名を含む 1,081 人のラッサ熱患者、うち 90 名の死亡例が報告され、2019 年 1 月から 5 月

までにアウトブレイク、2,639 疑い症例、581 確定症例そのうち 130 名死亡例（致死率 22.4％）が報

告された。また、2014 年のエボラウイルス病のアウトブレイクでは、二次感染により 20 名が発症し

うち 8 名が死亡しており、土着及び隣国からの輸入高病原性感染症のリスクが極めて高い。しかし、

これらの感染症病原体の検出と報告を行う検査室の多くは、適切な検査施設や機材の欠如や検査技師

の診断能力の不足等により、感染症の早期検知、対応が遅れていることが課題となっている。 

                                                        
1 National Health Policy 2016 -Promoting the Health of Nigerians to Accelerate Socio-economic Development 
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出典：PopulationPyramid.net: https://www.populationpyramid.net/nigeria/2017/ 

図  1-1 男女別人口ピラミッド（2017 年） 

ナイジェリアの保健医療施設は表  1-2 示すように 3 層の医療レベルに分けられる。Nigeria Health 

System Assessment 2008（NHSA2008）2 によれば三次レベルの施設は、連邦保健省（Federal Ministry Of 

Health ：FMoH）の管轄下にあり一次および二次レベルからの患者紹介センターとして高度な専門医

療を提供する。加えて医療従事者の教育施設としての機能も有し、教育病院、専門病院、連邦医療セ

ンター（Federal Medical Center）が含まれる。ナイジェリアの各州には少なくとも 1 つの三次レベル

の施設を有する。しかし、National Strategic Health Development Plan II 2018-2022（NSHDP II）によれ

ば施設のメンテナンス不足と機器の更新が滞っており時代遅れで機能しない機器を保管していると

報告されている。 

同じく NHSA2008 によれば二次レベルの施設は、州政府の管轄下にあり一次レベルの施設からの

患者紹介センターとして一般的な医療および医学検査サービスに加え、手術、小児科、産婦人科など

の医療サービスを提供する。一般病院が二次レベル施設に含まれるが、医師、看護師、助産婦、検査

技師、薬剤師、地域保健担当者（Community Health Officer：CHO）が配置されている。それぞれの

LGA は、少なくとも 1 つの二次レベルの施設を有する。三次レベルの施設と同様に施設、機器のメ

ンテナンス不足が問題となっている。 

一次レベルの施設には、表  1-4 が示すように FMoH の支援を受けた LGA をはじめとした多様な組

織・団体によって管轄される種々の施設が含まれる。しかし、何れも予防、治療、啓発および三次・

二次レベル施設への事前紹介などのヘルス・ケア・サービスを地域に直接提供している。これらの一

次レベルの施設には、看護師、CHO、地域保健普及員（Community Health Extension Workers）および

環境保護スタッフ（Environmental Health Officer）が配置されている。 

FMoH の保健医療施設データ・ベース（Nigeria Health Facility Registry：HFR）によれば 2019 年 2

                                                        
2 https://www.hfgproject.org/nigeria-health-system-assessment-2008/ 
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月現在の登録保健医療施設は表  1-2 の通りである。また、医療レベルごとの公的医療施設数は表  1-3

の通りである。ナイジェリアでは、これら公的医療機関以外にも宗教団体、NGO および個人によっ

て経営されている非営利または営利目的の民間医療機関もヘルス・ケア・サービスの提供を行ってい

る。2003 年より 5 年毎に実施されている人口保健調査（Demographic and Health Survey）の 2013 年

の調査結果では3、マラリア対策（駆虫剤の散布）、家族計画（周産期医療、出産、避妊法など）、

HIV/AIDS 対策（検査）、小児保健（下痢、発熱などの症状に対する対処）に関するヘルス・ケア・

サービスの 53.5％が民間医療機関によって提供された（NSHDP II）。従って、ヘルス・ケア・サー

ビスへのアクセスビリティーとカバレージを改善するためには民間医療機関とのパートナーシップ

の確立が必要である。 

表  1-2 登録保健医療施設数（2019 年時点） 

出典：Nigeria Health Facility Registry (HFR), Federal Ministry of Health (2019) 

 

表  1-3 医療レベルごとの公的医療施設数 

医療 
レベル 

施設分類 施設数 備考（管轄） 

三次 

実習病院・大学付属病院（Teaching/College Hospital） 26 

連邦政府 

Specialist Hospital 10 

連邦医療センター（Federal Medical Centre） 22 

連邦モデル・ヘルス・ケア―センター（Federal Model Health 
Care Centre） 

3 

神経/精神病院 8 

National Centres 5 

その他（総合病院、TB 病院、らい病センターなど） 36 

二次 

総合病院（General Hospital） 536 

州政府 病院（+ Hospital） 373 

ヘルスセンター（+ Health Centre） 127 

その他 186 

一次 

Comprehensive Health Centre 189 

LGA Primary Health Centre 5,945 

Health Centre 2,985 

Maternity Centre 47 

LGA 及び WDC Basic Health Centre 166 

Primary Health Clinic/Health Clinic, Clinic 6,323 

Dispensary 1,422 
VDC/CDC 

Health Post 4,833 

その他（Millenium Development Goal, MDGs and etc.） 5,105  

                                                        
3 https://www.dhsprogram.com/pubs/pdf/FR293/FR293.pdf 

医療レベル 公的医療施設 民間医療施設 計 

三次 110 100 210

二次 1,222 3,654 4,876

一次 27,015 7,448 34,463

計 28,347 (72%) 11,202 (28%) 39,549
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出典：Nigeria Health Facility Registry (HFR), Federal Ministry of Health (2019) 

ナイジェリアの公的保健医療施設の整備は、FMoH の独立行政法人である国家プライマリー・ヘル

ス・ケア開発庁（National Primary Health Care Development Agency：NPHCDA）により表  1-4 のよう

に計画されている。NPHCDA による医療施設整備計画は当初の目標を達成しているが、NSHDP II に

よれば医療施設の約 80％が、老朽化、水不足、電力不足などにより機能不全状態にあり、二次およ

び三次レベルの施設は、メンテナンス不足のために時代遅れで機能しない機器を保管していると報告

されている。NSHDP II においては、保健セクターにかかるインフラ等の整備を優先課題として定め、

強化にあたっている。 

表  1-4 ナイジェリア保健医療施設整備計画 

施設名称 管轄 目標施設数 

教育/第三次病院 
（Teaching/Tertiary Hospital） 

連邦政府 
37（各州１施設＋アブジャ

FCT） 

総合病院（General Hospital） 州政府 774 施設（1 施設/LGA） 

プライマリー・ヘルス・センター 
（Primary Health Center、旧称：

Comprehensive Health Centre, Model 
PHC Center） 

LGA 
7,770 施設(1 施設/Ward, 平均

10 Ward/LGA) 

プライマリー・ヘルス・クリニック

（Primary Health Clinic、旧称：

Maternity Centre, Basic Health Centre) 

地方行政区および WDC （Ward 
Development Committee） 

1 施設/村落グループ（約 2,000
から 5,000 の地域住民に対し

て 1 施設） 

ヘルス・ポスト（Health Post、旧称：

Dispensary） 

VDC（Village Development Committee） 
または 
CDC (Community Development Committee)

1 村落当たり 1 施設、または

500 人程度の地域住民に対し

て 1 施設 

出典：Minimum Standard for Primary Health Care in Nigeria, NPHCDA (2013) 

また、NSHDP II において公衆衛生上の脅威に対する対策として、全ての医療レベルにおけるサー

ベイランスの強化を掲げており、その中でナイジェリアにおける公衆衛生検査室ネットワークの拡大

と強化のために、サーベイランス活動を支援する検査室と検査技師の能力向上および全国の公衆衛生

検査室の連携強化の必要性が強調されている。公衆衛生検査室の整備においては、ヒトおよび動物衛

生検査室ネットワークの構築、感染症探知のための人材育成、公衆衛生上の脅威やリスクとなり得る

緊急事態への対応強化を主な柱として「国家健康安全保障活動計画（National Action Plan on Health 

Security）2018-2022」のもと活動計画が策定されている。また、感染症サーベイランス、予防、緊急

対応および調査能力の向上、標準検査室およびネットワーク検査室の整備拡充が「ナイジェリア臨床

検査サービス政策（Nigeria Medical Laboratory Services Policy）」および現行の「臨床検査戦略計画

（Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan）2015-2019」において優先課題とされ、検査機能の強化し

ている。 

 (2) ナイジェリア疾病予防センターの機能と課題 

ナイジェリア疾病予防センター（Nigeria Centre for Disease Control：NCDC）は、2011 年に感染症の

サーベイランス、予防、緊急対応および調査能力の向上を目的として設立された。NCDC はその 5

カ年計画（2017 - 2022 年）において“エビデンスを基にした感染予防、感染症サーベイランスの集約
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化と緊急事態への対応、One Health アプローチ4 5に基づいた感染対策および、研究活動を通してナ

イジェリア国民の健康を守る“を目標として感染症対策に取組んでいる6。 

NCDC の主な機能は以下の通りである。 

 公衆衛生上重要な疾病の予防、発見、管理。 

 公衆衛生上重要な疾病のデータを収集、分析、解釈するためのサーベイランス・システムの調

整を行う。 

 各州における小規模なアウトブレイクへの対応を支援し、大規模なアウトブレイクへの対応を

先導する。 

 標準検査室および専門検査室のネットワークを構築し、それを維持する。 

 公衆衛生上の疾病における国際社会との取組を先導する。 

 政策の策定へ情報を提供するために公衆衛生に関する研究の実施、結果の照合、関連付けおよ

び普及を行う。 

NCDC は、世界保健機関（World Health Organization：WHO）アフリカ地域事務局が策定した IDSR

（Integrated Disease Surveillance and Response）戦略に基づき感染症サーベイランス・システムを構築

し、表  1-5 に示す疾患のうち、コレラや麻疹などの流行を起こしやすい感染症、ポリオ、インフル

エンザなどの感染症の発生動向をモニタリングしている。また、感染症対策に従事する人材育成を支

援している。2 年間の NCDC、FMoH および農業・地域開発省（Federal Ministry of Agriculture & Rural 

Development）の現職向け研修としてナイジェリア実地疫学および実験室トレーニングプログラム

（Nigeria Field Epidemiology and Laboratory Training Program：NFELTP）、世界健康安全保障アジェン

ダ（Global Health Security Agenda：GHSA）および国際保健規則（International Health Regulation：IHR）

に呼応した感染症サーベイランス構築のために Disease Surveillance and Notification Officers （DSNOs）、

Assistant DSNOs の研修に協力している。そのほか Ibadan大学および Ahmadu Bello大学と共同し疫学、

公衆衛生検査学、獣医疫学等に従事する人材の研修も行っている。 

国家標準検査室（National Reference Laboratory：NRL）は、ナイジェリア臨床検査サービス政策

（Nigeria Medical Laboratory Services Policy）および、臨床検査戦略計画（Nigeria Medical Laboratory 

Strategic Plan 2015-2019）に基づき、従来の標準検査室がナイジェリア全土に分散していた状態を集

約し、①研修実施、②検査データに関する情報整備・保管、③資料保管、④細菌学検査強化、⑤アウ

トブレイク発生時の移動検査室の配備を担うべく、NCDC の一部署として連邦首都区アブジャ（Abuja）

市内ガドゥワ（Gaduwa）地区に新設された。それまでは、ラゴス（Lagos）市内ヤバ（Yaba）地区に

設置されている中央公衆衛生検査室（Central Public Health Laboratory：CPHL）がその一端を担ってい

たが、NRL へ引き継がれることとなった。CPHL は老朽化した施設の部分的な改修等の修繕を行い、

ウイルス、細菌、寄生虫検査（麻疹、黄熱、コレラ、風疹、細菌性髄膜炎）を実施しているが、地域

拠点検査室として様々な新興感染症のアウトブレイクへ適切な対応を行うには、検査室整備等が喫緊

に必要とされている。 

                                                        
4 https://www.who.int/features/qa/one-health/en/  
5 人と動物及びそれを取り巻く環境（生態系）を包括的に捉え、関係する分野が「ひとつの健康」の概念を共有して

連携し問題解決するアプローチ 
6 http://www.ncdc.gov.ng/ncdc 
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NCDC は、感染症サーベイランスにおける検査体制としてこれら NRL、CPHL を含む地域中核検

査室（38 施設）と検査ネットワークを構築し、国内の二次、三次医療施設との間においてもネット

ワークの構築・強化を進めている。WHO による 41 対象感染症のうち 8 感染症（出血性ウイルス熱、

黄熱、コレラ、髄膜炎菌性髄膜炎、麻疹、インフルエンザ、サル痘、薬剤耐性菌）を最優先感染症と

して、最終的にはすべてのネットワーク検査室おける診断の実施、サーベイランス・対応能力強化等

を目標としている。しかし、現在、これらのネットワーク検査室の多くが適切な検査施設や機材を有

していないこと等により、迅速且つ確実な感染症の検知が阻害されている。国土の広い当国では、各

地域で感染症対策の拠点となるネットワーク検査室が機能し、迅速かつ確実な感染症の診断が行われ

ることが重要であり、各検査室の個々の整備をさらに促進する必要がある。 

表  1-5 感染症サーベイランスにおいて報告義務のある疾患 

包括的サーベイランスおよび対応のための優先疾患、状態、イベント － 2010 
（Priority diseases, conditions and events for Integrated Disease Surveillance and Response – 2010） 

流行を起こしやすい
病気 5 疾患 
 
（Epidemic prone 
diseases、5 diseases) 

1  コレラ（Cholera） 
2. Measles（麻疹） 
3. Meningococcal meningitis

（髄膜炎菌性髄膜炎） 

4. ウイルス性出血熱（Viral 
haemorrhagic fever：ラッサ
熱（Lassa Fever）, デング
熱（Dengue)） 

5. 黄熱病（Yellow fever）

根絶または全滅の対
象となる疾患 9 疾患 
 
（Diseases targeted for 
eradication or 
elimination,  
9 diseases) 

1. ブルーリ潰瘍（Buruli 
ulcer） 

2. ギニア虫症（Dracunculiasis 
/Guinea Worm) 

3. らい病（Leprosy） 
 

4. フィラリア症（Lymphatic 
filariasis） 

5. 新生児破傷風（Neonatal 
tetanus） 

6. 水癌（Noma） 
 
 

7. オンコセルカ症
（Onchocerciasis） 

8. ポリオ（Poliomyelitis）
9. 即時通知のためにIHR

（2005）によって指定
された疾患（Disease 
specified by IHR (2005) 
for immediate 
notification） 

公衆衛生上重要なそ
の他の主要な病気、出
来事または状態、27
疾患 
 
（Other major diseases, 
events or conditions of 
public health 
importance, 
27 diseases） 

1. 急性肝炎（Acute viral 
hepatitis） 

2. 糖尿病（Diabetes mellitus）
3. 5歳以下の脱水を伴う下痢

症（Diarrhoea with 
dehydration less than 5 
years of age） 

4. 後天性免疫免疫不全症候
群、新患（HIV/AIDS 、new 
cases) 

5. 高血圧（Hypertension） 
6. 交通事故による負傷

（Injuries、Road Traffic 
Accidents) 

7. マラリア（Malaria） 
8. 5歳以下の栄養不良

（Malnutrition in children 
under 5 years of age） 

9. 妊産婦死亡（Maternal 
deaths） 

10. 精神神経および薬物乱用
障害：てんかん、統合失調
症、うつなど（Mental 
Neurological & Substance 
Abuse disorders：Epilepsy, 
Schizorpherinia, depression 
etc) 

11. 人狂犬病（Human Rabies）
12. 5歳以下の重度肺炎

（Severe pneumonia in less 
than 5 years of age） 

13. 性行為感染症（STIs） 
14. 鎌状赤血球症（Sickle Cell 

Disorder） 
15. トラコーマ（Trachoma） 
16. アフリカ睡眠病（Human 

African Trypanosomiasis）
17. 結核（Tuberculosis） 
18. 住血吸虫症

（Schistosomiasis） 
19. 重症急性呼吸器症候群

（SARI） 
20. 血液が混入する下痢症

（Diarrhoea with blood） 

21. 百日咳（Whooping 
cough/Pertusis） 

22. ジフテリア症
（Diphtheria） 

23. 蛇咬症（Snake bites） 
24. 土壌伝播寄生虫症

（Soil Transmitted 
Helminths） 

25. 予防接種後の副作用
（Adverse Events 
Following 
Immunization：AEFI)* 

26. 喘息（Asthma） 
27. チフス（Typhoid Fever）
 
* 予防接種後重度の副作
用を発症した例につい
ては、直ちに報告する
（All serious AEFIs shall 
be reported immediately 

出典：Technical Guidelines for Integrated Disease Surveillance and Response in Nigeria, March, 2013, NCDC 
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1-1-2 開発計画 

 (1) ナイジェリアの政策における NCDC の位置づけ 

ナイジェリアは「ナイジェリア経済復興成長計画（Economic Recovery and Growth Plan）」におい

て「国民への投資（Investing in Our People）」を戦略的目標の一つとして掲げ、その中で国民の健康

が当国の発展に不可欠である旨を明示している。 

2018 年 12 月に発表された「国家健康安全保障活動計画（National Action Plan on Health Security 

2018-2022：NAPHS）」では、NCDC、FMoH、農業省、環境省などの関係省庁が協働し、Local Government 

Area でのサーベイランス電子化、ヒトおよび動物衛生検査室ネットワークの構築、感染症探知のた

めの人材育成、公衆衛生上の脅威やリスクとなりうる緊急事態への対応強化を主な柱として活動計画

が策定されている。また、「国家保健政策（National Health Policy 2016）」においては、感染症対策

を重要課題の一つと位置付けている。ユニバーサル・ヘルス・カバレッジ（Universal Health Coverage：

UHC）達成のために感染症対策を重要課題とし、感染症および公衆衛生上の緊急事態（感染症、人

道的危機、自然災害など）の負担軽減を目標にしている。 

 (2) 西アフリカにおける NCDC の位置づけ 

ナイジェリアに ECOWAS の RCDC（Africa Center for Disease Control and Prevention（ACDC）の西

アフリカ地域の Regional Collaborating Center（RCC）と最終的には一体化した）が整備される事が 2015

年に決定され、現在、施設整備、人員リクルートが進行中である。組織的には NCDC とは別になる

が、NCDC は RCDC を支援する事になり、セネガルのパスツール研究所やガーナの野口研究所と共

に地域の中核検査室の役割を担う事になる。更に、他国でのアウトブレイク等に対して NCDC のス

タッフ等が感染症専門医などを支援する事になる。このように NCDC は西アフリカ地域の感染症対

策（特に地域内の感染症サーベイランスにおいて）の中心的な役割を担うことが期待されている。2014

年のエボラウイルス病の西アフリカでの大流行を受け、様々なネットワークの強化の動きがある。 

1-1-3 社会経済状況 

国土面積は 923,768Km2、人口は 185,990,000 人 (2016 WHO)でありアフリカ最大の人口を誇る。ラ

ゴスは、ナイジェリア南西部のギニア湾岸に位置するナイジェリア最大の港湾都市である。ラゴス島、

イッド島、イコイ島、ビクトリア島などの複数の島および大陸部のアパパ、エブテメッタ、ヤバ、ス

ルレレの各地域からなる。1991 年にアブジャに遷都されるまで首都であった。商工業、文化の中心

地でもあり、原油を除く輸出入の大半を扱うほか、鉄鋼、印刷、自動車組立て、醸造、食品加工等の

工業がある。ラゴス島はおもに商業地区、アパパが工業地区であり、大陸部に博物館、ラゴス大学、

北西のイケジャに国際空港がある。 

民族はハウサ族（約 30％）、ヨルバ族（約 20％）、イボ族（約 20％弱）を含む 250 以上の民族が

存在している。国民の 50％がキリスト教を信仰し南部地域に多く居住している。一方国民の約 40％

イスラム教を信仰し北部地域に多く住んでいる。 

政治体制は、1960 年のイギリスからの独立以降、連邦共和制を採用しており、6 つの地政学的ゾー

ン（南西ゾーン、南東ゾーン、北西ゾーン、北東ゾーン、北央ゾーン、南南ゾーン）に分けられる。



 

1-8 

それぞれのゾーンには、州が属し、全体では 36 の州と連邦首都地区（Federal Capital Territory： FCT） 

によって構成される。また州は、さらに 774 の LGA に分割されており、首都はアブジャである（図  1-2

参照）。それぞれの LGA は、人口約 10,000 – 30,000 Ward を 10 程度から構成されている。 

 

出典：https://maps-nigeria.com 

図  1-2 ナイジェリア地図・地政学的ゾーン 

ナイジェリアの 2017 年の一人当たり GDP は 2,092 US ドル（国際通貨基金：World Economic 

Outlook Database）である。GDP はアフリカ第 1 位（世界 185 ヶ国中第 30 位）であり、近年では流通、

小売りなどサービス産業、金融、不動産の成長が顕著である。他方、国家歳入の約 7 割、総輸出額の

約 8 割を原油に依存している。欧米諸国とは活発な経済関係を維持しているものの、昨今のシェール

ガス革命によって特に対米輸出が減少傾向にある。また 2014 年から歳入の大部分を占める原油価格

の下落が続いているほか、通貨ナイラの市場レート下落、インフレ、電力不足などがみられる。2018

年の人間開発指数は 189 か国中 157 位7であり、アフリカ最大の経済大国である一方で国内の経済格

差は大きい。経済成長の恩恵を受けることができず、一日 1 ドル以下の生活を送る 1 億人以上の貧困

層（総人口の 6 割強）を抱える状況である。 

1-2 無償資金協力の背景・経緯及び概要 

ナイジェリアは、当国起源のラッサ熱が毎年流行する等、感染症リスクも高い。近年では、2014

年にエボラウイルス病により 20 名感染、2017 年には 5 感染症（ラッサ熱、髄膜炎菌、黄熱病、コレ

ラ、サル痘）のアウトブレイクが発生している。また、英国（2018 年）、シンガポール（2019 年）、

イスラエル（2019 年）ではナイジェリアからのサル痘輸入例が報告されており国際社会に対する大

きな脅威となっている。2011 年に感染症のサーベイランス、予防、緊急対応等を目的として NCDC

が設立され、これをトップとした公衆衛生検査室がネットワークを形成しているが、これら検査室の

                                                        
7 UNDP Human Development Report http://hdr.undp.org/en/2018-update 
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多くが適切な検査施設や機材を有していないこと等により、迅速且つ確実な感染症の検知が阻害され

ている。今後、各地域で拠点となるネットワーク検査室の整備をさらに促進し、検査・診断機能の強

化を図るため、ナイジェリア政府は、NCDC ネットワーク検査室の施設・機材の整備拡充に関し、我

が国に対して無償資金協力を要請した。 

この要請を受けて本調査を実施した結果、NCDC が統括する国内ネットワークの計 8 検査室に対し、

施設・機材の整備等を実施することにより、感染症対応及びサーベイランス機能体制の強化を図る本

事業は、ナイジェリアにおける感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものであ

ることが確認された。また、「国家健康安全保障活動計画（NAPHS）」、「国家保健政策 2016」、

「臨床検査サービス政策」および「臨床検査戦略計画 2015－2019」での感染症対策分野における優

先課題（感染症サーベイランス、予防、緊急対応および疫学調査能力の向上のための検査室整備）へ

の取り組みともなり、ナイジェリアの保健政策との整合性もあわせて確認された。 

1-3 我が国の援助動向 

日本政府のナイジェリアに対する経済協力は 1960 年代に開始された円借款に始まる。その後 1970

年代に技術協力、1980 年代には無償資金協力による支援が実施された。1993 年の軍事政権成立後の

混乱により援助は一時停止されたが、1999 年の民政移管に伴い無償資金・技術協力が再開され、2009

年には円借款も再開の方針が決定された。ナイジェリアが開発戦略「Vision 20：2020」において、2020

年までに経済規模で世界上位 20 位入りすることを目指していることを踏まえ、日本は、持続的成長

を支える産業インフラの改善、および成長を社会開発に結びつけるための協力を通じ、同国の持続的

な経済・社会発展を支援している。 

日本外務省は、対ナイジェリア連邦共和国国別開発協力方針8の基本要重点分野として、①質の高

い経済成長のための基盤づくり、②包摂的かつ強靭な保健・医療システムの整備、③北（東）部復興

支援を含む平和と安定の促進を挙げ、都市を中心とした社会開発の推進、基幹インフラの整備、水供

給や医療サービスの改善に向けた施設整備や技術移転を通して生活環境及びビジネス環境の改善を

支援し、さらに、地域保健サービス強化、UHC の達成、食を通じた栄養改善、ラボ及び疾病予防セ

ンター強化等の感染症対応能力強化等に貢献している。 

我が国の保健セクターにおける援助実績に関して表  1-6 に示す。感染症危機対応分野においては、

先行する NCDC の国家標準検査室へのバイオセーフティレベル9 3（BSL3）施設整備支援「ナイジェ

リア疾病予防センター診断機能強化計画」（無償資金協力）（以下、「先行無償案件」）を含め包括

的な支援を実施しており、特に本事業における機材供与は 2019 年度に開始する予定の感染症対策能

力強化を図る「公衆衛生上の脅威の検出及び対応強化プロジェクト」（以下、「技術協力プロジェク

ト」）と相乗効果が期待される。また「ラゴス州における貧困層のための地域保健サービス強化プロ

ジェクト」が 2018 年度に終了した。また Ibadan 市、Maiduguri 市の WHO National Polio Laboratory に

対し本邦研修、個別専門家派遣、安全キャビネット（Bio-Safety Cabinet：BSC）の維持管理に関して

支援を行った。 

                                                        
8 対ナイジェリア連邦共和国国別開発協力方針（2017年 9月）https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/oda/files/000072428.pdf 
9 感染病原体を実験室で安全に扱うためのソフトおよびハード面の管理レベルを病原体の危険度に応じて設定した

もの。4 段階（BSL1～BSL4）に分類され、BSL4 が最も管理レベルが高い。 
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2018 年からは、日本政府により策定された「国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基本

計画」を基に立案された健康危機対応能力強化に向けたグローバル感染症対策人材育成・ネットワー

ク強化プログラム（Partnership for Building Resilience against Public Health Emergencies through Advanced 

Research and Education: PREPARE）の留学制度を利用し、現在 NCDC より数名が本邦大学により研修

中である。 

表  1-6 保健人材・保健インフラ分野での援助実績 

協力内容 実施年度 案件名 その他 概要 

無償資金協力 2000-2012 年 小児感染症予防計画 
（ユニセフ連携） 

ポリオ・ワクチン、蚊帳調達等の支援。 

2018 年 
ナイジェリア疾病予防セ
ンター診断機能強化計画

アブジャに位置する NCDC の直轄検査室である
NRL における BSL3 検査室新設を含む施設・機材
整備。2019 年 4 月 G/A 締結。 

技術協力プロ
ジェクト 

2014-2018 年 ラゴス州における貧困層
のための地域保健サービ
ス強化プロジェクト 

貧困層の健康改善を目的とし、 
 地域保健活動に資するガイドラインの作成を支
援する、 

 ラゴス州プライマリー・ヘルス・ケア庁、地方
行政区およびワードの保健委員会の組織・能力
強化のための研修を支援する、 

 コミュニティ保健官（CHO）、コミュニティ保
健普及員（CHEW）のスキル向上のための研修
を支援する、 

 CHO、CHEW のアウトリーチ活動を通して適宜
ガイドラインの改訂等を支援する、 

 実証研究結果をもとに貧困層にも届く保健医療
体系モデルを州、連邦政府に提言する。 

 2014 年エボラウイルス病アウトブレイク時の
NCDC への機材供与及び検査室研修の実施。 

2010-2014 年 ラゴス州母子保健強化プ
ロジェクト 

ラゴス州における 6 つの LGAs において PHCs 
（Primary Health Centre）の母子保健サービスの向
上を図る。 

専門家派遣、 
その他 

2002-2013 年 小児感染症対策プロジェ
クト 

小児予防接種に関して UNICEF を通して支援 

2007- 継続中 医療サービスの改善プロ
グラム 

5S 改善運動による医療サービスの向上、第三国専
門家等の派遣を支援 

2014-2016 年 エボラ対策に関する緊急
支援 

エボラに関する啓発活動、資機材および本邦研修
等への支援 

2014-2017 年 ポリオ根絶プロジェクト ポリオ・ワクチン接種キャンペーンに必要となる
全ワクチン約 4.76 億ドースを調達し、円滑なキャ
ンペーン実施の支援。 

2015、2017 年 WHO 国家ポリオ検査室
への技術支援 

Ibadan、Maiduguri 市の Polio Reference Laboratory に
対する支援（BSC 補修、EPI プログラム支援） 

研修員受入れ  2017- 継続中 課題別研修 保健セクター関連の本邦研修を支援 

出典：外務省 HP 「国別地域別政策・情報」、JICA ナレッジサイトを基に調査団が作成 

本事業は我が国の平和と健康のための基本方針、国際的に脅威となる感染症対策の強化に関する基

本方針及び計画、「包摂的かつ強靭な保健・医療システムの整備」を重点分野のひとつとして掲げる

ナイジェリアに対する国別開発協力方針（2017 年 9 月）に整合する事業と位置づけられる。また、

本事業は、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）ゴール 3「すべての人に健康

と福祉を」への貢献、ポストエボラにおける国際的な感染症対策能力強化への支援、検査・診断技術

向上と研究能力強化を通じた WHO の IHR の履行強化という観点から実施の意義も高い。さらに、

国際保健のためのG7伊勢志摩ビジョンで掲げる強固な保健システムと公衆衛生危機へのより良い備
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えを有した UHC の達成に資するとともに、TICAD VI で掲げられた感染症対策のための人材育成の

拠点となることが期待できる。 

1-4 他ドナーの援助動向と本事業等との調整 

1-4-1 他ドナーの援助動向 

NCDC へ支援している主要ドナー・国際機関は、WHO、米国疾病管理予防センター（USCDC）、

世界銀行（World Bank：WB）、英国公衆衛生庁（Public Health England：PHE）等であり、主に公衆

衛生検査サービス部門への支援を行っている。NCDC での活動を表  1-7 に示す。 

私立団体や NGO 等との共同研究や感染症対策支援では、 Africa Field Epidemiology Network 

（AFENET）10が、ナイジェリアにおける実地疫学専門家を養成する NFELTP および、State・LGA に

おいて感染症サーベイランスに従事する DSNO の研修プログラムとなる FETP の実施を支援してい

る。また、University of Ibadan および Ahmadu Bello University による、NFELTP 研修の支援が AFENET

と共同で行われている。今後は、これらの共同研究や支援の拡大が期待される。 

表  1-7 他ドナー・国際機関による援助実績（感染症対策分野） 

実施 

年度 
機関名 案件名 金額 

援助

形態
概要 

2018-継続中 
（4 年間） 

WB Regional Disease 
Surveillance Systems 
Enhancement (REDISSE)  

80,000 
千 US ドル

資金

供与

WHO とナイジェリア政府間での

合意手続きが完了し、2018 年 4
月より着手された。実施開始直後

より同緊急対応支援コンポーネ

ントは、ラッサ熱流行時の緊急対

策活動において大きな効果を上

げている。 

2018 年-継続中 PHE IHR 強化プロジェクト 16,000 
千ポンド 

資金

供与

バイオセーフティー・セキュリ

ティ研修の実施、ラッサ熱の鑑別

診断にかかる研究を支援。 

2012-2016 年 USCDC Nigeria Field Epidemiology 
and Laboratory Training 
Program(NFELTP) 

不明 資金

供与

疫学調査担当者の育成のための

プログラム 

2004－継続中 USCDC U.S. President's Emergency 
Plan for AIDS Relief 
(PEPFAR) 

不明 資金

供与

臨床検査室への支援、HIV 関連の

支援、疾患全般、検査の質の管理、

分子生物学的検査などへの支援。

2009－継続中 USCDC Strengthening Laboratory 
Management Toward 
Accreditation (SLMTA) 

不明 資金

供与

検査・実験の品質向上を目的とし

た検査室管理者向け HIV・結核の

検査室マネジメント、品質管理に

かかる研修プログラム。 

2015-2017 年 WHO エボラ研究 
“Recherche sur Ebola” 

不明 資金

供与

検査室（6 カ所：ポリオ、麻疹、

風疹、黄熱病、ラッサ熱等）の支

援。主要疾患のアウトブレイク対

応として試薬の供与。 

出典：現地調査時の聞取りより調査団が作成 

 

                                                        
10 アフリカにおける保健システムの能力向上を支援する目的で、28 か国で活動する NPO である。ナイジェリアでは

2005 年に設立された。 



 

1-12 

ネットワーク検査室を対象に支援を行っているドナーと支援概要は表  1-8 の通りである。 

表  1-8 ドナーと支援概要 

ドナー 

1. 人材育成 
（研修等への支援） 

2. 資機材供給・管理
（一部の機材供与、
消耗品および検査
キットなどの支援）

3. データ・情報管理
（オンライン情報
管 理 シ ス テ ム 構
築・データ管理への
支援） 

4. 精度保証 
（検査室認証プログラ

ム、外部精度アセス
メント等への支援）

WHO 〇 〇 〇 〇 

WAHO 〇 〇  
〇 

(Lab accreditation, to 
CHAZVY, LUTH) 

USCDC/USAID 〇    

PHE 
〇 

(Biosafety) 
   

Maryland 
University, USA 

  〇  

APHL 〇    

BNITM, Germany 
〇 

(to ILFRC) 
   

Laboratoire 
National de Sante, 
Luxembourg 

〇 
(to CHAZVY) 

   

FHI360 
〇 

(HIV, Virology, UBTH) 
〇 

(HIV, Virology, UBTH)
〇 

(HIV, Virology, UBTH) 
〇 

(HIV, Virology, UBTH)

CHEMONICS 
〇 

(HIV, Virology, UBTH) 
〇 

(HIV, Virology, UBTH)
〇 

(HIV, Virology, UBTH) 
〇 

(HIV, Virology, UBTH)

備考： 

WHO: World Health Organization WAHO: West Africa Health Organization 
CDC: Center for Disease Control PHE: Public Health England 
APHL: Association of Public Health Laboratory BNITM: Bernhard Nocht Institute for Tropical Medicine, Germany 
FHI360: Family Health International CHAZVY: Centre for Human and Zoonotic Virology 
ILFRC: Institute of Lassa Fever Research Centre 
SLMTA: Strengthening Laboratory Management Toward Accreditation 
SLIPTA: Stepwise Laboratory Improvement Process Towards Accreditation 
UBTH: University of Benin Teaching Hospital  
LUTH: Lagos University Teaching Hospital 

1-4-2 本事業等との連携の可能性 

本調査中に、現在 NCDC を支援している主要ドナー（WB、PHE、WHO）と、先行無償案件、2019

年度開始予定の技術協力プロジェクトを含めた JICA の 3 プロジェクトの進捗状況と他ドナーの進捗

や活動予定に関して意見交換を行った。各機関との要点を下記に記す。 

 WB：プロジェクト期間は 5 年である。2018 年 2 月に予算などの投入が可能となり、プロジェ

クトが開始した。2018 年 2 月のラッサ熱アウトブレイクの際には、緊急対応チームを WHO、

UNICEF と通じ支援した。2019 年の人・動物衛生検査室のアセスメントを実施後、本格的な

活動内容を決定する予定であり、JICA の技術協力プロジェクトの活動重複を避けることで同

意が得られた。 
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 WHO：黄熱病の血清学診断や鑑別診断にかかる研修などを実施している。診断検査能力強化

に重点を置いている。本事業による NCDC ネットワーク検査室への検査機材供与の必要性に

関し賛同を得られた。 

 PHE：バイオセーフティ強化、外部精度管理、サーベイランス電子化などを活動内容として

US$20 万の予算規模にて実施および実施予定である。カナダが支援したラゴスの BSL3 施設の

バイオセキュリティ研修も実施予定である。JICA のプロジェクト内容、特に先行無償案件の

BSL3 検査室運営に関心を示しており、今後も密に連携を取っていくことで合意した。 

また、JICA では、アフリカ地域における感染症対策の取り組み強化を目指している。二国間の枠

組みで能力強化を支援してきたアフリカの感染症ラボのネットワークを強化することで、アフリカ全

域をカバーする感染症サーベイランス・検査体制の強化に貢献する方針であり、NCDC をケニア中央

医学研究所（Kenya Medical Research Institute：KEMRI）やガーナ野口記念医学研究所（Noguchi Memorial 

Institute for Medical Research：NMIMR）、ザンビア大学（University of Zambia：UNZA）、コンゴ民国

立生物医学研究所（Institut National de Recherche Biomédicale：INRB）と並ぶ感染症対策の一拠点とし

て強化する構想を持つ。この視点から、本事業でのネットワーク検査室を含む NCDC の検査・診断

機能拡充後の、各ドナーとの連携については以下の可能性がある。 

 USCDC が実施するラボネットワークや研修プログラムにおける連携。 

 USCDC が実施する機材供与における連携。 

 検査・研究に係る標準業務手順書（Standard Operating Procedures: SOP）整備や質管理、AFENET

による FETP における連携。 
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第 2章 プロジェクトを取り巻く状況 

2-1 プロジェクトの実施体制 

2-1-1 組織・人員 

 (1) 実施機関 

本プロジェクトの実施機関は NCDC および FMoH である。図  2-1 に NCDC、図  2-2 に FMoH の組

織図を示す。 

NCDC は、2018 年 11 月に FMoH より予算上独立し、検査・診断等による独自収入の獲得、他研究

機関との協働、他ドナーおよび国際援助機関による技術および財政支援を単独で自治管理することが

可能となった。最高責任者（Director General:DG）をトップとし 6 部門（Public Health Laboratory 

Services：公衆衛生検査サービス部、Prevention & Programs Coordination：予防・プログラム調整部、

Emergency Preparedness & Response：緊急事態事前管理・対応部、Surveillance & Epidemiology：サー

ベイランス・疫学部、 Finance & Accounts：財政・経理部、Administration & Human Resources：管理・

人事部）で構成されている。その他に管理部（Governance Units）と外部からの技術支援が組織され

ている。公衆衛生検査サービス部が NCDC 直轄の検査室である NRL、CPHL およびその他の協力検

査室を統括し検査室ネットワークの維持・管理を行っている。2019 年 10 月現在で 210 名が NCDC

に従事している（NCDC よりヒアリング）。 

また、FMoH の対象部門は本プロジェクトにて支援する 7 検査室が属する病院サービス局

（Department of Hospital Services）である。病院サービス局は、教育病院や検査室などの施設管理、

看護や歯科、腫瘍などの診療科や疾患別対応にかかる業務を実施している。 

 

図  2-1 NCDC 組織図
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 (2) NCDC の職員数および配置 

6 現在 NCDC には NRL、CPHL を含めて 210 名が従事している。2017 年の先行無償案件において

確認した 109 名から大きく増員されている。それぞれの部の人員配置を表  2-1 に示す。 

表  2-1 NCDC 職員数および配置 

出典：NCDC ヒアリング回答（2019）、NCDC NOMINAL ROLL （2017） 

NCDC 本部の主要部署の活動内容は以下の通りである。 

 財務・経理部は、NCDC の財務および経理において、説明責任、透明性、真実性を担保する責

任を有し、予算・財務管理、会計管理を行っている。 

 管理・人事部は、人事課および一般サービス課によって構成されセンターの人的および物的資

源を円滑かつ効果的に管理している。人事課は、職員の採用・任命、昇進、研修、福祉制度に

関わり一般サービス課は、センターの全ての資産（建物、機械、車輌等）の管理と維持を行っ

ている。 

 予防・プログラム調整部は、風土病と非伝染病に対処する健康増進と疾病予防計画の策定を

行っている。また、One Health アプローチの強化に向けて他の政府機関やパートナーとの協同

作業を促進している。 

 緊急事態事前管理・対応部は、災害や緊急事態の緩和とその管理を行い、迅速対応チーム（Rapid 

Response Team: RRT）の配置とアウトブレイクへの対応に関わる活動を支援している。 

 サーベイランス・疫学部は、IDSR 戦略に則し 36 州および連邦首都地区からの優先疾病に関す

るサーベイランス・データを収集・照合・分析してアウトブレイクを検出し、対策方針の発信

を行っている。また、IHR における国境での検疫等、確認、通知を実践し国の保健上の安全を

No. 部署 
NCDC 本部および NRL 

（アブジャ） 
CPHL 

（ラゴス） 

  2019 2017 2019 2017

1 最高責任者（DG） 1 1 0 0

2 
財務・経理部 
（Finance and Account） 

17 7 0 0

3 
管理・人事部 
（Administration and HR） 

23 22 0 0

4 監査（Audit） 3 2 0 0

5 法律（Legal） 1 1 0 0

6 調達（Procurement） 4 5 0 0

7 
公衆衛生検査サービス部 
（Public Health Laboratory） 

34 13 27 33

8 
予防・プログラム調整部 
（Prevention & Programs Coordination） 

28 2 0 0

9 
緊急事態事前管理・対応部 
（Emergency Preparedness & Response） 

31 7 0 0

10 サーベイランス・疫学部（Surveillance & Epidemiology） 41 10 0 0

11 DG Office 3 に含む 6 0 0

 計 183 76 27 33
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確保している。当該部は、収集・分析したサーベイランス・データを基に毎週火曜日に疫学週

報を発行している（http://ncdc.gov.ng/reports/weekly-参照）。 

 (3) NCDC の検査・研究部門 

NCDC の検査・研究部門は公衆衛生検査サービス部である。NRL、CPHL および中核地域に配置さ

れている NCDC 協力検査室のネットワークの維持・管理を行う。また、アウトブレイク発生時には、

移動検査（Mobile laboratory）を組織する。表  2-2 に NCDC の各部署における学位取得者数を示す。

職員の約 3 分の 1 が修士・博士号取得者であり、NRL、CPHL を含む公衆衛生検査サービス部に特に

多いことがわかる。 

表  2-2 部署別学位取得者数（2017 年時点） 

No. 部署 Certificate Diplomat Bachelor Master PhD Others 

1 財務・会計部  2 2 3   

2 管理・人事部 7 5 4 2  4 

3 監査   2    

4 法律    1   

5 調達  1  2 1  

6 公衆衛生検査サービス部/NRL  2 8  2 1 

7 公衆衛生検査サービス部/CPHL 17 5 2 8  1 

8 予防・プログラム調整部    1 1   

9 緊急事態事前管理・対応部   3 3  1 

10 調査監視・疫学部  1 6 2  1 

11 DG Office   1 4  2 

 計 24 16 29 26 3 11 

出典：NCDC 調査質問回答 

 

2-1-2 NCDCおよびCPHLの主要活動内容 

 (1) ナイジェリアのサーベイランスシステム 

NCDC は、感染症サーベイランスにおける検査体制として NRL、CPHL を含む地域中核検査室（6

施設）およびウイルス標準検査室（2 施設）と検査ネットワークを構築しており、さらに感染症対策

をより迅速に行うため、国内の二次、三次医療施設との間でネットワークの構築・強化を進めている。

2019 年 2 月時点で全国 38 か所の公衆衛生検査室がネットワークを形成し、薬剤耐性菌、髄膜炎、コ

レラ、インフルエンザ、ラッサ熱・ウイルス性出血熱、黄熱病、麻疹、風疹の対策を促進している（図  2-3

参照）。なお、NRL および CPHL は NCDC 直轄の標準検査室として運営・管理されているが、他の

検査施設については FMoH の二次、三次医療施設として連邦政府の管轄下に置かれている11。 

                                                        
11 参照：http://www.health.gov.ng/index.php/parastatals/federal-medical-centres 
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出典：NCDC 

図  2-3 NCDC 公衆衛生検査室ネットワーク 

図  2-4 にナイジェリアにおける検体採取・搬送を含む感染症サーベイランスシステムの概要を示

す。コミュニティまたは Primary Health Care（PHC）レベルの保健医療施設において感染症疑いの患

者が発見された場合、その情報はサーベイランス担当者（focal person for surveillance and response）に

よって LGAs の DSNO /Assistant DSNO に報告される。報告を受けた DSNOs/Assistant DSNOs は、必

要に応じて検体採取を指示する/行う。採取された検体は、Triple package12に従い梱包されクーリエ・

サービスまたは Local transport organizations によって最寄りの検査室に搬送される（直接標準検査室

に送られる場合もある）。検体を受理した検査室は、顕微鏡を使った塗抹検査や迅速診断テスト（Rapid 

Diagnostic Test：RDT）を用い検査を実施する。検査結果は、依頼元の保健医療施設に返されると共

に DSNO（LGA レベル）および State epidemiologist（State レベル）に報告される。LGAs または State

レベルの検査室で検査された検体は、上位の標準検査室に送られ、より詳細な検査と確認試験が実施

される。 

                                                        
12 Guidance on regulations for the Transport of Infectious Substances 2015-2016, 2015, WHO 
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各レベルのサーベイランス・データは、一週間ごとに週報として取りまとめられ、最終的には FMoH

の疫学部門に報告されその結果は、NHMIS（National Health Management Information System）に反映

され、また、NPHCDA に提供される。 

 

図  2-4 ナイジェリアにおける感染症サーベイランス・データフローおよび検体搬送13 

 (2) CPHL の活動内容 

ラゴスに設置されている CHPL は、NCDC 直轄の公衆衛生検査施設であり、検査に必要な消耗品、

検査試薬等は NCDC より供給されている。図  2-5 に CPHL の組織図を示す。病院臨床検査室と公衆

衛生検査室の両方の機能を有していたが、現在は血液検査等の一般検査機能は持たず、麻疹、黄熱、

コレラ、風疹、細菌性髄膜炎などのウイルス、細菌、寄生虫検査等感染症診断の拠点検査室として機

能している。National Public Health Emergency Operations Center を併設し、感染症の流行に対応してい

る。2018 年、既存施設の Diagnosis 部門の集約化によるバイオセーフティ・バイオセキュリティの改

善、研修スペースおよび感染症流行緊急対応のための通信設備の更新が実施された。 

                                                        
13 Technical Guidelines for Integrated Disease Surveillance and Response in Nigeria, NCDC, March, 2013 

NHMIS: National Health Management Information System 
NPHCDA: National Primary Healthcare Development Agency 
PHC: Primary Health Care 
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図  2-5 CPHL 組織図 

CPHL では、Laboratory scientist 8 名、Laboratory technician 4 名が検査・診断に従事し、Enzyme-Linked 

Immuno Sorbent Assay（ELISA）法を用いたウイルス抗体検査、細菌検査に関わる培養、同定、薬剤

感受性試験を提供している。また、管轄下の検査室に対し研修事業を実施している。コレラ、髄膜炎

に関する細菌学的検査については 36 州および、連邦首都地区に提供している（表  2-3 参照）。 

WHO、USCDC、PHE、Maryland University、Association of Public Health Labortories（APHL）、West 

Africa Health Organization（WAHO）より人材育成、資機材供給・管理、データ・情報管理および精

度保証に関する支援を受けている。WHO からの検査キットの支給および技術支援により麻疹、風疹

および黄熱病の検査（IgM：免疫グロブリン M の検出）を、17 州を対象に提供している。既存施設

内の研修施設では検査キットなどの有効試験も行われている。 

表  2-3 公衆衛生検査室・検査項目 

疾患名 検査方法 備考 

黄熱病 ELISA（IgM の検出）  

麻疹 ELISA（IgM の検出）  

コレラ 培養、同定・血清型、薬剤感受性試験  

髄膜炎菌 グラム染色、培養、同定・血清型別、薬剤感受性検査  

薬剤耐性菌 CLSI*準拠 EUCAST**併用  

風疹 ELISA（IgM の検出） 新規検査項目 

CLSI*: Clinical and Laboratory Standard Institute 
EUCAST**: The European Committee on Antimicrobial Susceptibility Testing 

2016 年から 2018 年までの CPHL における検査件数は表  2-4 の通りである。 

表  2-4 CPHL における検査件数 2016-2018 

疾患名 2016 2017 2018 

黄熱病 354 778 1,143 

麻疹 5,681 6,470 6,115 

コレラ 86 77 15 

髄膜炎 54 110 27 
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NRL と NCDC の監督下で CPHL は、二次および三次医療施設におけるネットワーク検査室への研

修・外部精度アセスメント（巡回指導など）を実施している（図  2-6 参照）。 

 

図  2-6 ネットワーク検査室への研修・外部精度アセスメント（巡回指導など） 

検体搬送システムの概略を図  2-7 に示した。現在、州（State）と NRL および CPHL との間は、

TRANEX を主とした民間クーリエ・サービス会社により行われている。 

CPHL は、USCDC（SLMTA）や WHO（SLIPTA）の実施する国際的検査室認証プログラムに参加

していないものの WHO、PHE、USCDC が実施する外部精度アセスメントに参加している。黄熱病

および麻疹に関する検査結果については、西アフリカ地域標準検査室（黄熱病：ダカールのパスツー

ル研究所、麻疹：コートジボワール）においてクロス・チェックが行われている。また、感染症流行

地における移動検査室の設営を行っている。 

 

試薬・消耗品供給 

技術支援・外部精度アセスメント 
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図  2-7 検体搬送システムの概略 

バイオセーフティに関して表  2-5 の内容の SOP を有しているものの国際標準である CLSI 準拠の

様式14を採用していないことや内容が不十分なことから改訂の必要があると判断された。 

表  2-5 CPHL バイオセーフティ・マニュアル目次 

NIGERIA CENTRE FOR DISEASE CONTROL CENTRAL PUBLIC HEALTH LABORATORY BIOSAFETY 
MANUAL（抜粋） 

TABLE OF CONTENT Page 

Introduction 2-5 

SOP on laboratory accident 6-7 

Standard Operating Procedures for waste disposal 8-10 

SOP on fire emergency 11-12 

SOP on preparation of sodium hypochlorite 13-14 

Basic biosafety rules in a BSL-2 working environment 15-16 

Care and use of Refrigerator, Freezers and Centrifuges 17 

Instructions on serum-plasma separation 18 

List of item in the first aid box 19 

Viral load laboratory biosafety rules 20-21 

Biosafety process description form 22 

Monitoring charts 23-26 

出典：CPHL 作成のものを調査団にて再編集 

  

                                                        
14 Clinical Laboratory Technical Procedure Manuals; Approved Guideline-Fourth Edition, April 2002, CLSI 

Local Government Aria Disease Surveillance and Notification Officers (LGA DSNO) 

CPHL・NRL 

State A State C 

State B

LGA LGA LGA 
    

 

Health 
facility 

Health 
facility Health 

facility 

Focal person for surveillance and response
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2-1-3 CPHLを除く7対象ネットワーク検査室の主要活動内容 

各 7 対象ネットワーク検査室に従事する人員は表  2-6 の通りである。 

表  2-6 7 対象ネットワーク検査室の人員数 

Facility 
Microbiologist 

& others 
Laboratory 

scientist 
Laboratory 
technician 

Laboratory 
assistant 

Data officer 
Office 

assistant 

① ISTH, ILFRC * 0 23 0 0 0 0

① ISTH, Microbiology 0 30 0 0 0 0

② UBTH, Molecular 
Virology 

0 3 1 0 2 0

② UBTH, Bacteriology 0 18 0 0 0 0

③ UCH, Clinical 
Microbiology 

0 7 0 0 0 0

④ UNTH, Microbiology 0 48 0 0 0 0

⑤ NHA, Medical 
Microbiology & 
Parasitology 

0 13 0 0 0 0

⑥ LUTH, CHZVY* 3 3 0 1 1 1

⑥ LUTH, Medical 
Microbiology & 
Parasitology 

5 13 0 1 1 5

⑦ UITH, Microbiology 11 17 0 10 0 0

出典：調査質問書回答をもとに調査団にて再編集 

*ILFRC: Institute of Lassa Fever Research Center 
*CHZVY: Center for Human and Xoonotic Virology 

CPHL 以外の 7 対象ネットワーク検査室は、FMoH に属する第三次医療施設であると同時に保健医

療関連の実習病院としての機能も有する。表  2-7 に対象検査室における現在検査可能な感染症疾患

と検査方法を示す。ウイルス検査に関わる研修は、WHO、USCDC などのドナーにより実施されてい

るものの、薬剤感受性試験を含む細菌検査についてはそれぞれの施設において実施されている実地研

修が主流となっている。対象検査室の内、3 施設は国際的検査室認証プログラム（SLIMTA/SLIPTA）

に参加または参加した経験を有し、SLIPTAによる 5段階評価（最上位は 5スター）ではUBTH-Virology、

NHA はそれぞれ 4 スター、2 スターを獲得している。また、LUTH-CHAZVY については SLIPTA が

実施される予定となっている。 
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表  2-7 ネットワーク検査室における検査可能な感染症疾患と検査方法 

 

出典：調査質問書回答をもとに調査団にて再編集 

7 対象ネットワーク検査室は、日常的に病院臨床検査サービスも提供しており、一例として表  2-8

に 2016 年から 2018 年の LUTH の微生物検査室（Microbiology Laboratory）のコレラ、髄膜炎および

薬剤耐性菌に関わる検査件数、UBTH の微生物検査室のコレラ、髄膜炎に関わる検査件数を示す。何

れの施設においてもコレラに関する検査件数が少ないが、これはいずれの施設もコレラの流行地から

外れていることに由来する。 

表  2-8 LUTH 微生物検査室 検査件数 

疾患名 2016 2017 2018 

コレラ 0 65 0 

髄膜炎 350 485 343 

薬剤耐性菌 1,994 3,209 1,913 

表  2-9 UBTH 微生物検査室 検査件数 

疾患名 2016 2017 2018 

コレラ 0 65 0 

髄膜炎 397 510 439 

Lassa/ VHF YF/ Measle/ Rubella AMR YF/ Measles/ Rubella
AMR AMR Lassa/VHF AMR YF/ Measles/ Rubella

CSM/ Cholera/ AMR AMR

VHFs R.L ZPHL ZPHL VHFs R.L NRL NRL

Disease Techniques
① ISTH, 

ILFRC
① ISTH, 

Microbiology
②UBTH, 

Bacteriology
②UBTH, Virology

③UCH, 

Microbiology
④UNTH, 

Microbiology
⑤NHA

⑥LUTH, 

CHAZVY
⑥LUTH, 

Microbiology
⑦CPHL

⑧UITH, 
Microbiology

NCDC-NRL

Convetioanl PCR 〇 〇
Real time PCR 〇 △ 〇 〇
IgM by ELISA 〇

Ebola Convetioanl PCR 〇
Real time PCR 〇
IgM by ELISA 〇

Dengue Convetioanl PCR 〇
Real time PCR 〇
IgM by ELISA 〇

Yellow Fever Convetioanl PCR △ 〇
Real time PCR △ △ 〇 〇
IgM by ELISA 〇 〇 〇

Measles Convetioanl PCR △
Real time PCR △
IgM by ELISA 〇 〇 〇

Cholera Culture 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
Serotyping 〇 〇 〇
Sencitivity 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Meningitis Culture 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
Sencitivity 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
Real time PCR 〇
Serotyping 〇 〇 〇

AMR Manual system 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇
by CLSI 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

Influenza Convetioanl PCR
Real time PCR 〇

Culture
Monkeypox
Rubella Real time PCR △
HIV Real time PCR 〇

Real time PCR △

ELISA 〇

Real time PCR △

ELISA 〇

Rota Virus ELISA 〇

Convetioanl PCR 〇

Real time PCR 〇

ELISA 〇

△：準備中

Cluster by NCDC 

Lab. category

Epidem
ic Prone D

isease
Plus Three

O
thers

Hepatitis B

Hepatitis C

West Nile & 
Rift Valley

Lassa Fever & 
other VHFs
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対象ネットワーク検査室は、以下の点において技術水準を満たしていると判断できる。しかし、電

力や水道などの基礎インフラの整備不足が検査能力や精度保証上の阻害要因となっておりプロジェ

クト実施おいては、インフラ改善の進捗状況を注視する必要がある。 

 同検査室において検査業務に従事する職員の 9 割以上が、医学検査に関する学士レベルの高等

教育が施されている。 

 検査業務に従事する Laboratory scientist, Technician, assistant は、ナイジェリア医学検査評議会

（Medical Laboratory Science Council of Nigeria：MLSCN）15 への登録が義務化されている。加え

て、MLSCN は卒後教育に関わるプログラム（Continuing Professional Development Program）も

実施しており、検査サービスの質の担保と向上を図っている。 

 ドナーとのリサーチ活動の経験を有する施設が多い。 

2-1-4 財政・予算 

表  2-10 に NCDC の 2015 から 2018 年までの予算実績、2019、2020 年の運営予算および政府予算

の内訳（人件費、間接費、資産）を示す。NCDC の予算はナイジェリア連邦政府予算からの拠出とド

ナーからの拠出で構成されている。 

FMoH は「ナイジェリア医学検査戦略計画（Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan：NMLStP）2015‐

2019」において、検査サービスに対して十分な予算を持続的に確保し機器の更新、維持管理に充てる

ことをコミットしており、2015 年からの 3 年連続の政府拠出金の増額はその計画を反映した結果と

考えられる。2017 年に NRL が本格的にリファレンスセンターとして稼働開始したこと、2018 年に

NCDC の予算および政策決定の権限が FMoH から独立する大統領令が発出されたことにより 2017 年

―2019 年に人件費が計上されている。光熱費、施設維持費等を含む間接費は、5 年間ほぼ横ばい状態

だが、施設・整備等を含む資産は 2017 年以降大幅に増額されている。これは、CPHL の改築や NRL

および CPHL の機材整備等の増資に充てられたと考えられる。NAPHS 2018-2022 の予算計画（Annex5: 

Inventory of Costed Activities）によると、2019 年以降も AMR サーベイランス、国内外における検体

搬送、迅速検査法の普及、ネットワーク検査室への検査用試薬や消耗品などの供給等の NCDC が中

心となって実施する活動が多く計画されており、これらの予算が上乗せされていくものと期待できる。 

表  2-10 NCDC 過年度予算実績（2015-2018）および 2019、2020 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

1) 政府予算 
227,083,598 
83,659,868 

252,281,264
92,942,940

1,581,335,551
582,579,830

1,955,178,842
720,307,437

1,492,528,098 
549,862,277 

2,110,710,553
777,606,875

① 人件費 
0 
0 

0
0

12,457,939
4,589,629

315,801,230
116,344,331

412,753,833 
152,062,640 

-

② 間接費 
3,083,598 
1,136,028 

3,774,264
1,390,477

3,774,265
1,390,477

3,774,265
1,390,477

3,774,265 
1,390,477 

-

③ 資産 
224,000,000 
82,523,840 

248,507,000
91,552,464

1,565,103,347
576,599,724

1,635,603,347
602,572,629

1,076,000,000 
396,409,160 

-

                                                        
15 http://web.mlscn.gov.ng/ 
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 2015 2016 2017 2018 2019 2020 

内 プロジェク

ト予算総額 
224,000,000 
82,523,840 

248,507,000
91,552,464

475,103,347
175,032,824

616,103,347
226,978,634

901,000,000 
331,937,410 

2) ドナー 
219,528,060 
80,876,333 

108,239,500
39,876,514

70,526,870
25,982,804

36,588,000
13,479,385

- 
-

1)+2) 総予算 
446,611,65816

4,536,200 
360,520,764
132,819,454

1,651,862,421
608,562,634

1,991,766,842
733,786,822

- -

出典：調査質問書回答および BUDGET OFFICE OF THE FEDERATION, ホームページ 
(https://www.budgetoffice.gov.ng/) をもとに調査団にて再編集 交換レート：1.00 NGN=0.36841 円 

図  2-8 に 2015 年から 2019 年までの NCDC 管轄のプロジェクト数とそのプロジェクト予算を示し

た。プロジェクト予算は政府予算の一部で構成されている。NRL が本格的に国家検査室として稼働

した 2017 年以降、NCDC の活動が活性化されプロジェクト予算が大幅に増額されている。 

 

図  2-8 NCDC プロジェクト総予算の推移 

（BUDGET OFFICE OF THE FEDERATION,  ホームページ（https://www.budgetoffice.gov.ng/）を基に調査団にて再編集） 

表  2-11 に CPHL を除く 7 ネットワーク検査室が属する各教育病院に予算を拠出する FMoH の財務

状況を示す。 

表  2-11 FMoH の運営・維持管理費実績および計画（2015-2018） 

（単位：上段/10 億ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

  2015 2016 2017 2018 

1) 経常予算 
214,940,000,000 237,080,000,000 221,410,000,000 252,840,000,000

79,186,045,400 87,342,642,800 81,569,658,100 93,148,784,400

2) 資産  
22,680,000,000 28,650,000,000 55,610,000,000 71,110,000,000

8,355,538,800 10,554,946,500 20,487,280,100 26,197,635,100

総予算 
237,620,000,000 265,730,000,000 277,020,000,000 323,950,000,000

87,541,584,200 97,897,589,300 102,056,938,200 119,346,419,500

出典：ナイジェリア保健省および yourbudgit.com HP より抜粋  交換レート：1.0NGN  = 0.36841 円 
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表  2-12から表  2-18に対象 7ネットワーク検査室の 2015年から 2018年までの予算実績および 2019

年の予算を示す。人件費が総予算の 9 割以上を占めている。総予算の 1 割程度が間接費と資産に充て

られており、また、維持管理費については、その額が少ない、または計上されていない検査室が多い。

NMLStP 2015‐2019 に従い NCDC には適切な予算措置が講じられているが、対象検査室までは波及

していないと判断できる。 

表  2-12 ISTH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

ISTH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
3,721,341,262 

1,370,979,334 

3,479,454,079

1,281,865,677

4,562,738,711

1,680,958,569

4,992,627,262 

1,839,333,810 

6,455,393,606

2,378,231,558

2) 間接費 
45,835,225 

16,886,155 

43,056,338

15,862,385

40,209,154

14,813,454

45,209,154 

16,655,504 

45,209,154

16,655,504

3) 資産 
72,602,384 

26,747,444 

38,600,037

14,220,640

241,600,037

89,007,870

572,400,056 

210,877,905 

217,000,000

79,944,970

総予算 
3,839,778,871 

1,414,612,934 

3,561,110,454

1,311,948,702

4,844,547,902 

1,784,779,893

5,610,236,472 

2,066,867,219 

6,717,602,760

2,474,832,033

総予算のうち
維持管理費 

5,127,819 

1,889,140 

4,816,930

1,774,605

1,000,000

368,410

1,000,000 

368,410 

1,000,000

368,410

 

表  2-13 UBTH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

UBTH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
6,251,849,481 
2,303,243,867 

5,845,479,264
2,153,533,016

6,801,106,287
2,505,595,567

8,042,968,027 
2,963,109,851 

8,812,195,218
3,246,500,840

2) 間接費 
64,265,922 
23,676,208 

65,909,399
24,281,682

54,204,869
19,969,616

54,204,869 
19,969,616 

54,204,869
19,969,616

3) 資産 
72,602,384 
26,747,444 

105,151,196
38,738,752

82,151,196
30,265,322

597,247,790 
220,032,058 

460,000,000
169,468,600

総予算 
3,839,778,871 
1,414,612,934 

6,016,539,859 
2,216,553,449

6,937,462,352 
2,555,830,505

8,694,420,686 
3,203,111,525 

9,326,400,087
3,435,939,056

総予算のうち
維持管理費 

4,227,713 
1,557,532 

13,214,416
4,868,323

0
0

0 
0 

0
0

 

表  2-14 UCH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

UCH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
9,450,138,082 
3,481,525,371 

8,835,879,106
3,255,226,221

10,889,320,870
4,011,734,702

10,347,864,425 
3,812,256,733 

14,582,330,951
5,372,276,546

2) 間接費 
71,866,511 
26,474,341 

99,715,497
36,736,186

84,701,272
31,204,796

104,701,272 
38,572,996 

104,701,272
38,572,996

3) 資産 
71,585,829 
26,373,935 

116,200,000
42,809,242

126,200,000
46,493,342

468,400,000 
172,563,244 

830,000,000
305,780,300

総予算 
9,593,590,422 
3,534,374,647 

9,051,794,603 
3,334,771,650

11,100,222,142 
4,089,432,839

10,920,965,697 
4,023,392,972 

15,517,032,223
5,716,629,841

総予算のうち
維持管理費 

2,875,515 
1,059,368 

3,932,187
1,448,657

0
0

0 
0 

0
0
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表  2-15 UNTH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

UNTH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
9,005,608,026 
3,317,756,053 

8,420,243,504
3,102,101,909

8,972,534,299
3,305,571,361

9,451,588,665 
3,482,059,780 

12,520,698,700
4,612,750,608

2) 間接費 
79,722,716 
29,370,646 

78,289,108
28,842,490

67,203,564
24,758,465

67,203,564 
24,758,465 

67,203,564
24,758,465

3) 資産 
95,021,895 
35,007,016 

122,268,108
45,044,794

227,268,108
83,727,844

436,802,162 
160,922,285 

260,000,000
95,786,600

総予算 
9,180,352,637 
3,382,133,715 

8,620,800,720 
3,175,989,193

9,267,005,971 
3,414,057,670

9,955,594,391 
3,667,740,530 

12,847,902,264
4,733,295,673

総予算のうち

維持管理費 
15,383,456 
5,667,419 

15,106,824
5,565,505

8,950,000
3,297,270

9,330,319 
3,437,383 

9,330,319
3,437,383

 

表  2-16 NHA 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

NHA 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
7,046,050,020 
2,595,835,288 

6,588,056,768
2,427,105,99

7,304,119,414
2,690,910,633

6,049,756,412 
2,228,790,760 

7,613,091,776
2,804,739,141

2) 間接費 
285,884,505 
105,322,710 

158,518,253
58,399,710

156,444,165
57,635,595

156,444,164 
57,635,594 

45,999,976
16,946,851

3) 資産 
200,870,620 
74,002,745 

177,606,467
65,431,999

217,606,467
80,168,399

895,212,934 
329,805,397 

180,000,000
66,313,800

総予算 
7,532,805,145 
2,775,160,743 

6,924,181,488 
2,550,937,702

7,678,170,046 
2,828,714,627

7,101,413,510 
2,616,231,751 

7,839,091,752
2,887,999,792

総予算のうち

維持管理費 
3,602,976 
1,327,372 

3,242,678
1,194,635

3,242,678
1,194,635

3,242,678 
1,194,635 

3,242,678
1,194,635

 

表  2-17 LUTH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

LUTH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
6,291,394,597 
2,317,812,683 

5,882,453,947
2,167,154,859

6,863,390,227
2,528,541,594

4,867,820,549 
1,793,353,768 

7,155,460,640
2,636,143,254

2) 間接費 
84,556,930 
31,151,619 

97,430,437
35,894,347

78,301,959
28,847,225

100,301,959 
36,952,245 

100,301,959
36,952,245

3) 資産 
60,999,540 
22,472,841 

130,399,724
48,040,562

322,700,000
118,885,907

1,042,700,000 
384,141,107 

270,000,000
99,470,700

総予算 
6,436,951,067 
2,371,437,143 

6,110,284,108 
2,251,089,768

7,264,392,186 
2,676,274,725

6,010,822,508 
2,214,447,120 

7,525,762,599
2,772,566,199

総予算のうち

維持管理費 
24,747,853 
9,117,357 

23,247,447
8,564,592

0
0

20,000,000 
7,368,200 

18,000,000
6,631,380
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表  2-18 UITH 過年度予算実績（2015-2018）および 2019 年度予算 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

UITH 2015 2016 2017 2018 2019 

1) 人件費 
6,474,394,744 
2,385,231,768 

6,053,559,085
2,230,191,703

6,734,474,553
2,481,047,770

7,297,484,936 
2,688,466,425 

8,542,008,146
3,146,961,221

2) 間接費 
57,603,017 
21,221,527 

58,071,265
21,394,035

57,885,938
21,325,758

54,885,939 
20,220,529 

54,885,939
20,220,529

3) 資産 
63,598,881 
23,430,464 

94,576,827
34,843,049

67,576,827
24,895,979

281,730,481 
103,792,327 

260,000,000
95,786,600

総予算 
6,595,596,642 
2,429,883,759 

6,206,207,177
2,286,428,786

6,859,937,318
2,527,269,507

7,634,101,356 
2,812,479,281 

8,856,894,085
3,262,968,350

総予算のうち

維持管理費 
35,063,952 
12,917,911 

35,348,982
13,022,918

36,037,757
13,276,670

3,145,434 
1,158,809 

3,145,434
1,158,809

出典：BUDGET OFFICE OF THE FEDERATION,  ホームページ（https://www.budgetoffice.gov.ng/）より抜粋 

交換レート：1.0NGN = 0.36841 円 

一方、各検査室では政府予算から、上述の維持管理費に加えて「プロジェクト」という項目で、機

材調達や施設・設備改修に対する多くの費用が確保されている。表  2-19 に 2017 年から 2019 年の検

査機器および検査室に関連する施設整備に関わる「プロジェクト」を示す。これまでの施設、機材の

維持管理および更新は適宜、同予算により手当てされていると判断できる。 

表  2-19 7 ネットワーク検査室別のプロジェクト予算 2017 年－2019 年 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

年 施設 プロジェクト概要 承認された予算 

2017 年 

UBTH バイオメディカル・エンジニアリング事務所建設 
10,877,407

4,007,345

UITH 発電機（1000KVA）の調達・維持管理 
12,300,185

4,531,511

2018 年 

UBTH 発電機（500KVA）の調達・維持管理 
30,000,000
11,052,300

UITH 発電機の調達・維持管理 
55,000,000
20,262,550

2019 年 

ISTH 検査用機器を含む医療器材の調達・維持管理 
25,000,000

9,210,250

UBTH 発電機（500KVA）の調達・維持管理 
20,000,000

7,368,200

UITH 発電機の調達・維持管理 
19,000,000

6,999,790

出典：BUDGET OFFICE OF THE FEDERATION,  ホームページ (https://www.budgetoffice.gov.ng/)より抜粋 
交換レート：1.0NGN  = 0.36841 円 

2-1-5 既存施設および既存機材 

 (1) 中央公衆衛生検査室（Central Public Health Laboratory: CPHL） 

1) 既存施設 

CPHL はラゴス市内ヤバ地区に位置する。2 階建ての既存研究施設内に事務管理部門、緊急オペレー

ションセンター、公衆衛生検査室および研修室等の機能を有している。2018 年には施設の老朽化の
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改善とバイオセーフティ・バイオセキュリティの強化を目的として、公衆衛生検査室等のスペースを

集約しアクセス管理システム、扉・窓開口部、冷房システムの改修を実施した。本プロジェクトで

BSL2 検査室が別棟に新設されることも踏まえ、今後これらの既存検査室を、環境および化学関連検

査室へ転用することも計画している。2 階建ての現状施設平面レイアウトを図  2-9 に示す。また、以

下に室内状況の写真を示す。 

 

図  2-9 CPHL 既存施設平面レイアウト 

 

既存 CPHL の検査室 ウイルス学 サンプル倉庫（フリーザー） 
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ウイルス学（ELISA セット、乾熱滅菌器） 生化学（分光光度計） 

 

2) 既存機材 

CPHL の各機能別の主な機材配置とその稼働状況は表  2-20 の通りである。各検査室では検査サー

ビスに必要な基本的な機材を所有している。古い機材が目立つとともに、故障した機材をそのまま放

置している状況が目立った。 

表  2-20 CPHL の主な機材と稼働状況 

検査室 主な既存機材 機材の稼働状況 

細菌・寄生虫検査室 
 

冷蔵庫、インキュベーター、遠心機、恒

温水槽、乾熱滅菌器、顕微鏡、CO2 イン

キュベーター 等 

調査時にはウイルス・細菌とも検体数は

比較的少ない状況であった。検体数は疾

病の流行状況により大きく変化してい

る。これらの検体は各地のラボから搬送

されてきており、現有機材で実施可能な

範囲での検査が行われている。PCR 検査

はできないため、この検査が必要な場合、

NRL に依頼している。 

ウイルス検査室 
 

ボルテックスミキサー、遠心機、インキュ

ベーター、ELISA セット、ディープフリー

ザー、蒸留器、冷蔵庫 等 

生化学検査室 バイオセーフティキャビネット、顕微鏡、

カラリーメーター、分光光度計、電解質

分析装置、フリーザー、冷蔵庫、遠心機、

ドラフトチャンバー 等 

稼働機材なし。検査室自体が現在稼働し

ていない。 

血液学検査室 カロリーメーター、ヘマトクリット遠心

機、血球カウンター、電気泳動装置 等

稼働機材なし。 

洗浄・滅菌室 蒸留器、縦型滅菌器 稼働機材なし。 

トレーニングセンター 縦型滅菌器、バイオセーフティキャビ

ネット、インキュベーター、サーマルサ

イクラー、ELISA セット、恒温水槽、遠

心機 等 

機材なし。 

出典：現地調査結果（2019/1）を踏まえ調査団にて再編集 
 

 (2) CPHL を除く 7 ネットワーク検査室 

CPHL を除く 7 ネットワーク検査室の既存施設（インフラ、安全管理の状況を含む）、機材の概要、

各検査室の見取り図および室内状況の写真を以下に示す。 
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1) Irrua Specialist Teaching Hospital（ISTH） 

住所：KM 87 Benin Auchi Rd, P.M.B. 08, Irrua, Edo State 

a. ウイルス学検査室（ILFRC） 

対象施設名   Irrua Specialist Teaching Hospital, Edo (ISTH), Virology

対応する疾患 ラッサ熱 

ソフト面     

  人員 検査・研究等人員数 23 名

    資格・能力

  予算 維持管理予算 
1,000,000 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET 
OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-12 参照。 

  計画 維持管理計画 
病院の生体工学技術者（Bio Medical Engineer :BME）により、
修理要請に対してのみ維持管理が行われている。ラボ専門の技
術者はいない。

    研修受講実績  なし

    バイオセーフティ SOP あり

ハード面     

  施設 

  電力 電源 商用電源につながっているが、停電が多い 500KVA 

  
 

  非常用電源 
病院全体の発電機のみ、バッテリーで冷蔵庫等最低限の機材を
動かしている。電圧変動+/- 20%

  
 

水源 
井戸、水量が不足しているため、給水車による補給を定期的におこなっている。
地下タンクにため、高架水槽にあげている。

  
 

室内状況 

床は磁器質タイル、窓には網戸、セキュリティグリルがついている。 
2 階建ての建物が増設されたばかり。 
前室のついた部屋、着替え用の部屋もある。 
BSL サイン、手洗いの仕方などのサインがある 
ラボ内に建物外につながっているインターコムがある。単独で作業しているとき
の連絡用とのこと。

  設備 空調設備 個別 A/C あり、ただし部分的に古い 

    換気設備 なし

    消防設備 消火器のみ

    入退室管理 なし

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 第 1 防衛線は、サイト正門ゲートと敷地の一部に設置された
外柵のみであり、開放されている。 

● 第 2 防御線は構成されていない。 
● 第 3 次防衛線としてのラボ内のドア等は老朽化がはげしく

鍵も壊れたものが散見される。実施防衛線はなし。

  機材 

  
 

ウイルス学検査室については共同研究により十分な技術指導と機材協力が行われているため、検査
能力も高いと判断され、機材協力の必要性は低い。

  その他   

  
 

ドイツの Bernhard Nocht Institute for Tropical Medicine: BNITM, WHO Collaborating Center for 
Arbovirus and Haemorrhagic Fever Reference and Reseach がラッサ熱 ラボの支援を行っている（今年
で 11 年目となる）。 

  ラッサ熱に関するトップ標準検査室である。

  
 

今年 4 月よりリアルタイム PCR に関する外部品質評価システムが NCDC との共同により開始され
る予定。 

  ラッサ熱の検査に関する試薬・消耗品は NCDC より供給されている。

  バイオセーフティキャビネット TypeII からグローブ・ボックスへの更新を行った。 

    黄熱病、麻疹への対応も可能。
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b. 細菌学検査室 

対象施設名   Irrua Specialist Teaching Hospital, Edo (ISTH), Microbiology 

対応する疾患 現在のところ設定されていない

ソフト面     

  人員 検査・研究等人員数 35 名

    資格・能力 Laboratory Scientist: 30 名

  予算 維持管理予算 1,000,000 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET 
OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-12 参照。 

  計画 維持管理計画 病院の BME により、修理要請に対してのみ維持管理が行われ
ている。ラボ専門の技術者はいない。 

    研修受講実績  
  

研修医の研修場所となっているものの、担当職員に対する研修
および研修提供の予定は無し。

    バイオセーフティ SOP なし

ハード面     

  施設 

  電力 電源 商用電源につながっているが、停電が多い 500KVA 

     非常用電源 病院全体の発電機のみ、バッテリーで冷蔵庫等最低限の機材を
動かしている。電圧変動+/- 20%

  水源 井戸、不足しているため、給水車による補給を定期的におこなっている。

  室内状況 床はタイル、窓は網戸と防犯格子、ブラインドがついている。 

  設備 空調設備 個別 A/C はあるが停電のため使われていない。 

    換気設備 なし

    消防設備 消火器

    入退室管理 なし

  
 

  セキュリティ 
設備 

● ウイルス学検査室の防衛線（3 次）を除き 1、2、3 次防衛線
が脆弱。 

● 特に細菌学検査室内のドア等は老朽化が激しく鍵が壊れた
ものの散見される。 

● 第 1 防衛線は、サイト正門ゲートと敷地の一部に設置された
外柵のみであり、開放されている。 

  機材 

  細菌学検査室については老朽化した機材が多く、更新の必要のあるものが多い。 

  その他   

  血液寒天培地用の血液は、人血を用いている。

    
コレラ、髄膜炎、薬剤耐性菌に関わる検査は実施できていると思われるが、検査件数等の掌握が必
要。 

 

 
図  2-10 ISTH 検査室レイアウト 
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ISTH 既存検査室。部屋の大きさは十分あるが機

材は老朽化している。電気はあるが、水は給水

車での補給をしている。

ISTH 既存検査室内機材 

2) University of Benin Teaching Hospital (UBTH) 

住所：Ugbowo Lagos Road, P.M.B 1111, Benin City, Edo State 

a. 細菌学検査室 

対象施設名 University of Benin Teaching Hospital (UBTH), Bacteriology 

対応する疾患 現在のところ設定されていない

ソフト面

人員 検査・研究等人員数 18 名 

資格・能力 Laboratory Scientist:18 名 

予算 維持管理予算
0 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET OFFICE
の公表データ 2019 を記載）表  2-13 参照。 
質問票未回答（2019/9 現在）。 

計画 維持管理計画
病院の BME に機材故障時のみ修理を依頼している。技術者
は 5 名と 800 床病院としては少ない。 

研修受講実績 なし

バイオセーフティ SOP なし

ハード面

施設

電力 電源 24 時間商用電源あり。 

非常用電源 発電機がある。

水源 井戸から取水、水栓から水は出る。

室内状況

床は磁器質タイルですべりやすい。
窓はジャロジータイプ、網戸、防犯格子はあり。
建物が古く、据付型の実験台はタイルが割れていて汚れている。
手洗い器、ハンドドライヤーが設置され使用可能である。

設備 空調設備 A/C あり 

換気設備 なし

消防設備 消火器、防火毛布が設置されている。

入退室管理 なし、受付はある。

セキュリティ
設備

● 第 1 防衛線はゲート、外柵とも設置され概ね適切に運用さ
れている。ただし CCTV 等の警戒監視機能は不十分。

● 細菌学検査室は 2 次，3 防衛線が脆弱ではあるが、退避経
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路は存する。また、検査室内にセールルームとなり得る区
画が多数存する。 

  機材 適切に機材が活用され、検査が実施されていると判断される。 

  一部老朽化した機材があるため、更新の必要のある機材がある。 

  実験台も更新が可能な構造であるため、更新を考えたい。 

  その他 

  
 

髄膜炎、薬剤耐性菌への対応可能、コレラについては流行地でないことから培地等の準備をしてい
ない。 

  血液寒天培地用の血液は、人血・羊血を使用。 

    検査件数が多く、インキュベーターの温度管理も温度記録計を併用し適切に行われている。 

b. ウイルス学検査室 

対象施設名   University of Benin Teaching Hospital (UBTH), Molecular Virology 

対応する疾患   黄熱病, 麻疹/風疹 

ソフト面       

  人員 検査・研究等人員数 6 

    資格・能力 
Laboratory Scientist:3 名、Laboratory Technician:1 名、Data 
officer:2 名 

  予算 維持管理予算 
0 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET OFFICE
の公表データ 2019 を記載）表  2-13 参照。 

  計画 維持管理計画 
病院の BME に機材故障時のみ修理を依頼している。技術者
は 5 名と 800 床病院としては少ない。 

    研修受講実績 
リアルタイム PCR による血中 HIV ウイルス量の検査につい
て IHBN, USCDC, USAID の研修をうけている。 

    バイオセーフティ SOP 有り 

ハード面       

  施設   

  電力 電源 24 時間商用電源あり 

  
 

  非常用電源 
バックアップ用電源 
3 相 9KVA インバーター、100KVA 発電機 

  水源 井戸から取水、水栓から水は出る 

  
 

室内状況 
建物は改修されており、床はタイル、窓はガラスブロックになっている。 
BSL のサイン、手順の表記もあり、検査室として 4 つ星の評価をうけている。 

  設備 空調設備 あり 

    換気設備 なし 

    消防設備 消火器、煙感知器、火災報知器あり。 

    入退室管理 なし 

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 第 1 防衛線はゲート、外柵とも設置され概ね適切に運用され
ている。 

● 第 2 防衛線は、外柵が設置されているとともに、ドアも堅固。
● ラボ内 3 次防衛線は堅固であるが退避経路なし。 

  機材 

  
 

プロジェクトの目標である検査を実施するには不足している機材がある。 
それらの機材の運用能力は十分あると思われるので、機材の追加を検討する必要がある。 
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  その他 

    

CMD からラッサ熱も検査できる状態にしたいとの要望有り、現在、ラッサ熱疑い患者は ISTH を受
診。 
SLIPTA 4 スター取得。 
黄熱病、麻疹/風疹についてコンベンショナル PCR での対応済み。 
NCDC による事前評価実施済み。 

 

 

図  2-11 UBTH 検査室レイアウト 

 

UBTH 既存検査室。部屋の大きさは十分あるが機

材は老朽化している。インフラも整っており、よ

く稼働している研究室入口 

UBTH 既存検査室内廃棄物処理。 

 

3) University College Hospital（UCH） 

住所：Queen Elizabeth road, Oritamefa, Ibadan, Oyo State 

対象施設名   University College Hospital, Ibadan UCH

対応する感染症   薬剤耐性菌

ソフト面     

  人員 検査・研究等人員数 7 名

    資格・能力 Laboratory Scientist: 7 名

  予算 維持管理予算 
0 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET OFFICE
の公表データ 2019 を記載） 
表 2-14 参照。
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  計画 維持管理計画 

院内の BME にラボ担当がおり、この技術者が定期点検と修理
を担当している。技術能力を超えるものはメーカーに直接援
助を依頼している。 
メーカー、機材代理店は Ibadan にはなくラゴスからとのこと。
（ただし、ThermoCool カテーテルの販売店は確認）

    
研修受講実績 
  

NCDC により薬剤耐性菌に関する研修が実施された。 

    バイオセーフティ SOP 有

ハード面     

  施設 

  
 

電力 電源 単相は AC220 - 240V の範囲で変動している。240V を超える
ことはまれな状況。 
変圧器 200KVA 11/415V、電圧変動: +/- 15% 

  
 

  非常用電源 結核検査室への供与のあった発電機に余裕があるためその発
電機を利用している。発電機の燃料は Global Fund から毎月援
助を受けている。

  
 

水源   敷地外に州の土地にダムがありそこから取水し、化学物質で
の処理をしている。

  
 

室内状況 

・ 施設は 60 年ほど経過しているため老朽化している。一部改修はしているもの
の建具、床、壁は老朽化している。 

・ 窓は古く、窓付きの使用されていないエアコンがついたままの部屋もある。ま
た一部の部屋はルーバータイプの窓になっている。防虫対策はなし。 

・ 一部に BSL のサインはあるものの不十分。 
・ 室内に手洗い設備はあるが緊急シャワー等はなし。 

  設備 空調設備 A/C はあり、フィルター設備はなし 

    換気設備 培地準備室のみあり、ほかはなし

    消防設備 消火器（CO2）、屋内消火栓

  
 

  入退室管理 
明確にはなし。検体受付があり、ここから患者は検査室内に
入れないようになっているが、厳格に管理されているように
は見えなかった。

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 1 次防衛線は適切に構成されているものの、2 次，3 防衛線
は、脆弱。不審者等の邦人への近接を容易に許す。 

● 一方で、サイト内は広く種々の建物が存するため、検査室
建物以外にセーフハウスの確保は比較的容易。 

  機材 

  
 

細菌学検査室のみ設置されており、院内にはウイルス学検査室はないことを確認した。細菌学検査
室の一部機材は老朽化しており、更新の必要性が高いことを確認した。 

  その他 

  
 

ナイジェリアで最初の医科大学である。 
細菌検査用培養ボトルなどの一部の消耗品を再利用していることを確認した。 

    血液寒天培地・チョコレート寒天培地用の血液は、獣医からヒツジ血を入手し使用している。

 

 

図  2-12 UCH 検査室レイアウト 
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UCH 既存検査室。部屋は手狭で機材は老朽化している。

インフラは整っている。 
UCH 既存検査室 

4) University of Nigeria Teaching Hospital (UNTH) 

住所：Ituku-Ozalla, P.M.B 01129, Enugu, Enugu State 

対象施設名   University of Nigeria Teaching Hospital, Enugu(UNTH) 

対応する公衆衛生検査 薬剤耐性菌、黄熱病/麻疹/風疹 

 ソフト面         

人員 検査・研究等人員数 48 名 

    資格・能力 Laboratory Scientist: 48 名 

  予算 維持管理予算 
9,330,319 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、
BUDGET OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-15
参照。 

  計画 維持管理計画 

病院には BME がいるがラボ機材へのメンテナンスはさ
れていない。HEPA フィルター等、消耗品の調達も行わ
れていないが、必要な場合、病院の調達部門を通して行
う。 

    研修受講実績 

ロタ・ウイルス感染による小児急性胃腸炎に関する調査
の為、ELISA 法およびリアルタイム PCR 検査に関する
トレーニング受講実績あり。NCDC による薬剤耐性菌に
関わる研修を受講している 

    バイオセーフティ SOP あり 

ハード面       

  施設   

  
 

電力 電源 
商用電源から引いているが、訪問時は停電中。発電機
150KVA が 1 台あり。 
細菌検査室用に 9KVA が 1 台あり 

    非常用電源 なし 

  水源 井戸水（病院の向いのサイト）、貯水タンク。給水車による水源確保 

  
 

室内状況 
1977 年に建てられたが、比較的きれい。床は 1200 角の磨き石。建具はジャロ
ジー窓＋セキュリティグリル 
水道がきていないので、シンクは全く使われていない様子。 

  設備 空調設備 A/C はあるが停電のためつかわれていない 

    換気設備 なし 

    消防設備 消火器 
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    入退室管理 なし 

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 第 1 防御線は 2 ヶ所のゲートおよび外柵からなる。外
柵は一部のみであり容易に侵入可能。 

● 第 2 防御線としての建物躯体等は基本的に外来患者等
のための受付があるのみで、実質的には機能せず。 

● サイト構内の広大性等から特に車両は退避手段として
重要であるが、ラボ地域と借り上げ車両が待機できる
地区とは離隔しているため（建物群内約 300m）、退避
を要する際に弱点を呈する。 

  機材     

  
 

細菌学検査室は基本的な機材はそろえいるがいずれも古く劣化している。ウイル 
ス学検査室に WHO より PCR 検査のための機材の提供があった。しかし、まだ PCR 検 
査手法の指導を十分受けていないことや、水供給の不足により、リアルタイム PCR、サーモサ
イクラー、ゲル撮影装置、ELISA セット等の分析装置やバイオセーフティキャビネットが使用
されていない。 

  その他     

  

インドの支援により心臓外科手術が実施できるようになり、海外からの患者の受け入れも行って
いる。 
細菌学検査室に電気が恒常的に供給されていないためインキュベーターの温度管理ができてい
ない（他の機材、冷蔵庫・冷凍庫に関しても同様）。 
細菌検査に関する機材の老朽化、容量不足から更新の必要があるが、その前に基礎インフラ（電
気、水）の改善が必須である。 

 

図  2-13 UNTH 検査室レイアウト 

UNTH 既存検査室。インフラが十分でない。 UNTH 洗浄室。部屋の大きさは十分あ

るが機材は老朽化している。 
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5) National Hospital Abuja (NHA) 

住所：65 Independence Ave, Central Business District, Abuja, FCT 

対象施設名   National Hospital Abuja (NHA) 

対応する VHFs 診断 薬剤耐性菌   

 ソフト面        

人員 検査・研究等人員数 13 名（Medical Microbiology & Parasitology において） 

    資格・能力 Laboratory Scientist: 13 名 

  予算 維持管理予算 
3,242,678 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET
OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-16 参照。 

  計画 維持管理計画 
BME 部があり BME がいる。機材の維持管理も担当してい
る。 

    研修計画   
薬剤耐性菌については、1 名が NCDC において研修を受け
た。 

    バイオセーフティ SOP 現在、無し 

ハード面       

  施設   

  
 

電力 電源 
・ 商用電力、AC440V/AC230V、停電は多いときに短時間の

ものが 1～2 回/日、電圧変動は 1%以下との説明。 

  
 

  非常用電源 
・ あり、また機材ごとに UPS（無停電電源装置）または AVR

（自動電圧調整装置）が設置されていた。 

  水源 公共水道 より給水 

  
 

室内状況 

・ 生物実験室としての BSL2 レベルの構造および設備がない。 
- フィルター付給気設備がない。 
- 機械的換気システムがないが、窓がある。但し、防虫網が壊れている。 
- ガウンテクニック用スペースが見当たらない。 
- 実験室入口等に「BSL2 レベル実験中」の表示がなく入室制限が難しい。
- 緊急シャワー、洗眼設備等の安全設備がない  

・ 室内の仕上面に老朽化が目立つ（床タイルに破損、壁面タイルの剥がれ、天
井面は天井内からの水漏れ染跡が目立ちカビが著しいい）  

  
 

設備 空調設備 
・セントラル空調は適切に機能していない。各ラボ、家庭

用壁掛エアコンにて冷房が行われている。 

  
 

  換気設備 
・セントラル空調は適切に機能していない。 
・個別換気は機能していない。 

  
 

  消防設備 
検査室内部：煙感知器のみ、廊下：屋内消火栓、火災報知
器。 

  
 

  入退室管理 
・通常の鍵による施錠のみで、特に入退室管理システムは

なし。 

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 第 1 防衛線は主に正門ゲート警官・警備員による入出門
管理および外柵から構成される。 

● 第 2 防衛線は、主に入口および各フロアに所在する警備
員の配置や区画ドア等により構成されるもの、各建物の
警備等体制は不均一。 

● 第 3 防衛線は特に構成されていないものの、検査室の特
性上区画された部屋が多数存するためセーフルーム等の
確保は可能な状態。 

  機材 

  
 

対象検査室は 10 年以上を経過した機材ばかりで、すべて更新が必要と判断される。 
部屋が大変狭いので、機材配置計画の検討が必要となる。 
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図  2-14 NHA 検査室レイアウト 

 

NHA 既存洗浄室。機材は老朽化している。インフラは

整っている。 
NHA 既存検査室内のバイオセー

フティキャビネット 

 

6) Lagos University Teaching Hospital (LUTH) 

住所：Ishaga Road, Idi-Araba, Lagos, Lagos State 

a. 微生物学検査室 

対象施設名   Lagos University Teaching Hospital, Lagos(LUTH) Microbiology Labolatory 

対応する VHFs 診断 薬剤耐性菌   

ソフト面         

人員 検査・研究等人員数 25 名 

    資格・能力 
Microbiologist & Others: 5 名 Laboratory Scientist：13 名 
Laboratory Assistant: 1 名 Data Officer: 1 名 
Office Assistant: 5 名 

  予算 維持管理予算 
6,631,380 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET
OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-17 参照。 

  計画 維持管理計画 
BME がおり、機材の維持管理も担当している。11 名の
BME が本施設には所属している。予算不足で適切に維持
管理が行われていない。 

    研修計画   NCDC により薬剤耐性菌に関する研修が行われた。 

    バイオセーフティ SOP なし 
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ハード面       

  施設   

  
 

電力 電源 

商用電源は接続していない。全ての電力を構内にある
ディーゼルまたはガス発電機で供給している。100KVA 
発電機 2 台、インバーターは使用できない。独立の電気
供給がガスとディーゼルを使用した独立電力プラント
（Independent Power Plant:IPP）行われている。全体供給能
力 3.5 MW、ブレーカー 400V, 100A。 

    非常用電源 なし。 

  水源   井戸 

  
 

室内状況 
・古い建物、検査室用にはつくられていない部屋であり、給排水は露出配管。

内装は古く、床は磨き石、壁の塗装もはがれている。 
・自然換気で窓はルーバータイプ。防虫等の対策はない。 

  設備 空調設備 あり、フィルターなし 

    換気設備 なし、自然換気 

    消防設備 消火器、屋内消火栓 

    入退室管理 なし、自然換気 

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● 敷地全般の防衛線である第 1 防衛線については、外柵、
ゲートとも概ね適切な設備および運用。 

● CCTV 等の警戒監視機能なし。 
● 検査室区画全般の防衛線である第 2 防衛線については、

ウイルス学検査室に比して入室出門設備管理が不十分
であり不審者等の侵入に弱点を呈する体制であるもの
と思料。 

  機材 

  
 

ウイルス検査と細菌検査は部署が別で、場所も離れている。ウイルス学検査室の機材は老朽化
したもの、数量が不足しているものがあるものの、充実した検査が実施されている。細菌検査
室の方は基本的な機材は整備されているものの古い機材が多く老朽化している。 

b. ウイルス学検査室（CHZVY） 

対象施設名   Lagos University Teaching Hospital, Lagos(LUTH)、Virology Laboratory 

対応する VHFs 診断 ラッサ熱/VHFs  

ソフト面         

人員 検査・研究等人員数 9 名 

    資格・能力 
Microbiologist & Others: 3 名 Laboratory Scientist: 3 名 
Laboratory Assistant: 1名、Data Officer: 1名、Office Assistant: 
1 名 

  予算 維持管理予算 
3,145,434 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET
OFFICE の公表データ 2019 を記載）表  2-17 参照。 

  計画 維持管理計画 
BME がおり、機材の維持管理も担当している。11 名の
BME が本施設には所属している。予算不足で適切に維持
管理が行われていない。 

    研修計画   
ラッサ熱、黄熱病、デング熱およびウイルス性出血熱に
関わる Conventional、Real-Time PCR の研修を提供してい
る。 

    バイオセーフティ SOP 作成中 

ハード面       

  施設   

  
 

電力 電源 

商用電源は接続していない。全ての電力を構内にある
ディーゼルまたはガス発電機で供給している。 
100KVA 発電機 2 台、インバーターは使用できない。独
立の電気供給がガスとディーゼルを使用した独立電力プ
ラント（Independent Power Plant:IPP）行われている。全体
供給能力 3.5 MW、ブレーカー 400V, 100A 

    非常用電源 必要な機材に UPS が設置されていた 
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  水源   井戸 

  
 

室内状況 

・古い建物であるが、床はタイル張りされ、壁も塗装されており、大きな損
傷はない、ドアや間仕切りは比較的新しい。気密性は確保されていない。

・個別循環のミニスプリット型空調機が検査室に設置されている。機械換気
は取られていない。 

・一部のラボは前室がある。 
・廊下に手洗いはあるが緊急シャワー等はない 
・BSL の表示、扱う検体の表示がある。着衣の確認等掲示もある。 

  設備 空調設備 あり、フィルターなし 

    換気設備 なし 

    消防設備 消火器、火災報知器があり 

  
 

  入退室管理 
数か所の検査室では入室管理をテンキーの電気錠で行っ
ている。 

  
 

  
セキュリティ 
設備 

● CCTV 等は設置されていないものの建物の入口には警
備員が所在し機能している。建物の躯体等と合わせて
概ね適切な 2 次防衛線が構成されている。 

● また、検査室区画からの退避ルートおよびセーフルー
ムが確保できるため、非常事態への対応が可能な体制
にある。 

  機材 

  
 

ウイルス検査と細菌検査は部署が別で、場所も離れている。ウイルス検査については目的とす
る検査はすべて行えている。 

  その他 

     80 検体/月（ラッサ熱, 黄熱病, デング熱等）検査している（聞き取り調査）。  

 

 

図  2-15 LUTH ウイルス学検査室レイアウト 

 

LUTH 検査室。インフラは整っている。 LUTH 試料の保管設備。部屋は手狭であるが手

入れをされている。 
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7) University of ilorin Teaching Hospital  (UITH) 

住所：UITH Rd, Ilorin, Kwara State 

対象施設名   University of ilorin Teaching Hospital, Kwara (UITH)

対応する VHFs 診断 薬剤耐性菌 

ソフト面     

  人員 検査・研究等人員数 39 名

    資格・能力 
Microbiologist & Others: 11 名、Laboratory Scientist 17 名、
Laboratory Assistant 10 名

  予算 維持管理予算 
3,145,434 ナイラ（調査団の質問票未回答のため、BUDGET
OFFICE の公表データを記載）表  2-18 参照。 

  計画 維持管理計画 

あり。BME（エンジニア 5 名、テクニシャン 5 名）が故障
した場合に、各部署からの要請で修理のみを行っている。
部署別に担当が決まっており、検査室についてはエンジニ
ア 2 名、テクニシャン 1 名が担当する。しかし、スペアパー
ツ等購入の予算が限られており、修理できないものが多数
ある。一部の機材はメーカーと維持管理契約を結んでおり
BME では管理していない。BME による定期点検は実施す
る体制にない。機材の廃棄処理が適切に実施されておら
ず、多量の廃棄機材が各部署を含めて放置されている。

    研修計画   薬剤耐性菌の研修をうけた。

    バイオセーフティ SOP あり

ハード面     

  施設 

  
 

電力 電源 
商用電源から引いているが、訪問時は停電中。 
インバーター、5KVA 2KVA 2 台 

    非常用電源 検査室用の非常用電源設はなし 

  水源 井戸を利用。水量は不安定。停電のため水栓には供給できていない。

  
 

室内状況 

施設は 70 年代に建てられた建物で老朽化が激しい。 
木製の建具、石の床、ラボカウンターも古い。 
使われていない機材がおかれており、場所を占有している。 
BSL 表示も不足。

  設備 空調設備 個別 A/C あり、停電のため使用ができない。 

    換気設備 なし

    消防設備 ABC 消火器、煙感知器はあるが機能していない。

    入退室管理

  
 

  
セキュリティ 
設備 

 第 1 防御線は 2 ヶ所のゲートおよび外柵からなる。外柵
は一部のみであり容易に侵入可能。 

 第 2 防御線としての建物躯体等は基本的に外来患者等
のための受付があるのみで、実質的には機能せず。 

 現在顕著な脅威は見受けられないものの、例えばその企
図と情報があれば、テロ組織などが 3、4 名の勢力でサ
イト敷地内に侵入し、検査室横の駐車場に乗りつけ、検
査室内に侵入した場合、短時間で邦人等を殺傷できるよ
うな状況にある。

  機材 

  
 

細菌学検査室の機材は古いものが多く更新の需要がある。老朽化により使用されていない機
材も多い状況にある。本検査室には必要性がなく一度も使用されていない機材もある。 
ウイルス学検査室においては、設置時および設置後の検査方法の指導が不十分ということで
PCR 関連機材は使用されていない。

  その他 

  
 

70 年代に設立されて病院、病院は FMoH 管轄、学校は連邦教育省（Federal Ministry of 
Education:FMoE）である。病床数は 600。 
羊の血液を培地に利用、敷地内で羊を飼育している。

    
ELISA 法によりロタ・ウイルス、肝炎の検査が行われているものの、優先 5 疾患に関わる検
査は行われていない。 
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図  2-16 UITH 検査室レイアウト 

 

UITH 既存検査室。部屋数はあるが一部屋の 
面積は小さい。機材は老朽化している 

UITH 既存検査室。細菌検査の様子 

 

2-2 プロジェクトサイトおよび周辺の状況 

2-2-1 CPHL新規検査施設の建設用地の状況 

CPHL 既存施設および新規施設の建設用地を含む敷地は FMoH が所有しており、現在、FMoH、CPHL

およびその他の保健施設が各々管理地としてその敷地を分割使用している。敷地の外周はフェンスで

囲われており、正面ゲート一箇所で前面道路とのアクセスが管理されている（図  2-17）。 

土地所有権および用途地域の現況を確認する土地権利関係書類は存在が不明で入手が困難である

ことから、連邦政府の地所管理の責任省庁である 電力・公共事業住宅省（FMPWH）から FMoH 土

地所有権を担保する公式見解を示した報告書を取得し、これを権利関係書類の代用とする意向が示さ

れた。また、この公式見解の根拠資料として 1914 年発行官報が合わせて提示されている。 

NCDC ではこの書類を踏まえ、今後、建設用地内に存在する既存家屋等の撤去・移設許可手続き、

建築許可手続きを本プロジェクトの開始前に実施する意向である。 
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図  2-17 FMoH が所有する敷地（網掛部分が建設用地を含む本件サイト） 

2-2-2 PHLの関連インフラの整備状況 

 (1) 給水 

既存水源はサイト内の井戸を利用しており、井戸ポンプで受水槽に汲み上げ、（ABS 樹脂製）高

架水槽にポンプアップした後、重力式により既存建屋へ供給する設備になっている。使用水量、日使

用水量のデータは記録、保管されていない。上記水槽の貯水量で不足したことはないとの回答であっ

た。 
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既存施設へは、井戸水をポンプアップして上水

の引き込みを行っている。写真奥、地上置き型

の樹脂製受水槽。容量は 5 トン×2 基。 

既存高架水槽。樹脂製のタンクで

容量は 8 トン。 

井戸水源を活用した既存給水方式および給水量は下記の通りである。なお、市水網が同敷地の前面

道路に埋設本館が敷設されており、同市水網を利用した給水（給水口径 50mm、給水圧力 0.1MPa、1

日の水量 10t～15t）でも供給可能も可能であることをラゴス州水道局（Lagos State Water Company 

(LWC) Yaba area）と確認した。 

- 配管径  30mmφ   

- 地上貯水タンク容量：5 トン× 2 基（ABS 樹脂製） 

- 高架水槽容量：8 トン（高さ約 9.3m、ABS 樹脂製） 

- 井戸ポンプの容量：1.50kW × 2 台 

- 揚水ポンプの容量：1.20kW × 1 台 

- 使用水量、所要水量は不明 

 (2) 排水 

CPHL 施設付近では、公共下水道の整備がされておらず、生活系排水（汚水および雑排水）は通常、

各建物に設ける腐敗槽（Septic Tank）で処理し、その処理水を敷地内浸透処理あるいは道路排水溝等

に放流している。CPHL 構内の既存棟では、施設内のトイレ、手洗い、BSL2 相当の検査室からの排

水を合流して腐敗槽へ放流し、処理後浸透処理されている。汚泥は汲み取りになるが、これまで汲み

取りした形跡はなかった。 

また、雨水排水も公共排水網は敷設されておらず、敷地外前面道路への放流または敷地内で浸透処

理されている。 
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地中埋設型の浄化槽。腐敗槽、沈殿槽の 2 槽式

で処理水は場内で地中浸透としている。写真奥

は非常用ディーゼル発電機。 

既存施設屋根雨樋。自然流下のうえ場内で浸透

処理または外部道路へ放流している。 

 

 (3) 電力 

既存施設は EKO Electricity Distribution Company （EKEDC） 中圧配電網（11kV）より架空で引き

込み、木製支柱上に設置された断路器を経由して、屋外に設置されている変圧器に直接受電している。

施設受変電設備は敷地内の他の FMoH 関連施設と共用しており、その容量は 300kVA である。既存

施設の電気方式および配電状況は下記の通りである。 

- 中圧電力引込み（電力会社 EKEDC） →  11kV 3 相 3 線 50Hz 

- 既存受変電設備   

 受電形式： 屋外変圧器容量: 300KVA,11 kV /415V, 240V 

変圧器 2 次側に屋外低圧開閉器盤（400A）を設置している。 

 建設年次: 変圧器は 1992 年製造が設置されている 

- 低圧側配電形式   

 3 相 4 線, 400V/230V, 接地方式 TN-C 方式（中性線、保護導体兼用方式） 

 主ブレーカー  4000A 

低圧幹線は変圧器 2 次側に設置された屋外低圧開閉器盤より既存棟の主開閉器まで架空ケーブル

で配電されている。既存 CPHL 施設の最大需要電力は、60kW 程度である。（電力使用量より想定）

既存 CPHL の電力使用料の実績は表  2-21 のとおり。 

表  2-21 電力使用料実績 

項目 
2018 年～2019 年 

11 月 12 月 1 月 月平均 

電力使用量（kwh/月） 2,413 1,824 2,720 2,320

電気料金（NGN） 61,468 46,468 69,313 59,083

出典：電力事業者「EKEDC」から CPHL への請求書による 
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屋外型の既存変圧器300KVA。引込み電圧11kV
から 415V へ降圧している。 

11kV 中圧配電網の引き込み電柱 

 

 (4) 非常用発電機 

現地調査中、長時間の停電があり、現地スタッフにより手動で発電機を運転している状況を確認し

た。既存 CPHL には 3 台のディーゼル発電機（20kVA、27kVA、100kVA）と地上置型の燃料タンク

（2,000L）容量を設置している。発電機は、既存施設の電力需要によって使い分けている。発電機を

運転していない時間帯は、小規模の太陽光発電（約 3kW 程度）により蓄電し特定した照明等負荷に

供給している。 

 (5) 電話設備 

既存施設では竣工当初に設置された構内電話設備が現状は使われていない。また、インターネット

等のサービスもマイクロウェーブを利用したワイヤレス方式となっている。 

ラゴス市内では現在、携帯電話の通信キャリアが数社あるが、従来のアナログ加入者線による固定

電話サービスは行われていない。通信キャリアでは、マイクロウェーブを利用したワイヤレス方式や

光ファイバー方式を用いた高速広帯域ネットワークサービスによる電話、データ通信を複合したサー

ビスを提供するものがある。調査中に、複数の通信キャリアに訪問したが、コンピューターネットワー

クサービスが主要となっており、電話サービスが可能な通信キャリアは限られている。 

2-2-3 自然条件 

本プロジェクトにより整備される CPHL の新規 BSL2 検査施設および対象 8 ネットワーク検査室の

機材の協力内容、規模を検討し、適切な概略設計、施工計画、事業費積算を実施するため、5 種類の

自然条件等調査（地形測量調査、地質・地盤調査、地中障害物/埋設物調査、給排水/水質現況調査、

給電状況調査）を実施した。それぞれの調査の目的、方法、本プロジェクトへの反映事項等について

以下に示す。 
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 (1) 地形調査 

本プロジェクトは CPHL の既存施設の敷地内に新規施設の建築を行うものであるため、既存の施

設と新設建物の動線、機能の関連づけ、給排水施設配置の検討、既存構造物・施設撤去、建設工事仮

設計画のためにも、既存施設全体の敷地形状、各施設・工作物の位置、高低差、および建設予定地の

位置および地形状況を調査する必要がある。 

建設予定地は、既存 CPHL 棟の南側に位置し、周囲を他の施設と接しているが、平坦（高低差 30cm 

未満）であり、特に建設の支障となる要素は想定されないが、目視できる敷地内の既存基礎部分等の

障害物も測量を行った。本調査において地形測量を実施し、建設予定地の現状地盤レベル、敷地内お

よび隣接する敷地の既存建物および構造物等の位置、周辺道路・隣地を確認した。調査結果は資料-7

（地形測量調査：測量図）の通りである。なお、測量にあたっては、ベンチマークを新設して測量を

行った。 

 (2) 地質・地盤調査 

本件施設建設予定地において、建設予定施設の規模、構造形式および施工方法等の構造的な検討を

行うため、地質および地耐力の調査を行った。建設予定地内においてボーリング調査を行った。深さ

20m まで掘削を行い、標準貫入試験による試料の採取、N 値および地下水位の測定、および室内土

質試験を行った。 

調査の結果、地下水位が GL-2.4m～3.0m の位置と確認された。支持地盤は GL-3ｍ前後、砂質粘土

層（N=20～25）である。測定された N 値および土質性状により、直接基礎形式を採用することとし、

計画建物規模（2 階建て）に対する十分な地耐力を確保する。調査結果は資料-7（地質・地盤調査：

土質柱状図）の通りである。 

 (3) 地中障害物/埋設物調査 

他アフリカ地域における過去の無償案件において、事前に予期・予測しなかった地中からの廃棄

物・地中埋設物の発見により、工期の延長や工事費用の増大が生じた事例があったことから、地中障

害物/埋設物調査を行い、事前の先方負担事項や工程の検討に反映させる目的で、CPHL 敷地内の建

設用地において人力による観察ピット（2m×3m の穴、深さ 3m）の掘削および目視観察を実施した。

地中廃棄物、障害物、埋設物は確認されなかった。なお、観察ピットの掘削に際しては、既存の地中

配管を傷つけないよう十分な配慮を行うとともに、調査終了後に埋戻しを行い原状回復した。 

 (4) 給排水/水質状況調査 

CPHL の新規施設の建築設備および各ネットワーク検査室の検査機材の計画・検討の為に各種水源

の水質および給水能力調査を行い、その妥当性と利用の可否を確認した。既存排水設備の状況を確認

し、排水経路、枡類のレイアウト等を踏まえたうえで新規施設の配置計画、設備計画を行った。また、

各検査室の水源については、8 サイト中 2 サイトが給水利用、2 サイトが市水、残りの 4 サイトが井

戸利用であることを確認した。水質については、公的検査室で水質試験を実施し、基本的に WHO 基

準を満たす水質であり、大きな問題が無いことを確認した。調査結果は資料-7（給排水/水質状況調

査：水質データ）の通りである。 
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 (5) 給電状況調査 

各ネットワーク検査室の電力事情（停電頻度、電圧変動の傾向等）、供給状況（電源、供給可能な

電力量）を確認し、CPHL においては商用電源の 電圧変動を実測した。 

調査の結果、8 サイト中 7 サイトが商用電力利用、その中の 1 サイト（ISTH）は商用電力源の引き

込みはあるが停電が多く、病院は自家発電機を利用、残り１サイト（LUTH）は自家発電機のみを利

用している現状を確認した。調査結果は資料-7（給電状況調査）の通りである。 

2-2-4 環境社会配慮 

本プロジェクトは「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年 4 月公布）（以下、「JICA

ガイドライン」という）に掲げる影響を及ぼしやすいセクター・特性、影響を受けやすい地域に該当

せず、環境や社会への望ましくない影響が最小限かあるいはほとんどないと判断されるため、カテゴ

リ C に分類される。カテゴリ分類以降の環境レビューは省略され、ナイジェリアの先方負担事項と

して自国の環境関連法令、環境社会配慮制度に従い必要な環境関連許可申請手続きが実施される。 

本プロジェクトではNCDCより、CPHLの新規BSL2検査施設建設における環境社会配慮手続きは、

類似する既存建築物が存在する土地での建設行為であることから不要であるとの見解が示され、その

根拠となる 2019/7/30 付け書簡“NCDC/HQ/GCOR/V.1/228：WAIVER OF ENVIRONMENTAL IMPACT 

ASSESSMENT FOR REMODELLING OF NCDC CENTRAL PUBLIC HEALTH LABORATORY (CPHL) 

LAGOS”が JICA ナイジェリア事務所に提出されている。 

2-2-5 対象ネットワーク検査室の安全対策状況 

 (1) 治安等情勢の基本認識 

1) 全般 

ナイジェリアにおいては、誘拐、殺人、カージャック、強盗などの凶悪犯罪、政変等による混乱、

ストライキ、宗教、部族対立による混乱、交通事故そしてテロ攻撃等生命身体に直接的に影響を及ぼ

し得るリスクが比較的多く所在し、同国の治安状況を特徴つけている。特にテロについては、イスラ

ム過激派組織ボゴ・ハラム、ナイジャー・デルタ解放運動（MEND）、ナイジャーデルタ・アベンジャー

（NDA）、オドゥーア人民会議（OPC）など国際、地域規模のテロ組織が所在する。（日本国公安

調査庁の分類に基づく） 

一方、本プロジェクトにおいて活動が予定されているアブジャ、ラゴス、オヨ州、クワラ州、エヌ

グ州およびエド州はそれぞれ濃淡があるものの、同国内においては治安上比較的安定した地域（※）

であり、JICA 安全対策措置（ナイジェリア）（2019.5.24 改訂）をはじめとする適度適切な安全対策

処置を施すことにより、安全を確保できる状況にある。 

※ プロジェクト活動地域の 2019 年 9 月 1 日現在における日本国外務省危険情報レベルは「2」、

その他地域は「2」、「3」又は「4」 
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2) エド州、エヌグ州およびラゴス州 

NDA の本拠地であるデルタ地域に物理的に近接していること（物理的にリスクに近接しているこ

と）、武装強盗、誘拐団の活動が比較的顕著であることなどから、エド州、エヌグ州およびラゴス州

での活動は他地域での活動に比してリスクが高いものと判断する。 

 (2) 対象ネットワーク検査室の治安および安全対策措置にかかる状況 

1) Irrua Specialist Teaching Hospital（ISTH）（エド州） 

 エド州はプロジェクトを実施する地域の中で NDA の本拠であるデルタ地域に最も近接して

いる。 

 エド州、特にベニン市の治安は、治安が悪いとされるナイジェリア国の中においても悪いと

される。ボコ・ハラムや NDA の脅威が顕著な同国北東部やデルタ州などと脅威の質は異な

るものの、武装強盗・誘拐団による凶悪犯罪の脅威が顕著である。 

 2017 年 10 月には、エド州民が首都アブジャにおいて同州の治安状況改善および同州 Police 

Commissioner の解任を要求してデモ実施された。 

 2019 年 8 月 26 日には ISTH の Chief Medical Director（CMD） がアブジャ出張のためイル

アからベニン空港に向かっていたところ、ベニン市 Ramat Park において誘拐される事案も

発生している。この際、3 名の護衛警官中 2 名が銃撃され死亡、CMD は 9 月 4 日に解放さ

れている。 

 ウイルス検査室自体の防衛線（3 次）を除き 1、2、3 次防衛線が脆弱である。 

 通勤に時間を要するため、物理的な乗車時間が長くなり交通事故等のリスクが比較的高まる

とともに、限られた活動時間の中、出発時間の変更幅が大きくなると検査室での活動時間に

大きな影響を与えるため、時間の変更幅が狭くなる傾向が予想され通勤時間を変えてパター

ン化を避けるなどの余地が少なくなる可能性がある。（例えば通勤時間をずらせばずらすほ

どパターン化を避けることができると言えるが、ｘ日に宿舎 0800 発、検査室 1600 発とし、

ｘ+1 日に宿舎 1011 発、検査室 1417 発とした場合、検査室での活動時間は 2、3 時間に限ら

れる。） 

 地域の治安情勢を踏まえると、当地域の非合法武装集団の動向等への留意が必要な状況にあ

る。 

2) University of Benin Teaching Hospital（UBTH）（エド州） 

 治安状況は、1）に同じ。 

 ウイルス検査室においては退避経路の確保が困難である。 

 細菌検査室においては 2 次，3 防衛線が脆弱である。 

 ベニン市の治安情勢を踏まえると、当地域の非合法武装集団の動向等への留意が必要な状況

にある。 
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3) University of College Hospital Ibadan（UCH）（オヨ州） 

 イバダン市街地の遠端又は郊外に所在し、概してテロの蓋然性は低いといえるが、一般犯罪、

特に通勤中の盗難・強盗（スマッシュアンドグラブ等）に留意をようする状況にある。 

 1 次防衛線は適切に構成されているものの、2 次，3 防衛線は、脆弱。不審者等の邦人への

近接を容易に許す。 

 一方で、サイト内は広く種々の建物が存するため、検査室建物以外にセーフハウスの確保は

比較的容易である。 

4) University of Nigeria Teaching Hospital Enugu（UNTH）（エヌグ州） 

 著名なテロ組織ナイジャーデルタ・アベンジャーの本拠地であるデルタ地域に物理的に近接

していることなどから、組織的誘拐などの蓋然性は比較的高い状況にあるものと思料する。 

 荒野に村落が点在する施設周辺の治安状況（都市部で見られるような凶悪犯罪は少ない）か

ら、地元不良集団等による一般犯罪の蓋然性は低いと考えられるものの 1 次防衛線自体は脆

弱。実質存在しない。 

 サイト構内の広大性等から特に車両は退避手段として重要であるが、検査室エリアと借り上

げ車両が待機できる地区とは離隔しているため（建物群内約 300m）、退避を要する際に弱

点を呈する。 

 組織的な非合法武装集団の動向等への留意が必要な状況にある。 

5) National Hosp. Abuja（NHA）（アブジャ首都連邦区） 

 同国内において最も警備が厳しく比較的安全とされるアブジャ市内の中央部に位置する。

2011 年には、国連事務所や警察本部、市内中心部のショッピングモールへのボコ・ハラム

による爆破テロ攻撃が多発したが、以降警備が強化された。2017 年 4 月には米国・英国大

使館への攻撃を計画していたとされる戦闘員が逮捕される事案も発生したところだが、これ

らテロ組織の目標になりやすいとされる米国大使館（約 1.5km）をはじめとする各国大使館

や国連ビル施設（約 350m、かつて爆破被害）が近傍に所在するため、これら施設が攻撃さ

れた場合は爆発物等の影響を受け得るが、テロ以外の脅威に対しては比較的安全である。 

 検査室内でのセーフルームの確保は容易、また、複数の通勤経路の確保も容易である。 

 また、同様の規格の検査室が多数所在することもあり、周到な情報収集活動がない限り活動

者の活動場所を特定することは容易ではなく、邦人等がピンポイントで攻撃される事態を主

動的に防ぐことは容易である。 

 一方、検査室内にも不特定多数の出入りが可能であり、スリ、窃盗等の犯罪被害に遭う可能

性がある。 
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6) Lagos University of Teaching Hospital（LUTH）（ラゴス州） 

 ラゴス州においては、身代金目的の誘拐が多発しており、近年把握されているだけでも、英

国人、レバノン人、イタリア人、サウジアラビア人、UAE 人、中国人が誘拐されており、

外務省安全情報によると日本人も高度な安全対策が必要とされる状況である。 

 生物学検査室における防衛線は脆弱であり、襲撃者が 1 次防衛線を隠密に通過した場合等の

緊急時の対応のため対策を要する。 

 ウイルスおよび細菌感染症系および生物系の BSL2 検査施設は、それぞれ異なる建物内に所

在するため、分離して活動した場合、連携が困難となる。 

 病院施設としての防衛線としては適切たり得るが、ラゴスの治安状況、邦人等の行動形態（ほ

ぼ定時に同じ場所に現出する）等から特に誘拐に対する対策措置を施す必要がある。 

7) University of Ilorin Teaching Hospital（UITH）（クワラ州） 

 イロリン市郊外に所在する（市中心部より約 14km）。周囲は荒野が広がる閑散とした地域

であり、地元不良集団等による一般犯罪については、イロリン市中に比して安全な状況であ

る。 

 安全は外部の治安情勢等に依拠している状況にある。 

 防衛線は脆弱である。現在顕著な脅威は見受けられないものの、その施設正門から検査室地

区までのアクセスの容易性、検査室と駐車場との近接性などから、その企図と情報があれば、

例えばテロ組織などが 3、4 名の勢力でサイト敷地内に侵入し、検査室横の駐車場に乗りつ

け、検査室内に侵入し殺傷を試みた場合、短時間で完了できるような状況にある。 

8) Central Public Health Laboratory（CPHL）（ラゴス州） 

 治安状況は、6) に同じ。 

 公衆衛生検査、病院臨床検査等を主活動とする CPHL は、本事業においても中核的施設と

位置付けられるものである。 

 サイトの周辺にはキリスト教教会、多くの人でにぎわうショッピングコンプレックス、バス

ターミナル等が所在する。 

 昼間サイト内に所在する人を狙った襲撃者や誘拐者が 1 次防衛線を突破した場合、2 次，3

防衛線は脆弱であるため、対処が困難となる。 

 現防衛線の体制においては、夜間特に脆弱性を有する。邦人等の活動は昼間を想定するもの

の、工事資材も含めた夜間の盗難リスクは存在する。 

 通勤途上車両や人で混雑した道路上に停止している間はスマッシュ・アンド・グラブに遭遇

する蓋然性は比較的高い状況にある。 
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第 3章 プロジェクトの内容 

 プロジェクトの概要 3-1

 プロジェクト目標 3-1-1

ナイジェリアは、アフリカ最大の経済規模を誇るにもかかわらず、2014 年のエボラウイルス病、

2017 年の黄熱病、また毎年の当国起源のラッサ熱等の感染症発生など依然として感染症アウトブレ

イクのリスクが高い。 

2010年に感染症サーベイランス、検査室ネットワークの構築強化、緊急対応等を目的としてNCDC’

が設立され、これをトップとし、全国 38 カ所の公衆衛生検査室がネットワークを形成している（2019

年 2 月時点）。国土の広い当国では、各地域で拠点となる検査室（ネットワーク検査室）を整備し、

各ネットワーク検査室にて迅速かつ正確な感染症の診断を行う必要がある。しかし、これら検査室の

多くで適切な検査施設や検査機器の欠如や検査技師の診断能力の不足により、感染症の早期検知・対

応の遅れが課題となっている。こうした背景のもと、当国政府は「ナイジェリア経済復興成長計画

（Economic Recovery and Growth Plan 2017-2020）」において、保健分野への投資の重要性を述べてお

り、「国家保健政策（National Health Policy 2016）」において感染症対策を重要課題の一つと位置付

けている。2018 年に策定された「国家健康安全保障活動計画 2018-2022（National Action Plan on Health 

Security 2018-2022）」では、検査室整備および検査試薬等の必要物資供給の強化を優先すべき活動の

一つとして位置づけ、「医療検査サービス政策（Nigeria Medical Laboratory Services Policy）」に基づ

き検査室機能強化に取り組んでいる。 

JICA は、無償資金協力事業「ナイジェリア疾病予防センター診断能力強化計画」により、NCDC

直轄の国家標準検査室（National Reference Laboratory：NRL）へバイオセーフティ・レベル 3（Biosafety 

Level 3：BSL3）の検査室整備を通じ、NCDC を中心とするナイジェリア国内外の検査室ネットワー

ク強化の支援を実施する。また、ナイジェリアは西アフリカ諸国経済共同体の感染症対策拠点にも指

定されていることから、本件「ナイジェリア疾病予防センターにおけるネットワーク検査室機能強化

計画」（以下、「本プロジェクト」という。）によるネットワーク検査室の整備とともに、技術協力

プロジェクトを通じてナイジェリア国内の感染症対策能力を強化し、他の西アフリカ諸国に対しモデ

ルとすることを予定している。本プロジェクトは、検査室ネットワークの施設・機材整備を通じ、当

国の公衆衛生危機への対応能力強化を図るものであり、上記の国家活動計画で優先度の高い事業と位

置付けられている。 

本プロジェクトは、ナイジェリア疾病予防センターが統括する計 8 つの公衆衛生検査室に対し、施

設や機材の整備等を実施することにより、感染症対応およびサーベイランス機能体制の強化を図り、

もって当国における感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものである。 

 プロジェクトの概要 3-1-2

本プロジェクトは、ナイジェリア国内のネットワーク検査室のうち 8 検査室を対象として施設、機

材の整備を実施する。協力対象事業は、ラゴス市 FMoH 所有地内において CPHL の BSL2 検査室を
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含む新施設の建設、8 ネットワーク検査室向けの機材整備およびソフトコンポーネントとし、協力コ

ンポーネントは表  3-1 の内容とする。 

各ネットワーク検査室に新規に整備される施設および機材は、実施機関であ FMoH と NCDC が中

心となり、ナイジェリアおよび西アフリカの公衆衛生向上、感染症対策に総合的に機能するものとし

て運営・維持管理される。検査計画、研修計画、基礎となる人材配置および人材育成に係る計画は実

施機関である FMoH および NCDC が主体的に策定し、またそこから算定される必要な予算および人

材を今後確実に手当てしていくこととなる。 

なお、検査室整備に伴うバイオセイフティ・バイオセキュリティ等マネジメント能力強化には 2019

年度開始予定の技術協力プロジェクト「公衆衛生上の脅威の検出および対応強化プロジェクト」を、

特殊機材・施設設備の運転・保守点検等についてはソフトコンポーネントを活用した日本側の技術支

援を計画し、NCDC の新規施設および機材に対応できる管理面、技術面の維持管理能力を強化する。 

表  3-1 協力コンポーネントの概要 

コンポーネント 施設内容 

I. 施設建設（CPHL） 
（1）公衆衛生検査棟 
（地階あり、2 階建） 

＜感染防止管理区域＞ 
1）検査室区域： 
細菌学検査室（培養・遺伝子抽出）（前室 2 室含む）、細菌学検査室（遺伝子増
幅）（前室 2 室含む）、マスターミックス室（細菌）、メディア室（細菌）、ウ
イルス学検査室（遺伝子抽出）（前室 2 室含む）、ウイルス学検査室（遺伝子増
幅）（前室 2 室含む）、マスターミックス室（ウイルス）、寄生虫学検査室、準
備ホール-2、バイオバンク（細菌）、バイオバンク（ウイルス） 

2）サービス区域： 
検体受付室、検体室、サービス廊下、準備ホール-1、試薬室、廊下、洗浄室、
有害廃棄物倉庫、倉庫、Pipe Shaft（PS）、Electrical Pipe Shaft (EPS) 
 
3）その他区域： 
研修用検査室（前室 2 室、倉庫、準備ホール含む） 

＜一般管理区域＞ 
4）事務管理区域： 
エントランスホール、事務室、モニタリング室、スタッフ室-1、トイレ（男性）、
トイレ（女性）、階段室、 
研修用教室、所長室、副所長室、会議室-1、会議室-2、スタッフ室-2、トイレ（男
性）、トイレ（女性）、廊下、階段室、倉庫 

（2）建築設備（CPHL） ・ 空調換気設備（一般空調換気設備、BSL2 検査室空調換気設備） 

・ 電気設備（受変電設備、幹線設備、非常用発電機設備、照明･コンセント設備、
避雷針設備） 

・ 通信設備（電話設備、LAN 設備） 

・ 警備・防災設備（入退室管理設備、監視テレビ設備、非常呼び出し設備、火災
報知設備、避雷針設備） 

・ 給排水衛生設備（給水設備、衛生器具、排水設備（生活系排水処理、感染性廃
水処理） 

・ 廃棄物処理設備 

・ 消火設備（屋内消火栓、消火器） 

（4）付帯設備・外構等 犬走り、駐車場、構内道路および歩道、浄化槽、焼却炉、焼却物ピット、オイル
タンク置場、変圧器置場、警備員室 

合計 3,006 m2  
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コンポーネント 施設内容 

II. 機材調達 

検査機材（CPHL） 

オートクレーブ 縦型、バイオセーフティキャビネット、遠心機（低速、高速、
小型）、CO2 インキュベーター、フリーザー（-30℃、-80℃）、サーモブロック、
インキュベーター、薬品冷蔵庫、撹拌機、顕微鏡（双眼、蛍光）、電子レンジ、
pH メーター、秤（電子、精密）、分光光度計、ボルテックスミキサー、恒温水
槽、実験台、ELISA セット（プレートリーダー、ウォッシャー）、ホットプレー
ト、家庭用冷蔵庫、電気泳動装置、ゲル撮影装置、PCR ワークステーション、リ
アルタイム PCR（qPCR）、サーマルサイクラー、UV トランスイルミネーター、
乾熱滅菌機、蒸留器、他 

検査機材（7 ネットワーク検査
室） 

オートクレーブ 縦型、バイオセーフティキャビネット、血液培養装置、遠心機
（低速、高速、小型）、フリーザー（-30℃、-80℃）、サーモブロック、インキュ
ベーター、薬品冷蔵庫、顕微鏡（双眼、蛍光、倒立）、電子レンジ、pH メーター、
秤（電子、精密）、分光光度計、ボルテックスミキサー、恒温水槽、実験台、ELISA
セット（プレートリーダー、ウォッシャー）、家庭用冷蔵庫、PCR ワークステー
ション、リアルタイム PCR（qPCR）、乾熱滅菌機、蒸留器、他 

III. ソフトコンポーネント  BSL2 検査室空調換気システム運転・維持管理指導 

 感染性廃棄物・廃水処理管理指導（焼却炉、加熱滅菌処理設備の運転指導含
む） 

 検査室機材運転・維持管理指導（各機器の定期点検手法、セーフティキャビ
ネットの点検方法、インキュベーターの温度管理等） 

 ネットワーク検査室の技術者に対する定期点検手法についての指導 

出典：JICA 調査団 

 

 協力対象事業の概略設計 3-2

 設計方針 3-2-1

 要請内容の検討 3-2-1-1

本プロジェクトは、ナイジェリア公衆衛生検査室の最上位であるNCDCが統括する国内ネットワー

ク計 8 検査室に対し、施設や機材の整備等を実施することにより、感染症対応およびサーベイランス

機能体制の強化を図り、もって当国における感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与

することを目的とする。先方からの要請内容は表  3-2 の通りである。 

表  3-2 要請内容 

 要請内容 

施設 【新設】ラゴス州中央公衆衛生検査室（CPHL）における BSL2 検査室を含む新施設整備 

機材 
CPHL： BSL2 検査室で使用する検査機材整備 
他の 7 か所のネットワーク検査室： 検査機材整備（バイオセーフティキャビネット、乾熱滅菌
器、CO2 インキュベーター、フリーザー（-30℃、-80℃）、遠心機、自動核酸抽出装置等） 

ソフトコン
ポーネント 

各検査室職員に対する検査室・機材の運営・維持管理研修等 

2019 年 1 月現地調査において、施設の要請内容の詳細を以下のとおり確認し、添付資料 2 テクニ

カルノート 別添 7 のとおり整理した。 

 BSL2 検査室は 4 分野（ウイルス学、細菌学、寄生虫学、分子生物学）で構成し、各分野に付

帯する諸検査室を計画する。 
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 その他の主要諸室に、トレーニング検査室、講習室、バイオバンク、モニター室を計画する。 

 新規施設用に焼却炉設備、感染性廃水処理設備、ディーゼル発電機による非常用電源システム

を計画する。 

また、機材の要請内容の詳細も、現地調査期間中にナイジェリア側と以下のとおり確認した。 

表  3-3 本計画施設への要請機材リスト 

機 材 

CPHL およびその他のネットワーク検査室用機材： 
オートクレーブ 縦型、バイオセーフティキャビネット、血液培養装置、遠心機（低速、高速、

小型）、CO2 インキュベーター、フリーザー（-30℃、-80℃）、サーモブロック、インキュベー

ター、薬品冷蔵庫、撹拌機、顕微鏡（双眼、蛍光、倒立）、電子レンジ、pH メーター、秤（電

子、精密）、分光光度計、ボルテックスミキサー、恒温水槽、実験台、ELISA セット、ホット

プレート、家庭用冷蔵庫、電気泳動装置、ゲル撮影装置、PCR ワークステーション、リアルタ

イム PCR（qPCR）、サーマルサイクラー、UV トランスイルミネーター、乾熱滅菌機、蒸留器

対象ネットワーク検査室の現地調査および協議を通じて、これらの要請機材に対して機材選定基準

を作成し、機材計画を作成することで合意した。 

 基本方針（施設計画／機材計画） 3-2-1-2

 施設設計の基本方針 (1)

1) 配置・動線 

 FMoH の所有する複合敷地内の一画を建設用地（約 4,700 m2）として、計画施設内の４つの

主要部門をゾーニングし、かつ、配置計画において既存施設の検査・研究部門との相互の連

携に配慮とする。 

 処理後の感染性廃水および一般排水の場内浸透処理のため、同東側敷地境界付近に浄化槽を

配置する。 

 計画施設への人、車両のアプローチは既存敷地の正面ゲート・構内道路を活用し、新たに計

画施設専用の管理ゲート、駐車エリアを考慮する。 

2) 主要構造・規模 

 新築、地階を含む 2 階建て鉄筋コンクリート構造（RC 造）3 層構造とする。基礎形式は直

接基礎、上部躯体は基本 6.5m x 6.5m および一部 9.0m x 8.0m のモジュールを組み合わせた

柱梁ラーメン構造とする。地階に感染性廃水処理設備用の機械室、2 階に空調換気機械室、

非常用発電機室を考慮する。 

 計画施設の規模設定は、各検査室の利用上の想定適正人員数および CPHL からヒアリング

した人員配置、施設利用内容を踏まえて設定する。各検査室の特性に準じた最適の作業面積

と動線の確保に留意する。 

3) 諸室・ゾーニング・平面計画 

 施設内感染防止のため、施設は一般管理区域（主としてサービス区域、事務管理区域）、
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BSL2 管理区域（主として検査室区域）にゾーニングしたうえ、各管理区域を空調換気、排

水設備システムも含め、完全に物理的に分離・隔絶する。 

 さらに BSL2 管理区域のヒト動線に“シャワーアウト”を導入し、非常時に備える。感染性

廃棄物・汚物は、各 BSL2 検査室内で滅菌処理のうえの管理区域外に搬出する。 

 核となる BSL2 検査室は細菌検査用 4 室（遺伝子検査を行う PCR 室含む）、ウイルス検査

用 3 室（遺伝子検査を行う PCR 室を含む）、寄生虫検査用 1 室の合計 8 室にて構成し１階

に配置する。あわせて研修用検査室を 2 階に配置する。 

4) 設備 

 給水計画は、新たに市水より引込、地下の受水槽室内に設置した受水槽に貯水する。貯水さ

れた水は、揚水ポンプにて高架水槽まで揚水し重力方式にて建物内に供給する。また、BSL2

系統の給水は、BSL2 検査室のみ給水を閉栓可能なように他の諸室と系統を分ける。 

 排水計画は、建物内の一般生活排水は汚水・雑排水合流方式とし、浄化槽にて処理する。

BSL2 管理区域および洗浄室の排水は小型加熱滅菌装置にて滅菌後、浄化槽へ放流する。ま

た、周辺施設、地域への環境汚染対策に配慮する。 

 空調計画は、パッケージ型空調機を採用した空調方式とする。また、BSL2 検査室系統は、

天井を貼らず極力横引きダクトを少なくする。 

 バイオセキュリティ、防災の観点から、計画施設へのアクセス、BSL2 検査室の入退室管理、

施設内監視に留意する。 

5) ソフトコンポーネント 

 本プロジェクトで整備される BSL2 検査室の空調換気システム、BSL2 検査室の機材の運

転・維持管理指導および感染性廃液排水処理および廃棄物管理指導を行い、CPHL の管理能

力を強化する。 

 機材設計の基本方針 (2)

 対象施設の選定基準 

 機材を設置するスペースや部屋がある。 

 BSL2 相当の検査室として機能させられる検査室である。 

 電気容量、給排水、給換気が適切な状況にある（今後の改修を含む） 

 CPHL を除く 7 ネットワーク検査室向け機材の選定基準 

 現有機材から劣化による更新または台数追加の必要性がある機材である。 

 機材を活用できる人材がいる。 

 予算面から運用・維持管理が可能である。 

 新規機材の場合、その運用指導を NCDC 側で行うことが確認されている機材である。 

 CPHL 向け機材の選定基準 

 施設側の所要諸室の設計に合わせた機材とする。 
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 CPHL の目的を実現するために必要な機材。 

 今後 NCDC の手配により、人材、運営・維持管理が確保できる機材。 

 対象予定の全 8 ネットワーク検査室に共通する機材選定基準 

 AVR（自動電圧安定装置）が配置されていない電源回路の接続する機器に対しては、

電圧変動により運用上の問題が発生する機材を保護するために AVR を付属する。 

 頻繁に発生する停電については原則施設に設置される発電機で対応するが、短時間の停

電でも運用上の問題が生じる可能性がある機器については UPS を付属する。 

 水質は硬水で汚れが多く含まれるため、蒸留器にはプレフィルターと軟水器を付属させ

る。 

 機材調達については、機材引き渡し後、NCDC が消耗品（感染症検査のための検査試薬

類）の調達を行う。 

 NCDC から提供されない一般的な消耗品については、計画機材に対象施設にとって新規

機材が多く含まれ、調達経験の少ないものもが含まれているため、調達作業を配慮して

6 カ月間必要な消耗品を付属する。 

 維持管理については、それぞれの施設に配置されている生体工学技術者（Biomedical 

Engineer：BME）および必要な機材に対しては代理店とのメンテナンス契約により実施

する。 

 施設規模の設定に関する方針 3-2-1-3

 検査機能の規模設定方針 (1)

本プロジェクトは、検体からの細菌、ウイルスなどの分離、培養、遺伝子抽出等の主要作業をバイ

オセーフティの観点から安全、迅速、正確に行うために必要な規模とする。また、将来的にラッサ熱

疑い検体等の病原性の高い病原体管理などを見据えた配慮を施設内容に付加する。 

検査・研究の対象病原体、研究・プログラムの内容・数、検査の内容、検体数等の具体的な計画は、

他ドナー（世銀、USCDC、WHO）等との協議を通じて、NCDC が今後策定していく状況にあること

を踏まえ、NCDC の最優先課題である、WHO による 41 の Integrated Disease Surveillance and Response

（IDSR）の対象疾患のうちの 8 つの最重要疾患（ウイルス性出血熱、黄熱病、コレラ、髄膜炎、麻

疹、インフルエンザ、薬剤耐性菌、サル痘）の検体等を扱う上で必要かつ適切な検査室内容および規

模とする。 

検査室は、実験室バイオセーフティ指針（Laboratory Biosafety Manual - Third Edition, 2004, WHO）

実験施設バイオセキュリティガイダンス（Biorisk management: laboratory biosecurity guidance, 2006, 

WHO）、国立感染研病原体等安全管理規定（改訂第 3 版）を参照し、感染防止対策および検査・研

究環境に係る国際的な水準を満たす仕様とする。 

 駐車場の規模算定 (2)

所長、副所長、来訪者のために 4 台の駐車場設置を検討する。 
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 必要諸室および計画人員数 (3)

NCDC から入手した人員配置計画、施設利用計画を踏まえて、必要諸室および計画利用・収容者数

を表  3-4 の内容とする。 

表  3-4 必要諸室および計画利用・収容者数 

公衆衛生検査棟 諸室名 配置職員[人] 諸室収容[人] 

① 検査室区域

細菌学検査室（培養・遺伝子抽出） 2-3 －

細菌学検査室（遺伝子増幅） 2-3 －

ウイルス学検査室（遺伝子抽出） 2-3 －

ウイルス学検査室（遺伝子増幅） 2-3 －

寄生虫学検査室 2-3 －

研修用検査室 － 15-20 

② サービス区域
洗浄室 2-3 －

検体受付室 － －

③ 事務管理区域
事務室・モニタリング室 2-3 －

スタッフ室 － 10 

 自然条件に対する方針 3-2-1-4

 気温・湿度 (1)

ラゴスは、サバンナ気候（Aw）に属し、平均気温は年間を通じ 27℃前後である。月平均最低気温

約 23.2℃（1 月）、同最高気温 35.5℃（3 月）である。年間相対平均湿度は約 84％である。 

BSL2 管理区域、一般管理区域内の所要諸室は、基本的に冷房設備を計画する。暖房は考慮しない。 

表  3-5 ラゴスの平均気温データ（2018 年） 
（単位℃）

月別 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

平均気温 27.7 28.5 30.2 28.8 27.9 27.0 26.0 25.7 26.0 27.0 28.2 28.6

平均最低気温 23.2 24.8 26.7 25.3 24.6 24.0 23.7 23.3 23.5 23.7 24.5 24.1

平均最高気温 33.9 33.6 35.5 32.8 31.9 30.8 29.2 29.1 29.3 31.6 32.5 34.9

出典：OGIMET 

 降雨 (2)

気候変動の影響もあるが、通常の乾季は 11 月～4 月、雨季は 2 回あり、5～7 月は激しい降雨、8

～10 月はやや弱い降雨となる。雨季と乾季で降雨量の差が大きい為、地下水位の変動、降雨の降り

込み防止、雨水の場内処理、浸透槽への雨水流入防止、地階等の計画に留意する。

表  3-6 ラゴスの降雨量と降雨日数データ（2018 年） 

月別 1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月

降雨量（mm） 0 52 0 28 158 116 88 85.7 116 130 101 11

降雨日数（日） 0 5 0 3 5 7 6 8 9 8 3 1

出典：OGIMET 
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計画施設では、降雨の速やかな処理を考慮して陸屋根にゴムアスファルト系塗膜防水を計画する。 

 日射等 (3)

北緯 6 度に位置する太陽高度が高い地域である。乾季である 10 月～3 月における日照時間は約 250

～280 時間／月である。雨季にあたる 7～9 月においては 150 時間／月前後と日射量は下がるものの、

年間日照時間は約 2,500 時間と世界平均（2,200 時間）よりも多い。計画施設では、日射遮蔽、熱対

策に留意し、外部建具には熱線吸収ガラス等の採用を検討する。 

 風向・風速 (4)

乾季となる 10 月末から 3 月にかけて、ハマターンと呼ばれる砂漠からの乾燥した砂塵を含んだ貿

易風が吹き、細かい砂塵（0.5～10 マイクロメートル）を降らせる。降雨吹込み防止、開口部雨仕舞、

検査室の給排気（フィルター処理後の排気含む）には、留意する。耐風設計については現地の気象デー

タおよび日本の基準を参照し、基準速度圧を設定する。 

 地震 (5)

ナイジェリアでは地震の記録はほとんどないが、建物の安全性を考慮し、構造物全体の振動性状や

設計上の耐震性能を示す値である標準層せん断力係数は、日本の建築基準法に定められる値の 50％

（設計ベースシア係数 C0＝0.1）を採用する。 

 社会条件に対する方針 3-2-1-5

ラマダン期間中（2021 年 4/12～5/11 頃、2022 年 4/2～5/1 頃）の作業効率低下、作業不能日に留意

し工期を算定する。 

ナイジェリアの建設資材の物価変動傾向については、国際通貨基金（International Monetary Fund: 

IMF）による消費者物価指数（October, 2018）によると、2010 年以降は、毎年 10％前後の上昇率をみ

せている。積算時点（2019 年 2 月）の翌月から入札予定時期（2020 年 7 月）までの物価変動係数を

下式により 1.188 と設定する。 

物価変動係数： 

 13.489％ ÷12×10（2019 年）＋12.983÷12×7（2020 年） ＝ 18.821％  → 1.188 

 建設事情・調達事情、許認可等に対する方針 3-2-1-6

建設事情に関しては、ラゴス市内において、中層以上の建築物や、工事中の建設現場などが多数確

認され、一定水準の建設技術を有している現地施工業者も数社確認された。ただし、建設技術の質に

関しては未熟な部分もあり、本施設のような技術的精度が求められる建設技術は乏しいと考えられる。

よって、本プロジェクトでは日本の施工業者指導の下、品質管理を実施できるように配慮する。 

機材調達事情に関して、ナイジェリアでは多くの検査機材販売代理店が確認できている。この中に

は欧米や日本メーカーの総代理店が含まれており、販売のみならず、いずれも技術者を雇用し設置、

操作指導、メンテナンスを行っている。日本メーカーについては、検査機材代理店は 7 社確認できて
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いる。計画機材の調達においては、これらの代理店を活用することにより、維持管理機能の確保が容

易になるよう配慮する。 

ナイジェリアでは、British Standard（BS）をベースとした現地の建築関連法規、基準が整備され広

く準用されている。建築許可制度も整備され、監督機関による設計内容の確認、施工中/施工後の検

査を通じて法令遵守の体制が構築されている。計画施設の建築許可申請手続きにおいても、これら法

規・基準に準拠して審査が実施される。本計画では、日本の建築基準、日本建築学会建築構造基準で

計画、設計し、現地基準への適合化を合わせて実施する。また、検査施設としての基準に関して、

WHO および CDC（アメリカ疾病管理予防センター：Centers for Disease Control and Prevention）の定

める検査施設バイオセーフティ指針との整合にも留意する。 

 運営･維持管理能力に対する対応方針 3-2-1-7

CPHL は、NCDC に求められる検査機能と、これに基づく運営管理・施設利用計画、ナイジェリア

側の運営・維持管理能力を十分に検討し、最適な施設および機材の内容および仕様・品質に配慮した

設計とする。 

 NCDC より入手した／入手中の予算計画、組織計画、人員配置に係る情報・データを分析する

とともに、特に BSL2 検査室については想定される適正人員数を踏まえ、必要諸室の規模（面

積算定）設定を行う。 

 建築設備は必要な機能を満たした上で、運営・維持管理費用の負担を可能な限り軽減できる内

容とする。 

 NCDC ではメンテナンス部門に 2 名の専任技術者を有する。今後技術者を増やし、ワーク

ショップを開講し、アブジャの NRL、およびラゴスの CPHL の機材を対象に維持管理体制を

強化することを計画している。このような状況のもと、CPHL に対しては今回の調達機材に対

して、ソフトコンポーネントによる所要な検査機材の運営・維持管理指導を行い能力および管

理体制の向上を支援する。 

 CPHL を除く７ネットワーク検査室は、いずれも FMoH 管轄下の教育病院内に位置するため、

現在各病院に所属する BME により、機材の維持管理が実施されている。本プロジェクトにて

整備される機材に関しても、同様に維持管理を実施予定である。これに加え、ソフトコンポー

ネントにより新規に整備される機材等の運営・維持管理能力の向上を支援する。 

 施設･機材等のグレ－ドの設定に係わる方針 3-2-1-8

施設は、運営維持管理面の優位性に留意のうえ、経年で劣化しにくい建築資材・設備機器の使用を

基本とする。一部の特殊な諸室を除いて、基本的にローコストかつ堅牢で簡素な建物とすることに留

意しつつ、NCDC/CPHL の地域的、国際的評価と日本の無償資金協力による施設整備に相応しい適切

な仕様と品質を確保する。 

検査室は、NCDC が将来申請すると想定される検査室国際認証を念頭に、WHO、CDC の定めるバ

イオセーフティ指針に整合し、感染防止対策および検査・研究環境に係る国際的な水準を満たす計画
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とする。また将来的にラッサ熱疑い検体等の病原性の高い病原体管理などを見据えた配慮を施設内容

に付加する。 

検査室機材については BSL2 検査室運用に必要な細菌検査およびウイルス検査の水準の機材を選

定する。基本的な機材を選定することを視野に入れるものの、必要に応じて高グレードを有する機材

を採用し、この技術水準に準じた仕様を設定する。 

 工法／調達方法、工期に係わる方針 3-2-1-9

 工期 (1)

1) 施設建設 

ナイジェリアの雨季は 5 月から 10 月まであり、本プロジェクトの施工スケジュールについては、

閣議時期（2019 年 8 月）との関係から雨季中に土工事や基礎工事を避ける工期を検討し、施工計画

に反映させる。また、ラゴス市特有の交通事情および治安事情が工期に与える影響、さらに BSL2 検

査室の空調換気設備に係る試運転・調整日数、機材据え付け後の BSL2 管理区域全体の総合試運転日

数についても合わせて検討し工期に反映する。 

2) 機材調達 

入札： 

機材調達は 1 ロットの入札により実施する。ロット毎に契約業者が変わる場合、安全対策指導を複

数回行う必要があり、これらに伴い、追加の費用や労力が発生する。そのため、一つの契約業者にす

ることにより安全対策の習熟を図り、効率的な事業費の投入が期待できることから、1 ロットの入札

を想定する。 

据付け： 

据付は 2 回に分けて実施される。1 回目は CPHL 検査室に対する機材の一部（施設・設備との調整

が不要なものや分析機器等）と 7 ネットワーク検査室、2 回目は新規建築が行われる CPHL 検査室に

対する残りの機材（大型機器や研修用機器等）である。1 回目の CPHL 機材は既存の検査室に設置し、

据付・試運転、初期指導を行い、CPHL に引き渡しを完了する。これらの機材は CPHL に、新検査室

の完工を待たず使用開始し、2019 年度開始予定の技術協力プロジェクトにて活用される。新検査室

が完成する時点で CPHL により移転が行われ、新検査室で使用される。また 7 ネットワーク検査室

は、契約業者が各検査室にて据付・試運転、初期指導を実施し、引渡しを行う。本プロジェクトでは、

これらの検査室のあるサイトでの据付に際して適切な安全対策をとることが必要であるため、これを

満たす据付体制をとる。 

 施工計画等 (2)

CPHL の敷地内での建設工事となり、周辺には現在利用中の既存施設がある。工事期間中には、工

事専用の仮設入口・通路を設け、施設利用者と工事関係者の動線を分けて安全確保に配慮する。 

準備・仮設工事として工事用仮設ゲートおよびフェンスを設置し、周辺施設利用者と工事関係者の
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動線に十分配慮し安全対策を講じる。その後、既存構造物の解体・撤去工事を行ったのち、土工事 → 

地業工事 → 地階基礎・躯体工事 → 上部基礎・躯体工事→設備工事および仕上げ工事、外構工

事と建築工事を実施し、試運転調整（機材含む）、竣工検査、引き渡しという順序を計画する。 

なお、施工期間中の仮設工事エリア（仮設事務所、工事用車両駐車場、資材ヤード等）については、

ナイジェリア側とも確認し図  3-1 のとおり合意を得ている。 

 

図  3-1 仮設工事エリア 

 労務 (3)

一般にナイジェリア国の建設業者は、技術者も有してはいるが、現地の建設事情は品質のばらつき

が目立つ。日本の施工業者の下で、日本に準ずる品質を追求していくとなるとそれに対応できる技術

者の数が非常に限られているのが現状である。現地労働者については、ほとんどの工事に関して現地

にて調達可能である。従って、日本の施工業者の指導のもと、日本に準ずる品質を保つことが必要で

ある。 

 建設資材・機材 (4)

ラゴスでは、主要な建設資材（ポルトランドセメント、骨材、鉄筋、鉄骨、レディミックスコンク

リート、コンクリートブロック）は現地で調達可能である。ただし、ラゴス市内では出勤ラッシュ時

の朝と夕方は非常に渋滞しているため、特にレディミックスコンクリートの打設時には余裕を持った

施工計画を策定する。 

建具および仕上げ材等については輸入材料が多く、首都アブジャまたはラゴスの代理店経由で入手
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することになる。製品の均質性と品質の確保には十分注意する必要がある。総じて、建築工事に必要

となる主要建設資材は現地調達が可能であることを確認した。ナイジェリアで生産された製品以外に

も欧州、南アフリカ、中国等からの建築資材も現地市場に広く流通し、容易に入手可能であるため、

可能な限りこれらの資材を使った施工計画を策定する。なお、BSL2 検査室に計画する建具や仕上げ

材、空調・衛生関連の設備機器等については、求められる性能を満たすために日本からの調達も検討

する。 

機材については、無償資金協力における標準的な調達方法（日本または現地製）に加え、維持管理

の観点から代理店の活用が可能な第三国品の調達も検討する。 

家具類については現地調達を基本とするが、アフリカにおいては、輸入手続きなどの関係で、かえっ

てその価格が高くなる、また、調達できる数量が限定される可能性もあるため、本邦調達も視野に入

れて計画を作成する。 

 資機材の調達方法 (5)

ナイジェリア国内で調達できる建設資材は、首都アブジャおよび旧首都ラゴスにて入手可能である。 

日本調達品は、横浜港～ラゴスにある 2 つの港のどちらか（APAPA もしくは Tincan Island）まで

の海上輸送、港から CPHL サイトまでの陸上輸送を計画する。日本からナイジェリア南西部のラゴ

スの港まで海上輸送期間は約 42～45 日間、通関手続きは 1～2 ヶ月を経て、プロジェクトサイトのあ

るラゴス市内の CPHL サイトまで陸上輸送を行う。ラゴスの港から CPHL サイトまでは約 12km の距

離であるが、現在ラゴスにある 2 つの港の貨物量はラゴス市内の交通インフラの容量をオーバーして

おり、港に入るコンテナトラックを規制している。そのため、港に入る許可が下りないコンテナトラッ

クは港までの2車線道路の1車線を占領し待機しており、常に渋滞していることから、陸上輸送には、

約 1～2 日間の余裕をみて計画する。 

ナイジェリアの通関制度では、船積書類一式のほか適合性評価プログラム（SONCAP）への事前登

録手続きが必要となる。またナイジェリアは付保規制があるため、ナイジェリアの保険会社で保険を

手配するか、保険監督省庁から国外付保する承認（書類承認）を取得する必要がある。 

 税金の措置 (6)

本プロジェクトの免税措置に関わる租税は、輸入税、付加価値税（VAT）、法人税（CIT）（第三

期教育税、源泉徴収税を含む）、個人所得税（PIT）が想定される。無償資金協力事業では免税が原

則であるため、免税措置がどの役所によって、どのような手続きで行われているのか、現地で調達す

る資材や業者へはどのような税金が含まれ、免税をどのような方法において実現するのか先行案件の

調査結果を参考に再度確認する。その上で、免税が先方負免税が先方負担事項として確実に実施され

るよう、調査結果と合わせて現地調査の協議議事録に記載することとする。 
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 基本計画（施設計画／機材計画） 3-2-2

 敷地・施設配置計画 3-2-2-1

 敷地条件 (1)

現地調査前に CPHL 新規施設の建設候補地を図  3-2 の通り想定した。現地調査期間中に候補地①、

②の使用は、先方から土地所有権者との調整が困難との見解が示された。CPHL 既存施設と動線の接

続はできなくなるものの、FMoH が所有する敷地の一部を建設用地に利用することが要望された。 

現地調査前に想定していた候補地

③に、既存施設、構造物等を撤去・移

設して得られる敷地を加えて、建設用

地（図  3-3 灰色網掛け部分）を確保す

るという先方の意向を協議録にて確

認した。 

 東側：既存保健省施設（ヘルス

ケア）、宿舎 

 西側：既存保健省施設（図書館） 

 南側：隣地境界 

 北側：敷地内道路（幅員約 6m） 

図  3-2 CPHL 新規施設の建設候補地 

 
図  3-3 FMoH 敷地および建設用地 

Future
Extension

Area

Guard
house

Parking
(VIP)

Generator

Main gate

M
ur

ta
la

 M
uh

am
m

ed
W

ay

DRAFT

N

Water tank
Elevated
water tank

Generator
Building

BuildingExisting Fence

Elevated water tank

Storage Canteen

Training
Laboratory

Staff House

Foundation

Existing Fence

Existing Fence

Existing
Guard house

Existing
Guard house

Existing CPH L

Existing
Canteen

Existing
Central
Medical
Library
(MOH)

Existing
House

Existing
West Africa Health
Examination Board

Generator

Transformer
Terminal B.

Existing
Medical Rehabilitation

Therapists Board

Existing
Nursing & Midwifery

Council

Existing
Radiographers

Registration
Board

Existing
Nursing Tutor
Programme

Existing
Primary

Health Care
(MOH)

Yard
Temporary

during
Construction

Yard
Temporary

during
Construction

Construction area

LEGEND

Existing Object
to be demolished/ removed
for construction (by Nigerian side)

TemporaryYard during construction
(Material, Office)

New proposed building

Main gate

M
ur

ta
la

 M
uh

am
m

ed
W

ay

Access
to the Other Facilities



3-14 

 配置・ゾーニング計画 (2)

新規施設は、検査のための施設・機材整備を実施する目的で、下記の主要４区域のゾーニングで、

CPHL 側と合意に至った。以下の計画施設の４つの主要区域について、ゾーニング、動線および配置

計画を検討する。 

特に、バイオセーフティおよびバイオセキュリティの観点から、主要区域においては、構造計画、

設備計画上かつ感染防止管理上必須となる封じ込め区画およびアクセス制限区画を確実に担保する

計画とする。なおサービス区域の感染防止管理上の区画は、BSL2 管理区域に含める計画とする。 

 検査室区域（BSL2 検査室、バイオバンク、研修用検査室等） 

 サービス区域（洗浄室、サービス廊下等） 

 事務管理区域（エントランスホール、事務室、教室を含む） 

 機械/電気室等ユーティリティ区域 

新規施設の位置は既存施設を含む FMoH 施設と複合敷地内に計画するため、動線上出来る限り既

存 CPHL 施設に近づけ連携を考慮する。 

本来、バイオセキュリティ上、複合敷地全体を囲む既存コンクリート塀を敷地境界レベルとして一

次安全区画と計画するが、この既存塀の中には複数の既存施設が点在しており、バイオセキュリティ

上の一次安全区画として扱うには管理が難しいと判断した。よって、新規施設用の塀を一次安全区画

と設定することにより、バイオセキュリティ上の安全を確かなものとする。新規施設外壁を二次安全

区画とし、施設内の BSL2 管理区域を三次安全区画する。特に、新規施設は、バイオセキュリティお

よびバイオセーフティの基本を踏まえて、各区域とは、構造的かつ安全管理区画上でも独立した施設

として配置計画する。本施設のゾーニングプランは、図  3-4 の通りである。 

 

図  3-4 配置・ゾーニングおよび動線計画 
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 建築計画 3-2-2-2

 基本構成 (1)

計画施設の４つの主要区域（検査室区域、サービス区域、事務管理区域、機械/電気室等ユーティ

リティ区域）の基本構成等は、以下の通りである。 

① 検査室区域（BSL2 管理区域） 

 準備ホール-2 

 前室、廊下 

 BSL2 検査室（8 室） 

 バイオバンク（2 室） 

 研修用検査室、前室、準備ホール 

② サービス区域 

BSL2 管理区域 

 準備ホール-1 

 検体受付室、検体室 

 試薬室、倉庫、廊下 

 サービス廊下-1 

一般区域 

 サービス廊下-2・洗浄室、有害廃棄物倉庫、倉庫 

③ 事務管理区域 

 事務室（モニタリング室を含む） 

 スタッフ室（2 室） 

 研修用教室 

 所長室（会議室を含む）および副所長室 

 会議室 

④ 機械／電気室等ユーティリティ区域 

 地下機械室 

 機械・電気室 

 施設コンポーネントの内容 (2)

本計画の施設コンポーネントは表  3-7 の通りの構成である。 
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表  3-7 施設コンポーネントの構成 

階 所要室 

地下階 機械室、受水槽室、配管ピット 

1 階 

細菌学検査室（培養・遺伝子抽出、遺伝子増幅）、ウイルス学検査室（遺伝子抽出、遺

伝子増幅）、寄生虫学検査室、メディア室（細菌）、マスターミックス室（細菌、ウイ

ルス）、準備ホール-1・2、バイオバンク（細菌、ウイルス）、検体受付室、検体室、

サービス廊下、試薬室、有害廃棄物倉庫、倉庫、洗浄室 
エントランスホール、廊下、事務室、モニタリング室、スタッフ室-1、トイレ（男性／

女性）、階段室 
電気室 1  

2 階 

研修用検査室、研修用準備ホール 
研修用教室、所長室、副所長室、会議室-1・2、スタッフ室-2 
トイレ（男性／女性）、階段室、倉庫 
空調機械室、換気機械室、電気室 2 

塔屋 高架水槽置場、倉庫 

付帯設備 
犬走り、駐車場、構内道路および歩道、浄化槽、焼却炉、焼却物ピット、オイルタンク

置場、変圧器置場、警備員室 

 

 平面計画 (3)

平面計画にあたっては、ゾーニング、各諸室の機能・規模検討に基づき計画する。平面計画の主な

方針は、次のとおりである。 

 バイオセキュリティの面から、侵入を防ぎながら、外部の視認性を確保しつつ、内部の事故の

際は避難路にもなるよう、外周部開口部には合わせガラスを計画し、設備的にもカード認証方

式入退室管理設備、監視カメラ設備を備える。 

 BSL2 管理区域の直上階に専用空調・換気機械室等を設置するなど、工事施工上の円滑さ、お

よび感染防止上の安全な運用、維持管理を考慮した計画とする。 

 地下階を含む 3 層構造の各階における諸室の計画は、感染防止管理区域の範囲・管理レベルを

踏まえ、BSL2 検査室、検査室専用空調換気設備および感染性廃水処理設備用機械室の配置、

ヒト・モノの管理動線の整理に十分に配慮した計画とする。 

 公衆衛生検査棟の各室計画 (4)

1) 検査室区域 

中央公衆衛生検査室の 8 検査室を 1 階に、研修用検査室を 2 階に配置する。それぞれ BSL2 管理区

域として明確に分離する。事務管理区域と感染防止管理区域の境界に位置する扉、感染防止管理区域

内の扉、窓は高気密仕様とし、検査室内の気密・気流の保持を確実、安全に実施できる計画とする。 

各検査室への動線上に準備ホール、前室を計画し、入退室管理、気流管理を行う。 



3-17 

 

図  3-5 BSL2 管理区域 

BSL2 管理区域　検査室区域

２階平面図

１階平面図 凡例

BSL2 管理区域
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① BSL2 検査室（8 室） 

既存施設の利用状況の確認に基づき、新規施設の BSL2 検査室（8 室）は以下の構成とする。 

 ウイルス学検査室（3 室：遺伝子抽出、マスターミックス室、遺伝子増幅） 

 ウイルス（遺伝子抽出）： 検査検体の前処理、ウイルス感染有無の確認および DNA 解

析のための DNA 抽出を行う。 

 マスターミックス室： PCR（複製連鎖反応による DNA の増幅）のため抽出した DNA

と各種試薬との混合を行う。 

 ウイルス（遺伝子増幅）： PCR 法により DNA を増幅してウイルスの有無を検出する 

 細菌学検査室（4 室：培養・遺伝子抽出、メディア室、マスターミックス室、遺伝子増幅） 

 細菌検査室（培養・遺伝子抽出）： 検査検体の前処理、細菌および細胞の培養および

DNA 解析のための DNA 抽出を行う。 

 メディア室： 細菌および細胞の培養のための培地を作製する。 

 マスターミックス室： PCR 法（複製連鎖反応による DNA の増幅）のため抽出した DNA

と各種試薬との混合を行う。 

 細菌学検査室（遺伝子増幅）： PCR 法により DNA を増幅して細菌の有無を検出する 

 寄生虫学検査室 （1 室）： 寄生虫の有無とその形態学的同定検査 

 

図  3-6 BSL2 検査室平面計画案 

各検査室は、2～3 名の検査技師等検査スタッフの配置を想定する。 
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検査室の仕様は、基本的に実験室バイオセーフティ指針（Laboratory Biosafety Manual, Third Edition,  

WHO）を踏まえ計画する。ヒト・モノの管理動線の設定、気密・気流管理の確保、安全キャビネッ

ト、オートクレーブ等特殊検査室機材の配置、中性能フィルター設置を含む高度な空調換気設備の導

入等に十分に配慮した仕様とする。 

検査室に配置されるアイランドタイプ実験台の両側に 1.2m～1.3m の作業スペースを確保し、安全

キャビネット等の検査機材を壁側に沿って設置することが可能な規模として検査室を計画する。検査

室間の戸境壁には窓開口を設け、事故等の緊急時の対策として、常時、検査室相互の作業状況を目視

確認できる作業環境とする。 

検査室の壁・天井・床は、鉄筋コンクリート躯体に直仕上げとし、耐水性、耐薬性でかつ安価で清

掃が容易となるような内装用塗装仕上げ（ポリウレタン樹脂塗料）、床も耐薬品性塩ビ長尺シートを

計画する。 

検体の扱いについては、各検査室に設置されたパスボックスを介して受け渡しを行う計画である。 

BSL2 検査室の汚染物は各検査室に設置された滅菌装置にて処理をし、準備ホール-1 との出入口と

は反対に位置するサービス廊下を通じ、洗浄室、搬出出口へと汚染物からの感染リスクを防止する計

画とする。図  3-7 に想定する検査室用のガウン、個人防護具（Personal Protective Equipment：PPE）

着脱フローを示す。 

 

図  3-7 BSL2 管理区域内のガウンテクニック・PPE 着脱フロー 

② 前室 

検査室の入退室は気密・気流管理を施した前室を介して行うものとし、検査室内の前室出入口近

辺に手洗いを設ける計画とする。前室の扉は自動閉鎖式とし、同時に両側の扉が開かないインター

ロッキングシステムとする。壁は高気密性の金属製パネルを計画する。前室への入退室にもカード

認証方式を採用し、セキュリティ対策を行う。非常時に備えて緊急シャワーを備えた部屋を経由で

きる“シャワーアウト”を計画する。 

②　感染管理区域更衣室
　　BSL-2用ガウン、作業着の着用

①　一般区域
　　スタッフ室　
　　持物をロッカーに保管

Ｐ２ラボ　前室
（インターロッキング）

Ｐ２ラボ

Ｐ２ラボ　前室
（インターロッキング）

Ｐ２ラボ

準備ホール

準備ホール

ホール１

ホール１

スタッフ室

緊急シャワー
カードキーカードキー

緊急シャワー
カードキーカードキー

スタッフ室

BSL 2 Area
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③ 準備ホール-2 

準備ホールには天井を設け、天井高さは機能性と経済性を考慮し 2.8m で計画する。 

④ バイオバンク 

バイオバンクは、感染性のない細胞等のためのスペースと感染性検体等のためのスペースを考慮

する。所要室の計画は冷凍室仕様ではなく冷凍機を設置することを前提とする。 

⑤ 研修用検査室 

外部の研修生に対して、研修時の実習用検査室。ウイルス用、細菌用に区別せずに共用の研修専

用検査室として実習を行う。検査室使用人数は 15～20 人程度を想定する。 

2) サービス区域 

① 準備ホール-1（BSL2 管理区域） 

この部屋の出入り口ドアから管理区域へのアクセスコントロールを行う。また、滅菌ガウン着用

（ガウンテクニック）のスペースを兼ねており、そのためのロッカーを設置する。 

② 検体受付室、検体室（BSL2 管理区域） 

検体の扱いは、エントランスホールに設置されたインターホンにより、検体受付室ドアより専属

担当スタッフを呼び出すことで搬入を管理する。 

③ 試薬室、倉庫（BSL2 管理区域） 

検査のために必要な諸室を計画する。 

④ サービス廊下-1（BSL2 管理区域） 

各検査室で処理された感染性廃棄物、汚染物を排出する経路となる。 

⑤ サービス廊下-2・洗浄室、有害廃棄物倉庫 

洗浄室内部には超純水製造装置を設置する。 
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図  3-8 サービス区域平面計画案 

3) 事務管理区域 

検査業務およびバイオセキュリティの管理を円滑かつより安全に実施するため、検査室区域に隣接

して事務管理区域を計画する。事務管理区域には、事務管理室、スタッフ室等の居室のほか、共用部

分として便所、廊下等を計画する。 

① 事務管理室（モニタリング室を含む） 

新施設の事務管理および、バイオセキュリティおよびバイオセーフティ上の検査室内のモニタリ

ング、施設内のセキュリティ管理全てをここで行う。事務スタッフは 2-3 人を予定されている。ま

た、外部から来る人を監視できるように、エントランスホールに面し、ホール側に受付カウンター

を設ける。更に、エントランスホールにはテレビ監視装置等を設置し、セキュリティの万全を図る。 

② スタッフ室（2 室） 

スタッフ室-1 は検査技師等の検査結果解析・休憩スペースの役割の部屋で、部屋の窓は外部に

面し、収容人数は、10 人程度を想定する。また、スタッフ室-2 は外部からの人を対象に、ここで

打ち合わせ等を行う。なお、小会議等については、2F に設置した会議室-2 を利用するが、多数で

行う会議、講演等は既存 CPHL 施設の会議室を利用する計画である。 

検査室区域 

サービス区域 
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③ 研修用教室

外部の研修生に対して、研修時の座学用教室。教室使用人数は 10～15 人程度を想定。 

④ 所長室（会議室-1 を含む）および副所長室

新規施設の責任者の執務室を計画する。各室とも各 2 人を想定。 

図  3-9 事務管理区域平面計画案 

4) 機械/電気室等ユーティリティ区域

① 地下機械室

BSL2 検査室において発生する感染性廃水の処理設備と受水槽等を設置する。廃水貯留槽、高温

蒸気滅菌処理装置等は検査室の直下階（地下階）に配置し、受水槽が設置される区域とは明確に区

画し、リスクを避ける計画とする。搬入路確保のためドライエリアに面してシャッターを計画し、

内部は地下水への対処のため 2 重壁とする。 

② 機械・電気室：

主に空調換気機器が設置される機械室と自家発等の電気室。地下機械室と同様に、一般空調関係

と BSL2 検査室関係の機械室とは明確に管理区画し、リスクを避ける計画とする。研修用諸室へ隣

接する機械室の壁は、騒音を極力抑えるため 2 重壁とし、下階の検査室への騒音対策ため床は一部

を浮き床仕様とする。

5) 面積表

計画施設の各諸室の面積は以下の表  3-8 による。 
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表 3-8 計画施設の諸室面積表 

部門 
管理 

レベル 
室 名 面積［m2］ 規模［m2］ 

検査室区域 
BSL2 

管理区域 

細菌学検査室（培養・遺伝子抽出）（前室 2 室含む） 80.68 

624.80 

細菌学検査室（遺伝子増幅）（前室 2 室含む） 40.43 

マスターミックス室、メディア室（細菌） 45.51 

ウイルス学検査室（遺伝子抽出）（前室 2 室含む） 77.18 

ウイルス学検査室（遺伝子増幅）（前室 2 室含む） 40.43 

マスターミックス室（ウイルス） 35.00 

寄生虫学検査室 33.25 

準備ホール-2 190.16 

バイオバンク（細菌） 22.82 

バイオバンク（ウイルス） 47.25 

PS、EPS 12.09 

サービス区域 

BSL2 

管理区域 

検体受付室、検体室 29.75 

164.20 
サービス廊下-1 37.29 

準備ホール-1 51.65 

試薬室、倉庫、廊下 45.51 

一般 

管理区域 

洗浄室 77.88 

174.77 有害廃棄物倉庫、倉庫 49.76 

サービス廊下-2 47.13 

事務管理区域 一般管理区域 GF 

エントランスホール、廊下 112.96 

283.90 

事務室、モニタリング室 50.58 

スタッフ室-1 37.70 

トイレ（男性） 31.31 

トイレ（女性） 30.88 

階段室 20.47 

検査室区域 
BSL2 

管理区域 
1F 

研修用検査室 

（前室 2 室、倉庫含む） 
64.95 

95.55 

研修用準備ホール 30.60 

事務管理区域 

一般管理区域 

1F 

研修用教室 45.34 

306.65 

所長室、会議室-1 32.05 

副所長室 11.40 

スタッフ室-2 20.19 

会議室-2 48.69 

倉庫 9.50 

トイレ（男性） 15.44 

トイレ（女性） 15.44 

廊下 79.28 

階段室 29.32 

PH、地下 
倉庫 50.54 

120.62 
階段室 70.08 

機械室、電気室 

電気室 1 (GF) 24.50 

1,186.58 機械室 1 (BF) 322.88 

機械室 2 (1F)・電気室 2 (1F) 839.20 

Total 
2,957.07 

→約 2,960 m2 
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 断面計画 (5)

断面計画にあたっては、公衆衛生検査室という特殊条件と、この地方の風土・気候を十分に考慮し、

以下の点に留意して計画する。 

 将来的な雨水被害および洪水を考慮した床レベルの設定とする。 

 屋根形状は室外機を設置するため陸屋根を基本とし、水勾配は 2/100 とする。断熱材を敷き込

み建物全体の熱負荷の低減を図る。 

 強烈な日差しおよび雨季における激しい雨の吹き込みを遮るため、出入り口には庇の設置を計

画する。 

 事務管理部門の 1 階基準階高 4m、2 階は 3.8m、居室基準天井高さを 2.8m とし、天井裏で機

械設備配管等に支障のない計画とする。 

 準備ホールはほこり、汚れ対策のために天井を貼り、基準天井高さを 2.8m とする。 

 検査室（1 階）の基準階高は 4m、空調機械室（2 階）の基準階高は 5m、感染性廃液排水処理

設備（地下）の基準階高は 4m とする。天井を設けないスラブ直仕上げとし、空調換気用およ

びバイオセーフティキャビネット用の給排気ダクトを露出できる断面とする。機器の設置、維

持管理作業に支障のない空間を確保する計画とする。 

 

 

図  3-10 断面計画案 

BSL2管理区域
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 構造計画 3-2-2-3

 基本方針 (1)

構造計画については以下の方針とする。 

 計画敷地の地質、地下水位、支持地盤等の地盤状況を的確に把握し、安全で合理的な基礎およ

び地下階を計画する。試掘の結果、2.4 m から少量の水がでる箇所も確認された。水の出ない

試掘場所もあること、かつ少量であるため、天候によるものと考えられるが、地下部分には釜

場、ポンプを設置して、排水計画には特に留意する。 

 長期荷重時におけるたわみ、振動等も考慮して、使用上支障のない構造形式とする。 

 強風等、短期荷重時においても建物の耐力を損なうことなく十分な安全性を持たせることを基

本とする。 

 現地にて施工が容易となるよう、単純で耐久性のある工法・構造計画とする 

 工法と使用材料 (2)

工法は現地にて一般的かつ経済的な鉄筋コンクリート造ラーメン構造を主体とする。壁体は鉄筋コ

ンクリートを基本とする。屋根は鉄筋コンクリート造の陸屋根を計画する。地下に配管用にピットを

計画する。 

 構造設計方針 (3)

 長期許容支持力度は 300kN/m2とする 

 土間床下は厚 150mm の砕石敷きとする。 

 基礎下端レベルを GL-1.5m とする直接基礎（独立基礎）とする。基礎下の地業は砕石 150mm

＋捨てコンクリート 50mm とする。 

 地下ピットの床版は土間コンクリート 150mm、砕石敷き 150mm とする。 

 耐震設計については (5) 3-2-1-4(5)に記述のとおり。 

 耐風設計については、基準速度圧を 30m/sec とする。 

 設計用積載荷重について、屋根、事務室および検査室の積載荷重は日本国基準に準じて下記の

値とする。 

表  3-9 設計用積載荷重 

床・小梁用設計用積載荷重 
屋根 900N/m2 

事務所 2,900N/m2 

検査室 2,300N/m2 

 使用材料 (4)

表  3-10 の使用材料を採用する。 
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表  3-10 構造材料の仕様 

コンクリート 

基礎～1 階床 24N/mm2 

1 階柱～2 階床 24N/mm2 

2 階柱～屋根 24N/mm2 

鉄筋 

丸鋼 φ6～φ9 

異形鉄筋 SD295 D10～D14 

異形鉄筋 SD345 D16～D25 

 

 設備計画 3-2-2-4

 給排水衛生設備 (1)

1) 給水設備 

① 水源 

既存 CPHL は対象サイト内にある井戸を水源としているが、同敷地の前面道路に市水網が整備

されている。ラゴス州水道局(Lagos State Water Company)との協議で引き込みが可能との回答が得

られたため、水質・水量が不安定な井水の利用をせず、市水から引き込む計画とする。尚、先方負

担により水道本管から分岐し、敷地内へ 70m 程の給水引込工事を行う計画である。 

 水道本管径       150mmφ    

 給水圧力      0.1MPa  

 想定引き込み管径  50mmφ 

② 想定 1 日使用水量 

使用者・想定数 スタッフ 30 人 

 来客者 （研修者を含む） 40 人 

 合計 70 人 

一人当平均日使用水量（生活用水） 70 ㍑／人日 

これらの条件から一日使用水量は下記計算式より、8 m3／日と想定される。 

 スタッフ・来客者 70 人×70 ㍑／人日＝  4,900 ㍑／日 

 シャワー室 5 箇所×4 人×150 ㍑／回＝ 3,000 ㍑／日 

 洗浄用流し 3 台×150 ㍑／台＝  450 ㍑／日 

合計 8,350 ㍑／日 → 8 m3／日 

③ 給水方式と主要機器容量 

新設建物の給水方式として、必要な給水圧力を確保するために高架水槽を新設建物塔屋に設置し、

重力式で安定した給水圧力を確保できる高架水槽方式（受水槽＋揚水ポンプ＋高架水槽）を計画す

る。 

受水槽は衛生面に配慮し地上置き型 FRP 製とし、使用中の清掃も可能なように中仕切りを設け 2

槽式とする。受水槽容量は、断水の可能性もあるので一日使用量と同等とする。受水槽は地階の受
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水槽室に設置する。 

 受水槽： 容量 8m3/日 × 100% ＝ 8m3 

  外形寸法 2m×4m×1.5m（高さ） 

 高架水槽： 容量 8m3/日 ×1/4 ＝ 2m3 

  外形寸法 1m×2m ×1.5m（高さ） 

④ クロスコンタミネーションの防止 

BSL2 検査室への給水系統には配管内負圧による逆流を防止するため、逆流防止弁（Backflow 

prevention valve）を設置する。 

2) 排水設備（生活系排水および感染性排水） 

計画施設の排水系統は BSL2 管理区域外で発生する生活排水（汚水、雑排水）系統と、管理区域内

から発生する感染の恐れのある実験系排水系統を完全に分離し排水を行う。 

生活排水は新設する浄化槽で処理しその処理水を浸透槽で地中浸透させる。一方、BSL2 管理区域

内の実験排水系統は検査室内のラボシンク、手洗い、緊急シャワーからの排水を集水し、滅菌排水処

理装置にて滅菌をし、その後浸透槽により地中浸透させる。 

滅菌排水処理装置はバッチ処理式とし、蒸気による高温滅菌方式とする。滅菌排水処理装置は BSL2

検査室下部の区画された機械室内に設置する。 

建物の屋根、敷地内舗装面で集水する雨水は、既存施設と同様に、建物外周に浸透桝、砕石敷き犬

走り等を設け処理する。 
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図  3-11 排水設備系統図 

3) 衛生器具設備 

既存施設内トイレに設置されている大便器は洋風大便器のみであり、計画施設でもすべて洋風大便

器として計画する。また、不特定多数の利用者を対象とする施設ではないことを踏まえて、障害者用

トイレは人員配置計画上のニーズを確認のうえ、現地の建築基準に則して計画する。 

4) 消火設備 

ナイジェリアでは British Standard（BS）をベースとした現地の建築基準等が整備され準用されてい

るため、計画施設においても同基準を考慮した設計が必要である。本プロジェクトでは建物用途、規

模から判断し、初期消火に有効な屋内消火栓および消火器を計画することとし、現地法規、基準との

整合を確認する。特に、BSL2 検査室はその入退室が管理されており、迅速な消火が可能なよう各検

査室出入口に消火器を設ける。 

 空調換気設備 (2)

1) 空調設備 

本プロジェクト対象サイトであるラゴス市はほぼ赤道直下、北緯 6.5°、標高約 41m に位置する。

気候はサバナ気候で比較的雨の多い雨季（5 月～7 月）と乾季（11 月～4 月）がある。 

世界各都市の空調設備の設計条件が整備されているアメリカ冷凍空調技術者協会（ASHRAE ：

American Society of Heating, Refrigerating and Air-conditioning Engineers, Inc.）の気象データによると設

計外気条件（冷房時 超過危険率 1.0％）は以下の通りである。 
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設計外気条件： 乾球温度 33ºC、湿球温度 28ºC 日温度差 7 ℃ 

（出典：ASHRAE Weather data: at Lagos） 

このような気候と計画建物の室用途に配慮し、塵挨や高温多湿な環境条件が望ましくない諸室や業

務の効率化を図るために適切な室内環境保持が必要な諸室に空調設備を計画する。 

一般空調設備を設ける諸室は、バイオバンク、試薬倉庫・倉庫、事務室・管理室、スタッフ室とす

る。一般空調設備として、各室個別に運転操作できるパッケージ型空調機を計画する。 

2) 換気設備 

臭気や、熱、湿気を排除するために下記の諸室については機械換気設備を設ける。  

前述の ASHRAE 基準や、日本国国交省設計基準を参考に本プロジェクトで適用する換気設備設計

基準を表  3-11 に示す。 

表  3-11 換気設備設計条件 

室名 換気種別 単位換気量 備考 

一般空調対象居室 給気ファン 25m3/人・時間 新鮮空気導入のため 

倉庫 排気ファンのみ 5 回/時間  

便所 排気ファンのみ 10 回/時間 臭気除去のため 

受水槽室 排気ファンのみ 3 回/時間  

電気室 排気ファンのみ 10 回/時間 発熱量除去のため 

発電機室 給排気ファン 25～30 回/時間 燃焼用空気供給と発熱量除去 

 

3) BSL2 検査室の空調換気設備 

本プロジェクトの目的である BSL2 検査室の整備における施設設計では、下記の国際基準および我

が国の基準に準拠し、施設の国際認証を得ることが可能となるよう計画する。 

 WHO：Laboratory Biosafety manual, third edition（実験室バイオセーフティ指針） 

 CDC：Biosafety in Microbiological and Biomedical Laboratories 

 国立感染症研究所：病原体等安全管理規定 

実験室バイオセーフティ指針において、BSL2 検査室は、個体へのリスクが中等度、地域社会への

リスクは低い WHO リスク群 2 に該当する。BSL3 検査室（封じ込め実験室として感染リスクの高い

WHO リスク群 3 に該当）ほど感染防止管理措置は厳密としないものの（厳密な陰圧管理、HEPA の

使用や検査室内ガス滅菌を想定した気密管理等）、それに準じた空調換気システムを検討する。空調

換気機器類は施工性、およびメンテナンス性を考慮し、実験室直上に計画する 2 階機械室に設置する。 

 実験室内が陰圧になるように換気の設定を行うする。 

 運用面を考慮して、各室単独の空用調換気設備を設ける。 

 空調換気機器のメンテナンスを実験室内で行わない様に、直上階の 2 階機械室にパッケージ型

室内機（ダクト接続型）を設置する。 

 これら実験室空調換気システムを管理するため関連機器の運転状態の監視、検査機材等の警報

確認等ができるよう運転制御監視盤を事務管理区域内のモニター室に設置する。 
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図  3-12 に、BSL2 検査室の空調換気系統図を示す。 

 

図  3-12 BSL2 検査室空調換気系統図 

 電気設備 (3)

1) 受変電設備 

既存施設は電力公社 EKO Electricity Distribution Company (EKEDC)より 33KV 中間電圧受電をして

おり屋外に設置されている変圧器により低圧とし、各建物に配電をしている。既存引き込み用中圧配

電網は、ケーブルが劣化していること、また、CHPL 以外の周辺建屋へ低圧分岐供給されているため、

新規計画建物への電力供給は新規引き込みが望ましいと判断し、既存配電網の変圧器とは別に変圧器

を設置する事とした。先方負担により 500m 離れた Nigerian Institute of Medical Research（NIMR）か

らの電線での引き込み、もしくは 700m 離れた変電所から地中ケーブルで供給される。 

受電電力：  11KV 3 相 3 線、50Hz 

受変電設備の想定容量算定は、表  3-12 により算出した合計容量とする。 

表  3-12 想定負荷容量 

負荷名称 
負荷密度 
(VA/m2) 

床面積 
(m2) 

負荷容量 
(KVA) 

備考 

照明コンセント負荷 30 3,000 90.0  

BSL2 検査室空調設備機
器・機材 

30KVA 
（検査室） 
400 VA/m2 
（その他） 

検査室 8 室 
その他 BSL2 管理区域 519.98 
（バイオバンク、準備ホール-2、サービ
ス区域（BSL2）、研修用検査室、準備
ホール） 

30×8 
519.98×0.4 

 
計 448 

 

空調設備機器 100 VA/m2 
事務室、スタッフ室、研修用教室、所長
室、副所長室、会議室 245.95 

25 一般空調 

衛生設備機器 - - 30  

計   593  
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想定設備容量合計は 593KVA であり、需要率を 50％と想定すると最大需要電力は下記の通りであ

る。 

想定容量：593KVA × 0.5 ＝ 296.5KVA → 300KW  

2) 非常用発電機設備 

本プロジェクト地域は午前中と夕方 2 時間ずつの電力供給のみで、そのほかの時間は連続停電にな

る。計画施設には、封じ込め機能および検査機能を確保する上で電源停止が致命的となるバイオセー

フティキャビネット、グローブボックス、フリーザー（-30℃、-80℃）、薬品冷蔵庫、インキュベー

ター等の機材が設置される。また、厳格な BSL2 マネジメントの運用が要求される各検査室の空調換

気設備は停電においても継続運転が必須であることなどから、非常用発電機を新設する。非常用発電

機の容量は最大需要電力を見込む。 

一方、フリーザー（-30℃、-80℃）、インキュベーターへの電源は、24 時間供給する必要があるた

め、小型発電機により供給とし、その他の機材、施設全体用に低負荷時には単独運転、最大需要電力

時には同時運転とする 2 台の発電機を設置する。燃料タンクは合わせて１週間程度の運転時間を考慮

した屋外燃料タンクを設置する。 

 形式 低騒音ラジエータ冷却式 屋内設置型パッケージタイプ 

 発電機容量 3 相 4 線 380V 50Hz 200KVA ×2 台（燃料消費量：31.5L/時間） 

 小型発電機容量 3 相 4 線 380V 50Hz 37KVA ×1 台（燃料消費量：7L/時間） 

 運転時間 

全体負荷用発電機 8 時間×7 日＝ 56 時間 

夜間帯の低負荷時用小型発電機 24 時間×7 日＝ 168 時間 

 燃料タンク 4,000L 軽油（屋外設置） 

発電機(125KVA) 2 台×56 時間×燃料消費量 31.5L/時間×80％→2,822L 

小型発電機（37KVA） 1 台×168 時間×燃料消費量 7L/時間→1,180L 

電力変動に敏感な検査・実験機器等の機材については、機材側で無停電装置（UPS）を機材ポーショ

ンとして計画することとした。 

3) 幹線設備 

受変電盤から 3相 4線400／230V 50Hzで、負荷用途および施設の区分を考慮して系統分けを行い、

各々の分電盤を経て各所に配電する。幹線容量は接続される設備容量にあわせて適正な電圧降下、許

容電流値を満足するよう設定する。配線方式は、シャフト内はケーブルラック方式を原則とし、その

他は配管配線とする。尚、電圧変動が一般的な許容範囲±10％を超えることもあることから、施設側

の低圧配電盤から自動電圧調整器（AVR）を通して給電するような系統で幹線を設け、異常な電圧

変動等による機器類の機能不全や不具合の発生を防止するよう計画した。 
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配電方式は以下の通りとする。 

幹線： 3φ4W 230V/400V 

単相負荷： 1φ2W 230V 

動力負荷： 3φ3W400V 

4) 照明設備 

各諸室、廊下等は保守、ランニングコストに配慮し LED（Light Emitting Diode）直管型を主体とし

た照明計画を行う。照度基準（全般照度）として国際規格、JIS 規格の平均照度を参考にし、また、

ナイジェリア内の現状も加味し表  3-13 の通りとする。  

表  3-13 設計照度基準 

事務室、管理室、スタッフ室 350lux

BSL2 検査室 500lux

廊下、階段 150lux

便所、倉庫 100lux

機械室・電気室 150lux

照明の点滅は各室を原則とし、必要な小区画ごとに点滅できるように点滅回路をわける。電灯、コ

ンセント回路へは単相 2 線 230V で配電する。入退室管理される BSL2 検査室や階段等の避難経路に

は適宜誘導灯、非常照明の設置を計画する。 

5) 電話設備 

ラゴス市内では現在、携帯電話、データ通信サービスをおこなう民間通信キャリアが数社あるが、

その中でも電話、データ通信を複合したサービスを提供する会社は限られている。光ファイバーを用

いた高速広帯域ネットワークサービスによるキャリアがなかったため、インターネット接続同様、マ

イクロウェーブ回線を使用し、音声回線が有効になるシステムを計画する。 

計画施設では、事務室・管理室等のエリアに外線を使用できる電話機を想定し、検査室にはモニタ

リング室との通話が可能なインターホンを設置する。各検査室内のインターホンは、ハンズフリーに

より通話可能なものとする。 

計画施設へのマイクロウェーブ接続工事費用は先方負担とし、電話設備として IP 電話交換機（無

停電装置 UPS 付）および諸室には電話用モジュラージャックおよび内線電話機の設置を計画する。 

6) 構内ネットワーク 設備 

海外およびナイジェリア国内の各検査機関、研究機関との連携を考慮し、構内 LAN（Local Area 

Network）を設置する。この構内ネットワークは、インターネット接続として電話回線と同様に、マ

イクロウェーブによるワイヤレス方式によるデータ通信複合サービスを使用する計画とする。 

 LAN 規格：キャリア通信速度 6Mbps～10Mbps（ルーター設置）、 

 有線（CAT6）又はワイヤレス方式 

 データ通信速度：1000Mbps, 100Mbps 
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7) 入退室管理設備 

BSL2 管理区域への入退室を厳格に管理するため BSL2 検査室への主要動線には許可された人間の

み限定しその入退室記録が可能な入退室管理システムを設ける。カードリーダーとテンキー方式を採

用し、システム制御盤は事務管理区域内のモニタリング室に設置する。 

8) 監視テレビ設備 

BSL2 管理区域内の各検査室内、準備ホール、滅菌室等に監視カメラを設置し、モニタリング室内

でそれらの表示ができる監視テレビ設備を計画する。新設ゲート、建物出入り口にも監視カメラを設

置する。 

9) 非常呼び出し設備 

BSL2 管理区域内の各検査室内、準備ホール、滅菌室に非常ボタンを設置し、モニタリング室内で

それらの表示ができる非常呼び出し設備を計画する。 

10) 火災報知設備 

計画施設には火災報知設備を設ける。BSL2 管理区域は厳格な入退室管理が行われるので早期の火

災覚知が可能となるよう、煙感知器を含む自動火災報知設備を設ける。火災受信機はモニタリング室

に設置する。検査室前の前室のドアは電子錠でインターロック制御を行っているが、火災時はモニタ

リング室から緊急呼び出しインターホンでの確認後すべてのドアを解錠する。 

11) 避雷針設備 

雷による被害を避けるため、避雷設備を設けて新設建物全体を防護する。 

近年各国で内部雷による電子機器、コンピューター等の故障の被害が大きな問題となっている。落

雷した場合、直撃雷、誘導雷によって、電力、電話線等を通じて異常電流・電圧が電子機器に侵入し、

機材の故障を引き起こす。このためコンピューター、電話交換機、機材が電力線、電話線等からの異

常電流・電圧の影響を受けず、かつ、安定した電力の供給が可能な対策として配電盤内に SPD（Surge 

Protective Device:避雷器）を設置する。 

 廃棄物処理 (4)

感染性廃棄物焼却炉を整備する。各種廃液、検体（血液、尿等）および使用済みのディスポーザル

機材は、廃液廃水処理設備で滅菌するもの、オートクレーブで蒸気滅菌後に焼却処理するもの等に適

切に分別を行う。焼却処理された残骸、焼却灰は、行政等による廃棄物の回収・処理が行われていな

い現状を踏まえて構内に焼却物ピットを設け廃棄、保存する計画とする。 

なお、ソフトコンポーネントを通じて運用面での廃棄物処理マニュアルの整備とその徹底により適

正な廃棄物処理が可能なよう計画する。 
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 建設資機材計画 3-2-2-5

 基本方針 (1)

建設資機材計画については、ナイジェリアの気候、風土、現地建設事情、工期、建設費および維持

管理費等を考慮して、以下の点を基本方針とする。 

 建設資材については、施設の特殊性を踏まえて、検査室エリアは日本からの調達資材が多くな

るが、その他の一般施設は現地の工法を主体とした現地調達品の採用を原則として、建設費の

低減と工期の短縮を図る。 

 現地の気候・風土に適合し、耐候性に優れ、維持管理の容易な建設資材を選択し、維持管理費

の低減に努める。 

 CPHL は検査のための BSL2 検査室を有する公衆衛生検査室であり、本施設に求められる特殊

機能性を考慮し、設備計画、機材計画と整合した、合理的な建設資材選択を行う。よって、現

地調達で適切に入手できない資材は、日本からの調達を計画する。 

 現地工法・現地調達品についての適用にあたっては、既存施設の状況を十分に分析し、これを

参考とする。 

 建設資材選定 (2)

上記の基本方針に基づき、関連施設等について分析し、建設資材を計画する。また、一般的に使用

されている建築材料は、コンクリート、鉄筋を含めナイジェリア国内で入手できる。したがって、本

計画においては、一般建築材料は仕様および品質を確認の上、現地調達材料を最大限利用することを

方針とするが、無償資金協力案件であることも十分考慮し合理的な建設コストとなるように計画する 

1) 構造材 

本計画においては、鉄筋コンクリート造の柱・梁、床スラブによる躯体とコンクリートの壁を組み

合わせた工法とする。陸屋根部分は、鉄筋コンクリート造のスラブとする。 

2) 主要外部仕上げ材 

① 外壁仕上げ材 

外壁の仕上げについては、1 階の柱、梁も含めた主な外壁部分はモルタル下地の上、ポリウレタ

ン樹脂塗装仕上げとする。 

② 屋根材 

陸屋根部分は、火気や溶剤を使用せず、施工性が良く、更に下地の動きに大きく追従するゴムア

スファルト系塗膜防水を計画し、その上にモルタル保護層（厚 40～50 程度）を敷設することで塗

膜防水材の紫外線対策も考慮する。 

③ 外部建具 

外部に面している窓、出入口、ドア等の開口部には、アルミ製建具、スチール製建具を採用する。
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施設の用途上、セキュリティに万全を期す計画とする為、外部に面するガラス部分には、合わせガ

ラス、飛散防止フィルムを採用し、バイオテロ等へ十分な対策を取るものとする。 

④ 庇 

エントランス部への雨季の激しい雨の吹き込みを防ぐ為、エントランス部分に庇を設置する。勾

配屋根部と同様、コンクリート製とし、施工性の良いゴムアスファルト系塗膜防水とする。 

3) 主要内部仕上げ材 

① 床材 

主要諸室には、モルタル下地金ゴテ仕上げ、塩ビ長尺シートを計画する。便所には、現地でも一

般的な型磁器質タイル 300mm 角とする。ただし、検査室エリアには、清掃性と耐薬品性を考慮し、

耐薬品性塩ビ長尺シートを計画する。 

② 壁材 

主要諸室には、モルタル下地金ゴテ仕上げの上にポリウレタン樹脂塗装仕上げを採用する。便所

には陶器質タイル 300mm 角とする。検査室エリアも、モルタル下地金ゴテ仕上げの上にポリウレ

タン樹脂塗装仕上げとする。 

③ 天井 

事務管理区域の諸室においては、プラスターボード捨て貼り＋岩綿吸音板を計画する。 

BSL-2 管理区域は気密性、維持管理性を重視し、直天井とし、コンクリート打放補修の上にポリ

ウレタン樹脂塗装仕上げとする。 

4) 主要材料計画 

以上、本プロジェクトの建設資材の選定についての考察を述べたが、この結果を踏まえた主要材料

計画について表  3-14 に示す。 
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表  3-14 主要材料計画 

構造 鉄筋コンクリート造 

階高 1F：4,000 mm、2F：5,000 mm (一部 3,800mm) 

外部
仕上
げ 

屋根 

陸屋根：ゴムアスファルト系塗膜防水、モルタル保護層（厚 40～50 程度）、 
ワイヤーメッシュ、伸縮目地 

勾配屋根：モルタル下地金ゴテ仕上げおよび塗装仕上げ（ポリウレタン樹脂塗料）＋ 
屋根用弱溶剤系ポリウレタン樹脂塗料 

外壁 外壁部:モルタル下地金ゴテ仕上げおよび塗装仕上げ（ポリウレタン樹脂塗料） 

窓 アルミ製、合わせガラス（飛散防止フィルム） 

ドア アルミ製、スチール製 

内部
仕上
げ 

室名 
エントランス 

ホール 
BSL-2 検査室 スタッフ室 便所 廊下等 

床 

モルタル下地
金ゴテ仕上げ 
塩ビ長尺シー

ト 

モルタル下地金ゴテ
仕上げ 

耐薬品性塩ビ長尺
シート 

モルタル下地金ゴ
テ仕上げ、 

塩ビ長尺シート 

モルタル下地金ゴテ
仕上げ 

磁器質タイル 
300x300 

モルタル下
地金ゴテ仕
上げ、 
塩ビ長尺
シート 

壁 

合わせガラス 
アルミサッシ 

 

モルタル下地金ゴテ仕
上げ、 

塗装仕上げ 
（ポリウレタン樹脂塗

料） 

モルタル下地金ゴ
テ仕上げ、 
塗装仕上げ 

（ポリウレタン樹
脂塗料） 

モルタル下地金ゴテ
仕上げ、 

陶器質タイル 
300x300 

モルタル下地
金ゴテ仕上
げ、 
塗装仕上げ 
（ポリウレタ
ン樹脂塗料）

天井 

 コンクリート打放し補
修 塗装仕上げ（ポリ
ウレタン樹脂塗料）

プラスターボード
捨て貼り＋岩綿吸

音板 

セメント板二重貼
り、VP 塗装仕上げ 

プラスター
ボード捨て
貼り＋岩綿
吸音板 

天井高 2,800~6,900 3,600 2,800 2,800 2,800 

 

 機材計画 3-2-2-6

現地調査時に先方と確認した詳細な要請内容を基に、機材選定基準により 7 ネットワーク検査室お

よび CPHL に対する要請機材を整理した。7 ネットワーク検査室の施設名およびコードを表  3-15 に

示す。 

表  3-15 対象施設名とコード 

No. 施設名 コード 住所 

1 Irrua Specialist Teaching Hospital ISTH 
KM 87, Benin Auchi Road, P.M.B. 08, Irrua, 
Edo state 

2 University of Benin Teaching Hospital UBTH 
Ugbowo-Lagos Rd, Uselu, Benin City, Edo 
state 

3 University College Hospital Ibadan UCH 
Queen Elizabeth Road, Oritamefa, Ibadan, Oyo 
State 

4 University of Nigeria Teaching Hospital Enugu UNTH Ituku-Ozalla Enugu, Enugu State 

5 National Hospital Abuja NHA 
265 Independence Ave, Central Business 
District, Abuja 

6 
Lagos University Teaching Hospital, Virology 
Laboratory 

LUTH 
Ishaga Road, Idi-Araba, Lagos 

7 University of IIorin Teaching Hospital UITH Old Jebba Road,Oke Ose Ilorin, Kwara State 
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 CPHL を除く 7 ネットワーク検査室の機材計画 (1)

本プロジェクトにて支援するネットワーク検査室 7 施設の各対象部門は表  3-16 の通りである。

NCDC からの要請内容に基づき、検査対象部門の選定にあたり、検討した現地調査結果は表  3-17 の

通りである。表  3-17 に記載の検査室要件を満たしている、もしくは満たすことが先方負担事項によ

り合意された検査部門に機材整備を計画する。特に機材供与の前提条件として基礎インフラ（水道、

電気）や施設整備が挙げられていることから、FMoH のリーダシップによる確実な予算化が重要であ

る。 

なお、LUTH と UCH の細菌学検査室を除く 5 検査室ではウイルス検査と細菌検査が同じ微生物学

検査部門として設置されているため、両病原体診断にて必要となる PCR などの機器導入に関しては、

併せて１台とし細菌・ウイルス検査両方に供するものとする。 

表  3-16 機材導入対象検査部門と先方負担事項による改善項目（先方合意済） 

No. 施設名 
本プロジェクトに
て支援予定の病原

体の種類 

微生物検査室 
（ウイルスと細菌部
門が同一の検査室）

細菌検査室
の設置状況 

ウイルス検
査室の設置

状況 

先方負担事項による
改善を要するインフ

ラ整備 

1 ISTH ウイルス、細菌 各部門ごとに設置 〇 〇 PCR 検査 3 室の設置 

2 UBTH ウイルス、細菌 
微生物検査室として
設置 

〇 × PCR 検査 2 室の設置 

3 UCH 細菌 各部門ごとに設置 〇 〇 PCR 検査 3 室の設置 

4 UNTH ウイルス、細菌 
微生物検査室として
設置 

〇 × 
PCR 検査 3 室の設置 
給水設備の改善 
給電設備の改善 

5 NHA 細菌 
微生物検査室として
設置 

〇 × - 

6 LUTH ウイルス 各部門ごとに設置 × 〇 - 

7 UITH ウイルス、細菌 
微生物検査室として
設置 

〇 × 
PCR検査3室の設置給
水設備の改善 
給電設備の改善 

 

表  3-17 機材導入にあたっての要件および特記事項 

No. 施設名 細菌・微生物検査室における細菌検査 ウイルス検査 

1 ISTH ・ 現在 PCR 検査は実施されていない。PCR 検査 3
室（DNA 抽出、プレミックス、増幅室）の設置
と訓練を受けた技師の配置が必要。PCR 検査 3
室の設置を先方負担事項として合意済。 

・ 他ドナーの協力により機材供与がなさ
れ、適切に運用されているため導入が必
要な機材はないため、支援対象外とする。

2 UBTH ・ 今回の計画機材を設置し、運用させるプレミッ
クス および増幅室の確保が必要。PCR 検査 2 室
の設置を先方負担事項として合意済。 

・ ウイルス検査は細菌検査部門の中で実
施。 

・ HIV 検査が全自動 PCR 装置で行われて
いるが、この装置ではネットワーク検査
室の機能を果たすことはできない。 

3 UCH ・ 現在 PCR検査の運用はなく PCR検査室の開設が
必要。3 室の検査室設置と訓練を受けた技師の配
置が必要。PCR 検査 3 室の設置を先方負担事項
として合意済。 

・ ウイルス検査は今回の協力の対象組織で
はない別組織（大学）で実施されている
ため、本プロジェクト対象外とする。 

4 UNTH ・ 協力にあたっては、インフラの整備（電気と水
の供給）が必要。PCR 検査 3 室の設置を先方負
担事項として合意済。 

・ 未使用機材を稼働（リアルタイム PCR 関連機材）
してもらうことが必要。 

・ ウイルス検査は細菌検査部門の中で実施
されている。 
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No. 施設名 細菌・微生物検査室における細菌検査 ウイルス検査 

5 NHA ・ PCR 関連機材は適切に運用されているため、PCR
機材整備の必要はない。 

・ 老朽化した細菌培養関連機材の入れ替えが必要
である。検査室に対する改善事項はなし。 

・ ウイルス検査部門は独立して設置されて
おらず細菌検査部門の中で実施されてい
る。活動状況は良好で、機材も充実した
状況にあるため支援対象外とする。 

6 LUTH ・ 支援対象外とする。 
・ （参考）今後 PCR 検査を実施してゆく場合は

PCR ラボの開設、3 室の検査室設置と訓練を受け
た技師の配置が必要と考えられる。 

・ 適切に運用されている。 
・ 老朽化した機材の入れ替えと追加が必

要。検査室施設整備に対する改善事項は
なし。 

7 UITH ・ 活動時間中のバックアップ電源の確保が必要。 
・ 未使用機材を稼働すること（リアルタイム PCR

関連機材）が必要。 
・ PCR 運用に適切なラボ室がないため、3 室の検査

室設置と訓練を受けた技師の配置が必要。PCR
検査 3 室の設置を先方負担事項として合意済。

・ ウイルス検査部門は独立して設置されて
おらず、細菌検査部門の中で実施されて
いる。 

 

上記検討を踏まえてネットワーク検査室 7 施設に対する要請機材を整理し、各施設への整備機材を

表  3-18 の通り整理した。 

表  3-18 CPHL を除く 7 ネットワーク検査室の機材リスト 

No. 機材名 計 ISTH UBTH UCH UNTH NHA LUTH UITH

1 滅菌器、縦型 15 2 2 3 3 2 - 3 

2 バイオセーフティキャビネット 11 1 - 2 3 1 1 3 

3 血液培養装置 3 1 - 1 - 1 - - 

4 バーナー、電気式 2 2 - - - - - - 

5 遠心機、高速 4 - 1 1 1 - - 1 

6 遠心機、低速 6 - 1 2 1 1 - 1 

7 遠心機、小型 3 - - 1 1 - - 1 

8 椅子・机 - - - - - - - - 

9 CO2インキュベーター - - - - - - - - 

10 ディープフリーザ -30℃ 3 1 - - 1 - - 1 

11 ディープフリーザ -80℃ A 7 1 1 - - - 4 1 

12 ディープフリーザ -80℃ B - - - - - - - - 

13 ディスプレイ - - - - - - - - 

14 家庭用冷蔵庫 4 - 1 1 1 - - 1 

15 サーモブロック 3 - - 1 1 - - 1 

16 乾熱滅菌器 2 1 - - 1 - - - 

17 電気泳動セット A - - - - - - - - 

18 電気泳動セット B 1 - - - - - 1 - 

19 ELISA セット 3 - 1 - 1 - - 1 

20 ゲル撮影装置 1 - - - - - 1 - 

21 ホットプレート - - - - - - - - 

22 インキュベーター 14 2 4 2 2 2 - 2 

23 薬品冷蔵庫 13 1 2 3 3 1 - 3 

24 撹拌機 - - - - - - - - 

25 ピペットセット、シングル 7 1 1 1 1 1 1 1 

26 ピペットセット、マルチ 7 1 1 1 1 1 1 1 

27 顕微鏡、双眼 18 5 5 2 3 1 - 2 

28 顕微鏡、蛍光 1 - - - - - 1 - 

29 顕微鏡、倒立 1 - - - - - 1 - 
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No. 機材名 計 ISTH UBTH UCH UNTH NHA LUTH UITH

30 顕微鏡、教育 - - - - - - - - 

31 電子レンジ 1 - - - - 1 - - 

32 PCR ワークステーション 4 - 1 1 1 - - 1 

33 pH メーター 1 - - - - 1 - - 

34 電子天秤 2 - - - 1 - - 1 

35 精密天秤 1 - - - 1  - - 

36 リアルタイム PCR 4 - 1 1 1 - - 1 

37 分光光度計 - - - - - - - - 

38 棚 - - - - - - - - 

39 サーマルサイクラー - - - - - - - - 

40 タイマー - - - - - - - - 

41 トランスイルミネーター - - - - - - - - 

42 ボルテックミキサー 3 - - 1 1 - - 1 

43 恒温水槽 1 - - - 1 - - - 

44 蒸留器 4 1 - 1 1 - - 1 

45 実験台 A - - - - - - - - 

46 実験台 B - - - - - - - - 

47 実験台 C - - - - - - - - 

48 実験台 D - - - - - - - - 

49 実験台 E - - - - - - - - 

50 実験台 F - - - - - - - - 

51 実験台 G - - - - - - - - 

52 実験台 H 2 - 2 - - - - - 

53 実験台 I 14 - 5 3 3 - - 3 

54 バイオセーフティーキャビネッ
トメンテナンスセット 

- - - - - - - - 

55 AVR 0.5kw 46 8 10 6 8 3 4 7 

56 AVR 1.0kw 31 2 5 6 6 2 4 6 

 

 CPHL 検査室の機材計画  (2)

要請機材を基に、CPHL 検査室に対する機材を表  3-19 の通り整理した。これは建築により設定さ

れる各検査室の配置計画に合わせたもので、上述の選定基準も満足している。 

なお CPHL においては、2018 年からの既存施設改修により機材と検査室は大幅に整理・整備され

ている。今後現地側で既存施設の設備増強のために調達される機材と施設改修により、公衆衛生検査

等の CPHL の新規業務に対応してゆく計画である。これらの機材調達および運営予算確保について

は、NCDC により別途実施されることが確認されているため、本プロジェクトにおいての機材調達は、

新設される検査室のみを対象とし、表  3-19 の通り計画した。 
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表  3-19 CPHL 検査室の整備機材リスト 

No. 機材名 台数 No. 機材名 台数

受付 

1 薬品冷蔵庫 1 2 バイオセーフティキャビネット 1

寄生虫検査室 

1 顕微鏡、双眼 2 2 実験台 B 1

細菌学検査室 

培養・遺伝子抽出室 

1 滅菌器、縦型 1 2 バイオセーフティキャビネット 2

3 遠心機、高速 1 4 遠心機、低速 1

5 遠心機、小型 2 6 CO2インキュベーター 1

7 ディープフリーザー― -30℃ 1 8 ディープフリーザー -80℃ A 1

9 サーモブロック 1 10 インキュベーター 2

11 薬品冷蔵庫 1 12 撹拌機 1

13 ピペットセット、シングルタイプ 1 14 ピペットセット、マルチタイプ 1

15 顕微鏡、双眼 1 16 pH メーター 1

17 電子天秤 1 18 精密天秤 1

19 分光光度計 1 20 タイマー 1

21 ボルテックミキサー 2 22 恒温水槽 1

23 実験台 A 1 24 実験台 B 1

メディア室 

1 滅菌器、縦型 1 2 乾熱滅菌器 1

3 棚 2 4 蒸留器 1

5 実験台 C 1

マスターミックス室 

1 家庭用冷蔵庫 1 2 ピペットセット、シングルタイプ 1

3 ピペットセット、マルチタイプ 1 4 PCR ワークステーション 1

5 実験台 D 2

遺伝子増幅室 

1 電気泳動セット A 1 2 ゲル撮影装置 1

3 薬品冷蔵庫 1 4 ピペットセット、シングルタイプ 1

5 ピペットセット、マルチタイプ 1 6 リアルタイム PCR 1

7 サーモサイクラー 1 8 トランスイルミネーター 1

9 実験台 E 1 10 実験台 F 1

ウイルス学検査室 

遺伝子抽出室 

1 滅菌器、縦型 1 2 バイオセーフティキャビネット 2

3 遠心機、高速 1 4 遠心機、低速 1

5 遠心機、小型 2 6 ディープフリーザー― -30℃ 1

7 ディープフリーザー -80℃ A 1 8 サーモブロック 1

9 インキュベーター 2 10 薬品冷蔵庫 1

11 撹拌機 1 12 ピペットセット、シングルタイプ 1

13 ピペットセット、マルチタイプ 1 14 顕微鏡、双眼 1

15 顕微鏡、蛍光 1 16 電子レンジ 1

17 pH メーター 1 18 電子天秤 1

19 精密天秤 1 20 分光光度計 1

21 タイマー 1 22 ボルテックミキサー 2

23 恒温水槽 1 24 実験台 A 1

25 実験台 B 1
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No. 機材名 台数 No. 機材名 台数

マスターミックス室 

1 家庭用冷蔵庫 1 2 ピペットセット、シングルタイプ 1

3 ピペットセット、マルチタイプ 1 4 PCR ワークステーション 1

5 実験台 D 2

遺伝子増幅室 

1 電気泳動セット A 1 2 ELISA セット 1

3 ゲル撮影装置 1 4 薬品冷蔵庫 1

5 ピペットセット、シングルタイプ 1 6 ピペットセット、マルチタイプ 1

7 リアルタイム PCR 1 8 サーモサイクラー 1

9 トランスイルミネーター 1 10 実験台 E 1

11 実験台 F 1

バイオバンク（ウイルス）

1 ディープフリーザー -80℃ B 6

バイオバンク（細菌） 

1 ディープフリーザー -80℃ B 2

洗浄室 

1 蒸留器 1

研修室検査室 

1 滅菌器、縦型 1 2 バイオセーフティキャビネット 2

3 遠心機、高速 1 4 遠心機、低速 1

5 遠心機、小型 1 6 CO2インキュベーター 1

7 ディープフリーザー― -30℃ 1 8 サーモブロック 1

9 電気泳動セット A 1 10 ELISA セット 1

11 ゲル撮影装置 1 12 ホットプレート 1

13 インキュベーター 2 14 薬品冷蔵庫 1

15 撹拌機 1 16 ピペットセット、シングルタイプ 1

17 ピペットセット、マルチタイプ 1 18 顕微鏡、双眼 2

19 顕微鏡、教育 1 20 電子レンジ 1

21 PCR ワークステーション 1 22 pH メーター 1

23 電子天秤 1 24 精密天秤 1

25 リアルタイム PCR 1 26 分光光度計 1

27 サーモサイクラー 1 28 タイマー 2

29 トランスイルミネーター 1 30 ボルテックミキサー 2

31 恒温水槽 1 32 実験台 G 2

33 バイオセーフティキャビネット 
メンテナンスセット 

1    

研修室 

1 椅子・机 20 2 ディスプレイ 2

 



 

3-42 

 機材の主な仕様 (3)

計画機材の主な仕様は以下の通りである。 

表  3-20 計画機材の主な仕様 

Code No. 機材名 主な仕様 

1 滅菌器、縦型 

方式：縦型 
内寸：φ360-425 x H625-780mm 
温度：115 - 130℃より広い範囲 
外寸：W450 -670x D620-670 x H1,000-1,180mm 

2 バイオセーフティキャビネット 
方式：クラス II、タイプ A2 
作業エリア：W1,250-1,350 x D590-640 x H590-650 mm 
外寸：W1,300-1,600 x D720-800 x H1,850-2,000 mm 

3 血液培養装置 
方式：卓上式、ID/AST 自動システム 
サンプル量：40 ボトル以上 
モニタリング：自動処理 

4 バーナー、電気式 
方式：卓上式、電気バーナー 
適応：白金耳の滅菌 

5 遠心機、高速 

方式：自立式遠心機 
回転数：15,000 rpm 以上 
冷却機能：付属 
ローター：1.5, 2ml 及びマイクロプレート 

6 遠心機、低速 
方式：卓上遠心機 
回転数：0 - 6,000 rpm を含む 
ローター：15 及び 50ml 

7 遠心機、小型 
方式：小型遠心機 
回転数：10,000 rpm 以上 
ローター：6 本（1.5 又は 2ml）以上 

8 椅子・机 研修室用 

9 CO2 インキュベーター 

方式：ウオーターまたはエアージャケット式 
容量：160L 以上 
温度範囲：室温+8 - 45℃より広い範囲 
CO2 濃度：1 - 19.9%より広い範囲 

10 ディープフリーザ -30℃ 
方式：縦型 
温度範囲：-20 - -28℃以上の範囲 
容量：480L 以上 

11 ディープフリーザ -80℃ A 
方式：縦型 
温度範囲：-70 - -80℃以上の範囲 
容量：330L 以上 

12 ディープフリーザ -80℃ B 
方式：縦型 
温度範囲：-70 - -80℃以上の範囲 
容量：507L 以上 

13 ディスプレイ 
49 インチ以上 
壁取り付け式 

14 家庭用冷蔵庫 
方式：2 ドア、冷凍冷蔵庫 
冷蔵室：120L 以上 
冷凍室：43L 以上 

15 サーモブロック 

温度範囲：+ 5 - 95℃より広い範囲 
温度分布：±0.2℃以内 
温度設定・表示：デジタル 
ブロック：1.5 及び 2.0 ml 用 
容量：いずれも 20 本以上 

16 乾熱滅菌器 
方式：自然対流 
温度分布：±10℃以内 
容量：150L 以上 
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Code No. 機材名 主な仕様 

17 電気泳動セット A 
電源装置：1 式 
電気泳動槽：2 式 
ゲル作成槽：1 式 

18 電気泳動セット B 
電源装置：1 式 
電気泳動槽：4 式 
ゲル作成槽：1 式 

19 ELISA セット 

ELISA リーダー 
適応：96 穴マイクロプレート用 
測定範囲：0 - 3.0D より広い範囲 
波長：400 - 750nm より広い範囲 
フィルター：3 枚以上 
光源：ハロゲンランプ以上 
ウォッシャー 
適応：96 穴マイクロプレート用 
ポンプ：付属 

20 ゲル撮影装置 

カメラ：CCD、CMOS またはそれ以上に高品質なもの 
イメージサイズ：11 x 14 cm 以上 
光源：UV を含む 
操作・解析ユニット：付属 
分析用ソフト：付属 

21 ホットプレート 
プレートサイズ：260 x 230 mm 以上 
温度範囲：50 - 250℃より広い範囲 

22 インキュベーター 

方式：エアージャケット、自然対流 
温度範囲：室温+5 - 60℃以上の範囲 
温度分布：±1.0℃以内 
容量：150L 以上 

23 薬品冷蔵庫 
温度範囲：+2 - +14℃より広い範囲 
光遮断機能：付属 
容量：486 L 以上 

24 撹拌機 
方式：電磁式 
適応容量：50 - 3,000ml より広い範囲 
攪拌スピード：100 - 1,200 rpm より広い範囲 

25 ピペットセット、シングルタイプ

形式：マニュアル式、シングル 
容量設定：デジタル設定 
分注容量： 
A : 0.5 - 10 µL (精度：±2.0 %以内） 
B : 10 - 100 µL (精度：±2.0 %以内） 
C : 100 - 1000 µL (精度：±2.0 %以内） 

26 ピペットセット、マルチタイプ 

形式：マニュアル式、8 チャンネル 
容量設定：デジタル設定 
分注容量： 
A : 0.5 - 10 µL (精度：±8.0 %以内） 
B : 10 - 100 µL (精度：±4.0 %以内） 

27 顕微鏡、双眼 

形式：双眼顕微鏡 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x4, x10, x40, x100 オイル 
光源：LED 
観察法：明視野及び暗視野 

28 顕微鏡、蛍光 

形式：双眼蛍光顕微鏡 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x4, x10, x20, x40, x100 オイル 
光源：LED 
落射式蛍光装置：付属 
テクニック：明視野、暗視野及び蛍光 
励起フィルター：3 種類以上 
カメラセット：付属 
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Code No. 機材名 主な仕様 

29 顕微鏡、倒立 

形式：倒立顕微鏡 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x4 または 5, x10, x20, x40  
テクニック：明視野、位相差 

30 顕微鏡、教育 

形式：双眼顕微鏡、教育用 (2 人用) 
接眼レンズ：x10 
対物レンズ：x4, x10, x40, x100 オイル 
光源：LED 
テクニック：明視野及び暗視野 

31 電子レンジ 

形式：家庭用電子レンジ 
容量：16L 以上 
最大出力：600W 以上 
ターンテーブル：付属 

32 PCR ワークステーション 

形式：卓上式 
作業スペース：W600-720 x D520-580 x H560-780 mm 
HEPA フィルター：付属 
UV ランプ：付属 

33 pH メーター 

形式：卓上式 
測定方法：ガラス電極法 
測定範囲：0.00- 14.00 pH より広い範囲 
精度：±0.02pH 以内 
電極スタンド：付属 

34 電子天秤 
形式：上皿天秤、電子式 
計量範囲：3,200 g 以上 
精度：0.01g 以下 

35 精密天秤 

形式：上皿精密天秤、電子式 
計量範囲：200g 以上 
精度：0.1mg 以下 
風防：付属 

36 リアルタイム PCR 

ブロックタイプ：96 穴マイクロプレート及び 0.2ml チューブ 
PRC 反応量：3 - 30μL 以下 
温度範囲：30 - 98℃より広い範囲 
温度精度：±0.25℃以内 
加熱速度：4℃/秒以上 
冷却速度：2℃/秒以上 
光源：LED 
検出器：4 以上 

37 分光光度計 
形式：ダブルビーム式 
測定レンジ：200  - 1,100 nm より広い範囲 
スペクトルバンド幅：2nm 以下 

38 棚 
寸法：W1,100-1,300 x D440-480 x H1,700-1,900 mm 
棚板数：5 段 
材質：ステンレス 

39 サーマルサイクラー 

ブロックタイプ： 0.2ml チューブを含む 
温度範囲：5 - 99℃より広い範囲 
温度精度：±0.3℃以内 
ブロック温度レート：最大 3.0℃以内 
サンプル温度レート：最大 2.3℃以内 
コントロール方法：タッチパネル 

40 タイマー 
時間表示：2 以上 
計測時間：99 時間 59 分以上 

41 トランスイルミネーター 
適応：DNA や RNA の観察 
フィルター寸法：190 x 190 mm 以上 
透過波長：300 nm 以上 

42 ボルテックミキサー 
ヘッド：試験管用 
回転スピード：2,500rpm 以上 
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Code No. 機材名 主な仕様 

43 恒温水槽 
温度範囲：室温+5 - 60℃より広い範囲 
水槽容量：27L 以上 
温度設定および表示：デジタル 

44 蒸留器 

形式：卓上設置型 
蒸留量：1.5L/時間以上 
材質：強化ガラスまたはステンレス 
軟水器：付属 
受水タンク：10L 以上 

45 実験台 A 

形式：中央実験台 
寸法：（約）W3,600 x D1,500mm x H80 
付属品：棚、引き出し、コンセント 
椅子：付属 

46 実験台 B 

形式：中央実験台、シンク付き 
寸法：（約）W3,000+600（シンク） x D1,500 x H800 
付属品：棚、引き出し、コンセント 
椅子：付属 

47 実験台 C 

形式：サイド実験台、シンク付き 
寸法：（約）W1,200+1,200（シンク） x D750 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

48 実験台 D 

形式：サイド実験台 
寸法：（約）W3,000 x D750 x H800  
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

49 実験台 E 

形式：サイド実験台 
寸法：（約）W3,600 x D750 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

50 実験台 F 

形式：サイド実験台、シンク付き 
寸法：（約）W2,400 + 1,200（シンク） x D750 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

51 実験台 G 

形式：中央実験台、シンク付き 
寸法：（約）W3,600 + 600（シンク） x D1,500 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

52 実験台 H 

形式：中央実験台、シンク付き 
寸法：（約）W3,600 + 1,200 / 1,200 （シンク） x D1,200 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

53 実験台 I 

形式：サイド実験台 
寸法：（約）W1,800 x D750 x H800 
付属品：引き出し、コンセント 
椅子：付属 

54 
バイオセーフティ―キャビネッ
トメンテナンスセット 

構成： 
風速計、エアゾールフォトメーター、ホルマリンアンモニア用容器、
排気ファンセット、ホットプレート、PAO 発生装置、燻蒸セット、
ホルマリン濃度検知セット 

55 AVR 0.5kw 
容量：0.5kw 以上 
出力電圧：AC230V±3%以内 

56 AVR 1.0kw 
容量：1.0kw 以上 
出力電圧：AC230V±3%以内 
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 機材維持管理体制 (4)

機材維持管理は対象ネットワーク検査室に配置されている内部技術者を中心として実施する。高度

な技術レベルが必要な機材や、点検実施の証明が必要な機材については、代理店や第三者機関を活用

する。また本プロジェクトではソフトコンポーネントによりこれらの技術者に対する維持管理指導を

行うことを検討する。 

 検査機材代理店 (5)

ナイジェリアでは 10 社を超える検査機材代理店が確認できており、欧米メーカーの総代理店も数

多く含まれている。いずれも技術者を雇用しており、販売のみならず、設置、操作指導、メンテナン

スを行っている。日本メーカーについては、検査機材代理店は 7 社確認されている。計画機材の調達

においては、これらの代理店を活用することにより、維持管理機能の確保が容易になるよう配慮する。 

 電圧変動・停電に対する対応 (6)

電圧変動が動作に影響を与える可能性が高い一部の機材については自動電圧調整装置（Automatic 

Voltage Regulator：AVR）を付属する。CPHL においては、施設側に AVR を設置するため、この AVR

を利用し、機器本体には AVR を付属しない。 

停電対策については、施設に設置されるまたは現在使用されている発電機を利用する。短時間の停

電においても問題が発生する可能性のある機材（バイオセーフティキャビネット、PCR 装置、ELISA

セット）については無停電電源装置（Uninterruptible Power Supply : UPS）を付属する。 

 水質に対する対応 (7)

現在水質調査の実施により、水質については大きな問題がないものの、硬度がやや高いこと、そし

て多少の不純物が混入していることが確認されている。この状況に対応するため、蒸留器に対して

フィルターと軟水器の設置を検討する。 

 消耗品の調達数量 (8)

消耗品は、ナイジェリア国の代理店より調達が可能である。したがって、発注から輸入期間を考慮

して、6 カ月の間必要となる消耗品を含めることとする。 

 据付け計画について (9)

本プロジェクトにおける機材据付業務は、別途計画されている安全対策措置を遵守し、コンサルタ

ントおよび据付業者はネットワーク検査室での据付にかかる作業を行う。特に安全対策措置等の特記

事項は下記のとおりである。 

 コンサルタント邦人安全クラークが作成する SOP を基に据付業者が安全対策計画を作成する。 

 据付業者が策定する安全対策計画について、コンサルタント邦人安全クラークにより計画内容

の確認・検証をし、必要に応じ計画の是正、指導を行う。 

 据付業者は、据付作業時に安全業務調整要員を配置し、据え付け作業時における各施設側の安
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全要員（警備員含む）・移動時における武装警護警官との調整等、契約業者が作成する安全対

策計画に沿った管理等を担当する。また、据え付け作業前に、事態発生時の行動の確認等を含

む邦人技術者への安全講習の開催する。 

 エヌグ州、エド州、ラゴス州に位置する UNTH、ISTH、UBTH、LUTH 検査室据付作業時には、

検査室周辺の治安状況の分析や移動や宿泊時の安全対策に関するアドバイザーとして、現地人

警備総括を追加配置する。 

 邦人技術者のナイジェリア国における都市間移動（ラゴス市街への移動およびアブジャ市内第

2 リングロード外での移動含む）、アブジャ空港からの移動、サイトでの作業時、状況により

宿舎滞在間等に武装警護警官の警護を受ける。 

 移動手段の指定（利用できる場合、空路による都市間移動、車両移動の際は、アブジャを除き

原則 4WD 車両を使用） 

 アブジャ、ラゴス以外の地域における移動時において、予備車を配車する。 

 移動は日中（午前６時～午後６時）とする。ISTH（エド州、イルア）では安全面から適切な

宿泊施設がないため、据付作業は、移動時間を留意する。 

 安全対策に係る各種機器（衛星携帯電話、警報機、ハンディ GPS）の所持と活用 

 CPHL を除く NCDC ネットワーク検査室への機材搬入時期 (10)

以下の通り 2 回に分けて機材搬入を実施する。 

① CPHL1 回目および CPHL を除く７ネットワーク検査室 

CPHL に対しては旧棟の検査室スペースに対して、簡易設置な機材（ピペット、縦型オートクレー

ブ、遠心機）および多少の調整や機材間の接続が必要な機材搬入する。これらの機材は新規施設完

成に合わせて、CPHL 側の責任と技術協力プロジェクトの支援を得て、新規施設に移設される。

CPHL を除く 7 ネットワーク検査室に対しては、CPHL１回目と同時に搬入を行う。 

② CPHL2 回目 

建築中に搬入し組み立てる必要のある機材および施設への接続（信号、アラーム）が必要な機材 

（フリーザー、インキュベーター、実験台、バイオセーフティキャビネット）および検査室スペー

スの制限で 1 回目に搬入できなかった機材の搬入を建築計画に合わせて実施する。 
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 概略設計図 3-2-3

 

図  3-13 配置図 

A-001
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図 3-14 1 階平面図 
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図 3-15 2 階平面図 
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図 3-16 屋上平面図 
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図 3-17 地下平面図 
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図 3-18 立面図（1） 
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図 3-19 立面図（2） 
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図 3-20 断面図 
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 施工計画／調達計画 3-2-4

 施工方針／調達方針 3-2-4-1

 基本事項 (1)

1) 日本政府の閣議・決定を経て、無償資金協力に関し、日本国政府とナイジェリア政府との間で

交換公文（E/N）が締結される。 

2) E/N の締結後、被援助国政府と独立行政法人国際協力機構（JICA）が贈与契約（G/A）を締結

する。JICA は G/A に基づき、被援助国に対して案件の進捗に応じて支払いを行う。 

3) E/N および G/A の締結により、正式に日本が援助をコミットすることとなり、具体的な実施に

移る。 

4) 締結後は日本国籍を有するコンサルタントとナイジェリア政府との間で実施設計・監理契約を

結び、ただちに詳細設計作業に入る。 

 実施設計 (2)

1) 設計にあたっては、まず施設および機材等に関して、実施機関と概略設計の詳細な確認業務か

ら始めることが効率的である。 

2) 設計期間中に、日本国内およびナイジェリア内にて十分な技術的協議を重ねる。 

3) 設計期間は約 3 カ月とし、効率良くまとめる。 

 入札 (3)

1) 入札は、JICA の入札業務ガイドラインに沿って行われる。 

2) 入札方式については、①日本法人による建設会社への施設建設・機材調達の一括発注、②施設

建設は建設会社、機材調達は商社へそれぞれ発注、または、③施設建設と機材調達を合わせた

形式で建設会社と商社のコンソーシアムを対象とする発注の 3 つの形態がある。本プロジェク

トでは、案件の特殊性等を十分に確認した上で②の方式を前提に検討を進める。 

3) 入札執行者は実施機関であるが、独立行政法人国際協力機構の立会いを得て、コンサルタント

が適切に支援する。 

 建設 (4)

1) ナイジェリアでの現地調査結果から、品質および生産量ともに問題のない建設資機材に関して

は、可能な限りナイジェリア内での調達を検討し、コスト低減、維持管理の容易性を図る。 

2) 建設労務計画にあたっては、現地建設業者の技量および熟練工、半熟練工の労務水準について

考慮する。日本の建設会社が元請けとして施工管理することにより本工事の品質を保つことが

重要である。 
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 実施体制（事業実施主体） (5)

本無償資金協力事業のナイジェリア側責任機関は連邦予算国家計画省で、実施機関は NCDC およ

び FMoHである。各機関と日本側コンサルタントおよび請負業者との関係は図  3-21のとおりである。 

 

図  3-21 実施体制 

 施工上／調達上の留意事項 3-2-4-2

① ラゴス市の雨季は 5 月～10 月であり、特に 5～7 月の 3 ヶ月は降雨が集中する。工程に影響を

与えるため、雨季に十分配慮した施工計画を策定する必要がある。 

② 建設に関する基準および法規は、ナイジェリアの基準（National Building Code of Nigeria ：

NBCN）および日本の基準に従うことを基本とし、場合によっては BS、ASTM 等の基準を現

地の状況を考慮した上で適用する。 

③ 機材の搬入および据え付けについては施設建設工事および各種設備機器の据付、設置時期と詳

細な工程調整が必要である。 

④ 本プロジェクトが、CPHL 管理地の他に FMoH 管理の諸施設が所在する敷地における建設であ

ることから、施工にあたっては以下に示すような周辺環境に対する配慮が必要である。 

a) 既存建屋への影響を最小限とする施工方法を採用し、特に施工時に発生する騒音対策が必

要とされる。工事中の車の出入り、およびその他騒音を含め、工事公害による影響の起こ

らない施工計画を策定する。 

b) 資機材を運搬する工事車輌の通行に対する安全対策を徹底し、また既存道路等の破損を防

止するため養生を行う。 

c) 資機材置場、仮設建物等の配置計画は、敷地の一部を利用することになるため、敷地内の

他施設利用者等に支障が起きないような安全計画を策定する。 

⑤ ナイジェリアにおける付加価値税、関税、その他ナイジェリア国内で徴収される税は免税の対

象となる。本プロジェクトの免税措置に関わる租税は、輸入税（Import Tax）、付加価値税

連邦予算国家計画省 

日本側コンサルタント 

J I C A 

（日本国政府） （ナイジェリア政府） 

外 務 省 

日本側請負業者 

外 務 省 
交換公文 

E/N 

連邦保健省 FMoH 

ナイジェリア疾病予防センター

NCDC 

贈与契約 
G/A 
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（VAT：5％）、法人税（CIT）（第三期教育税、源泉徴収税を含む）、個人所得税（PIT）が

想定される。これらは免税方式が採られるが、輸入税のうち Comprehensive Import Supervision 

Scheme （CISS）、ECOWAS Trade Liberalization Scheme Duty（ETLS）について免税措置が適用

されない可能性がある。その場合は、実施機関による納税等の措置を取ることとし、先方負担

事項の一部として協力準備調査において整理した。 

 施工区分／調達・据付区分 3-2-4-3

日本国政府の無償資金協力が実施された場合、全体事業のうち日本側が負担する範囲とナイジェリ

ア側が負担する範囲を表  3-21 に示す。 

表  3-21 無償資金協力および被援助国間の作業区分 

日本側負担分 ナイジェリア側負担分 

(1) 撤去移設工事 

・CPHL 管理地内の撤去物： 
既存家屋（トレーニング検査室および高架水槽、ス
タッフハウス、食堂、倉庫）、フェンス、コンクリー
ト床・基礎 

・同 移設物：電柱、植栽 

・FMoH 管理地内の撤去物： 
高架水槽、受水槽 

・同 移設物：発電機室および発電機 

(2) 建築工事 

構造躯体、建築仕上、駐車場等 

(3) 電気設備工事 

中圧受電盤以降の配管配線工事（受電盤含む）、避雷
針設備、電灯･コンセント設備、通信設備等 

(4) 給排水設備工事 

a) 給水工事 
給水設備工事 

b) 排水工事 
敷地内浸透および敷地外放流 

c) 排水処理設備 

d) 受水槽 

e) 消火設備  

f) 焼却炉 等 

(5) 計画地境界線内の外構工事 
構内通路 

(6) 機材工事 

a) 機材の調達 

b) 海上および国内輸送 

c) 機材納入および据付 

d) 試運転および取扱操作説明 

(7) ナイジェリアが定める環境管理計画の遵守 

(8) BSL2 検査室用特殊設備および機材に関する技術指導

(9) 施設・設備・機材の維持管理に関する基礎的な技術指
導（初期操作訓練含む） 

(10) 一部機材の保守管理契約（2 年間） 

(1) 整地工事 

a) 日本側の実施する撤去施設工事に必要な合意形
成、許認可取得等（NCDC） 

b) 工事用仮設電力、給水等の取口確保（NCDC） 

(2) 基幹工事 

a) 給水 
市水網から計画施設専用の給水引き込み配管、接
続ポイント敷地境界線まで敷設、準備（NCDC）

b) 電力引込工事 
商用電力網から計画施設専用の電力引き込み配
線、接続ポイントを敷地境界線まで敷設、準備
（NCDC） 

c) 電話、インターネット接続工事 
市内回線網から計画施設専用の電話回線、通信用
マイクロ波回線引き込み、接続ポイントを、所定
の位置まで敷設、準備（NCDC） 

(3) その他手続き 
土地権利関係手続き、用途地域変更、建築許可申
請手続き、環境社会配慮関連手続き、各ユーティ
リティ接続申請手続き、建設用資機材の通関手続
きおよび免税措置等（NCDC） 

(4) 新施設の維持、管理、運営に要する費用（NCDC）

(5) 日本人および第三国工事関係者に対する関税国内
税などの課徴金の免除措置（NCDC） 

(6) 日本人技術者のナイジェリア出入国、安全対策に
対する便宜供与（NCDC） 

(7) 日本側負担分以外の全ての工事（本プロジェクト
に含まれていない一般家具、備品を含む） 

(1) B/A および A/P 等の支払手続き 

(2) 機材輸入に関する免税措置 

(3) 機材取扱操作説明への参加 

(4) 維持管理を担当する人材配置と技術指導への参加

(5) 機材検収後の完工証明の発行 

(6) 邦人等移動時の武装警護警官の手配・配備 

(7) ソフトコンポーネント参加者の任命、参加者の日
当・旅費等費用負担 
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 施工監理計画／調達監理計画 3-2-4-4

 基本方針 (1)

本計画においては、現場における建築および設備工事の品質管理および調整業務を徹底して行うた

め、常駐施工監理者（建築を専門分野とする）1 名を配し、工事全体の調整を図る。また、専門の施

工監理者が各種工事（躯体工事、建築設備工事等）の進捗状況にあわせて各工事の重要な時期にスポッ

ト監理を行い、工事全体における主要な工事時点（着工時、躯体工事完了時、竣工検査時）には業務

主任が検査・監督を行う施工監理体制とする。 

表  3-22 施工監理および調達監理の要員計画 

監理者名（専門分野） 期間（現地） 

〈施工監理〉  

常駐施工監理技術者 20.50 ヶ月 

スポット監理者  

・業務主任者/施工監理技術者 1（建築） 1.50 ヶ月 

・施工監理技術者 2（建築） 0.80 ヶ月 

・施工監理技術者 3（構造） 0.50 ヶ月 

・施工監理技術者 4（電気） 1.00 ヶ月 

・施工監理技術者 5（給排水・空調換気設備） 1.50 ヶ月 

・邦人安全クラーク 0.54 ヶ月 

  

監理者名（専門分野） 期間（現地・国内） 

〈機材調達監理〉  

・検査技術者 1（製作図確認・照合） 0.40 ヶ月 

・検査技術者 2（立会検査） 0.10 ヶ月 

・邦人安全クラーク 0.73 ヶ月 

・常駐調達監理技術者 1（グループ A） 2.00 ヶ月 

・常駐調達監理技術者 2（グループ B） 1.90 ヶ月 

・検査技術者 3（製作図確認・照合） 0.20 ヶ月 

・検査技術者 4（立会検査） 0.10 ヶ月 

・常駐調達監理技術者 3  0.50 ヶ月 

・常駐調達監理技術者 3（1 次据付機材・メーカー保証期間満了前
検査） 

0.63 ヶ月 

・調達監理技術者 1（2 次据付機材・メーカー保証期間満了前検査） 0.17 ヶ月 

・調達監理技術者 1（1 次据付機材・保守管理業務 2 年目） 0.63 ヶ月 

・調達監理技術者 1（2 次据付機材・保守管理業務 2 年目） 0.17 ヶ月 

・調達監理技術者 1（1 次据付機材・保守管理業務 3 年目） 0.63 ヶ月 

・調達監理技術者 1（2 次据付機材・保守管理業務 3 年目） 0.23 ヶ月 

建設工事の品質を確保し、適正な建設費により安全面の充足も満たした上で、工期内に竣工できる

ように計画する。施工方法の選定、労働力や施工機械の確保、資材の発注・搬入、安全面の確認等、

総合的に判断しながら工程管理を行う。また、相手国側負担工事の遅延が本工事の進捗に影響するよ

うな場合は、必要に応じて相手国側負担工事の促進を図る。 

さらに、 3-2-4-2 で記述したナイジェリアにおける施工上／調達上の留意事項を踏まえて、適切な

工事工程・施工監理計画を策定する。 
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 業務担当内容 (2)

常駐施工監理者は、建築工事および現地での機材調達・据付工事との工程確認・調整、および施工

計画書・施工図承認等の業務を担当する。また、東京本社側の監理体制は、モニタリング・定期報告

等による設計監理業務の品質管理、JICA 本部に対する工事進捗状況等の報告・諸手続きおよび日本

調達機材等の工場・船積み前検査等の実施を担当する。 

機材にかかる常駐調達監理技術者は、商社により調達された計画機材の搬入・開梱、据付工事、調

達・試運転、初期操作指導、運用指導に立ち合い、据付管理と検査報告書の確認を行う。また調達監

理技術者は現地での引き渡し検査の最終確認をし、施主から承認レターを取得する。検査技術者 1

および 3 は、調達業者より提出される機材の機器製作図の確認・照合および機材引き渡し後１年以内

に実施するメーカー保証期間満了前検査を担当する。また、検査技術者 1 は、表  3-17 に示された各

施設機材受入の為の特記事項を満たしているかの確認についても各施設にて行う。検査技術者 2 およ

び 4 は、製品（工場）検査立会、船積み前機材照合検査監理業務を担当する。 

 証明書の発行 (3)

建設資材、機器などの輸出、施工業者への支払い、工事の完了、瑕疵担保期間の終了等にあたって

必要な証明書を発行する。 

 報告書等の提出 (4)

施工業者が作成する工事の月報、完成図書、完成写真等を検査し、ナイジェリア政府および JICA

等に提出する。また、工事終了後、JICA ガイドライン「完了届の記載要領」に従って完了届を作成

し、JICA に提出する。 

 その他調整事項の処理 (5)

相手国側負担工事等との工程上、技術上の調整等対処すべき課題について、必要な調整を行う。 

 品質管理計画 3-2-4-5

 基本方針 (1)

詳細設計時においては、概略設計の内容を踏まえナイジェリアの建設事情および維持管理経費を考

慮した現地材料の納まり、工法について詳細な検討を加えた実施設計図を作成する。また、仕様書に

ついては、工事の高品質を確保するため、日本の建築工事標準仕様書（Japanese Architectural Standard 

Specification：JASS）、NBCN、BS、ASTM 等を参考・補足し、作成する。 

工事期間中においては、施工業者より提出される工事計画書、工程表、施工図について契約書、仕

様書に適合しているかを審査し、承認を与える。 

機材に関しては競争性および公平性を阻害しないレベルで主な調達先国を想定し、詳細設計時にお

いて想定される機材の製造国および主な調達先を再度確認して入札に臨む。業者選定時には再度製造

国および調達先の確認を行い、適切な品質が確保されるよう留意する。 
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 品質検査（施設） (2)

現場において建設材料および施工の品質が仕様書に適合しているか、各種工事着工前に施工業者よ

り提出される施工計画書を審査し、施工計画書について承認を与える。また、各種工事着手後は施工

計画書に基づき適宜、検査を実施し承認を与える。施工計画書に基づき重点監理項目を定めて、適宜、

検査する。 

本プロジェクトにおいては現地調達可能な材料が多いが、メーカー保証書の確認の他に、適宜、抜

き打ち検査等を実施し品質を確保する。 

1) 土工事 

協力準備調査時に実施したボーリング調査結果を踏まえ、地階、基礎の根切りについてはオープン

カット工法および親杭横矢板工法を前提に、地下水位および雨季に考慮した工程計画、養生計画を策

定する。掘削残土の処分、客土の品質に留意する。 

2) 鉄筋工事 

施工業者より提出されるミルシート等を確認するとともに、品質を確保するため、適宜、抜き打ち

検査による引張り試験等を行う。 

3) コンクリート工事 

ラゴス市内の生コンクリート工場よりレディーミクストコンクリートを搬入する。コンクリート工

事についての主な監理方法（監理項目、検査方法等）を以下に示す。 

① コンクリート材料 

材料 管理項目 検査方法 

セメント 水和熱など 溶解熱方法 

砂・砂利・砕石 粒度 ふるい分け 

 絶乾比重 比重および吸水率試験 

 アルカリ反応性 アルカリ反応性試験 

水 有機不純物など 水質試験 

② 試し練り時検査管理項目 

管理項目 検査方法 

構造体のコンクリート強度の推定試験 圧縮強度試験機 

スランプ スランプコーン 

コンクリート温度 温度計 

空気量 圧力計 

塩化物量 塩分測定器 

③ コンクリート打設前検査管理項目 

管理項目 検査方法 

練り混ぜから打設終了までの時間 練り混ぜ完了時刻照合 

スランプ スランプコーン 

コンクリート温度 温度計 

空気量 圧力計 

塩化物量 塩分測定器 
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④ 工程内検査の管理（コンクリート打ち上がり精度検査） 

管理項目 検査方法 

構造体のコンクリートの推定試験 圧縮強度試験機 

仕上がり精度（建入れ） スケール 

仕上がり精度（スラブ水平度） レベル・スケール 

仕上がり状態 目視 

 品質検査（機材） (3)

機材の調達および据付監理時において、工期、作業内容、配置計画等についてナイジェリア側およ

び調達業者との詳細な協議を行い、本計画に最適な調達計画を策定する。また調達機材の確定後は建

築計画との綿密な摺り合わせを行いつつ、業務全般の円滑な進行を図る。調達監理上の留意点は以下

のとおりである。 

1) 業者契約締結後すみやかに調達機材内容、配置計画、製造国、調達先、ユーティリティにつき、

コンサルタント側建築・設備担当者、ナイジェリア側本施設担当者、調達業者と確認を行う。 

2) 調達業者は、コンサルタントの監理のもと、メーカーの製作工場における特注機材の製品（工

場）検査、輸出梱包に先立つ出荷前検査を行う。 

3) 日本国出荷製品については第三者機関に委託しコンサルタントの監理のもと、船積み前機材照

合検査を行う。 

4) 調達業者の設置工事に際しては、コンサルタントから調達監理担当者を派遣し、現場作業に立

会い、配置計画に基づき施設・設備との取り合い、調整を行う。 

5) 最終引渡し検査では契約機材の員数、齟齬の有無、要求仕様・機能、取り扱い説明の有無等を

確認し、引渡し業務を遂行する。 

 資機材等調達計画 3-2-4-6

 調達計画 (1)

建築工事に必要となる主要建設資材はナイジェリア国内で調達が可能である。ナイジェリアで生産

された製品以外にも欧州、南アフリカ、中国等からの建築資材も現地市場に広く流通し、容易に入手

可能であるが、製品の均質性と品質の確保には十分注意する必要がある。 

ラゴス市内には生コン製造工場があり、レディーミクストコンクリートを使用する。 

内外装資材のタイル、塗料、アルミ製品、設備工事の照明器具、スイッチ類、天井扇、電線、ケー

ブル、配管材、衛生器具、ポンプ、貯水タンク、配電盤等も現地生産品、輸入品も含め、市場に広く

出回っているが、製品の均質性と品質の確保には十分注意する必要がある。 

屋上防水材、笠木、建具、一部仕上げ材（長尺塩ビシート、鋼製パネル）、パスボックス、銘板、

設備工事に必要となる自動制御機器類、感染性廃液排水処理装置、緊急洗眼シャワーユニットやステ

ンレス管等の一部配管材料等は日本調達を合わせて検討する。 
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また、機材調達先は原則としてナイジェリアもしくは日本とする。しかしながら、これら両国製品

に限定してしまうことで入札における競争を阻害し公正な入札の実施の妨げとならないよう、下記機

材については第三国調達を検討する。 

① 日本では製造されていない、もしくは製造業者が限られている機材 

血液培養装置、遠心機（高速）、ディープフリーザ-80℃A および B、ゲル撮影装置、ELISA

セット顕微鏡（蛍光および倒立）、リアルタイム PCR、分光光度計、サーマルサイクラー等 

② 現地で一般的に普及している機材 

家庭用冷蔵庫、電子レンジ等 

主要資機材の調達先は以下のとおりとする。 
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表  3-23 主要資機材の調達先 

資機材名 
調達先 

備考 
現地 日本 第三国

[資材] 
ポルトランドセメント ○    
砂 ○    
砕石 ○    
異形鉄筋 ○    
型枠用材 ○    
コンクリートブロック ○    
木材 ○    
金属金物類 ○ ○  アルミ笠木は日本調達 
壁鋼板パネル  ○  検査室用 
建具類 ○ ○  検査室用高気密建具等 
ガラス類 ○ ○   
塗装用材 ○   
防水材料  ○   
塩ビ長尺シート  ○   
パスボックス  ○   
銘板  ○   
配電盤類 ○    
電線・ケーブル ○    
コンセント、スイッチ ○    
コンジットパイプ ○    
照明器具 ○    
空調機 ○   
給排気ファン ○   
受水槽 ○   
衛生器具 ○   

管材 ○   

バルブ、配管付属金物 ○ ○  感染系排水用のバルブ、配管付
属金物等は日本調達 

給排気フィルターユニット ○    

可変・定風量装置  ○   
自動制御機器類 ○ ○  集中リモコンは日本調達 
感染系廃水処理装置  ○   
緊急洗眼シャワーユニット  ○   
スクラバー  ○   
発電機 ○    
建設機械 ○   
家具 ○    
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表  3-24 主要機材の調達計画一覧表 

機材名 
調達先 

備考 
現地調達 日本調達 第三国調達 

バイオセーフティキャビネット  〇   

血液培養装置  〇 〇 *1 

遠心機、高速  〇 〇 *1 

ディープフリーザ-80℃A および B  〇 〇 *1 

ELISA セット  〇 〇 *1 

ゲル撮影装置  〇 〇 *1 

顕微鏡、蛍光  〇 〇 *1 

顕微鏡、倒立  〇 〇 *1 

リアルタイム PCR  〇 〇 *1 

分光光度計  〇 〇 *1 

サーマルサイクラー  〇 〇 *1 

実験台  〇   

バイオセーフティキャビネットメンテ
ナンスキット 

 〇   

*1：適正な競争入札を実施するため、第三国調達を検討する。 

 安全管理計画 3-2-5

 安全管理にかかる方針 3-2-5-1

アブジャ連邦行政区、ラゴス、オヨ州、クワラ州、エヌグ州およびエド州に所在する本プロジェク

トサイトの安全管理体制については、各施設の脆弱な防衛線、事態発生時の行動手順類（Standard 

Operational Procedure：SOP）の欠如などハード面・ソフト面において全般的に処置対策が必要な状況

である。このため、「JICA 安全対策措置（ナイジェリア（2018.12.12 改訂）」の確行を前提とし、

施設の防衛体制、移動等は「（JICA）安全対策ガイダンス（2019 年 3 月）」の考え方を基本とした

ものとしたものとしながら現地調査結果を反映した安全対策措置をとる。 

 安全対策措置の概要 3-2-5-2

 共通事項 (1)

1) 安全確保のための要員配置 

① 邦人安全クラーク 

 軍、警察等における経験、安全対策に係る十分な識能、特に情報分析、対テロ戦術等に精

通した邦人を想定 

 4 回現地に派遣し、情報収集・分析、分析に基づいた安全管理標準手順書（以下、SOP）

の改正等を含む安全管理体制の是正、助言、指導等を実施する。 
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② 安全業務調整要員（「A」および「B」と呼称。2 名） 

 CPHL を除く 7 サイトでの機材据え付け作業時に、契約業者は邦人を想定した安全業務調

整要員を配置する。 

 同要員は、据え付け作業時における各施設側の安全要員（警備員含む）、移動時における

下記③武装警護警官との調整等（※1）、契約業者が作成する安全対策計画に沿った管理

等（※2）を担当する。 

※1 邦人安全クラークが作成する「武装警護警官等との調整事項リスト（基準）」（仮称）

に基づき調整 

※2 据え付け作業前に、安全対策計画にある安全管理方法、有事の行動管理方法等の伝達を

主とした邦人技術者への安全講習の開催等 

③ 武装警護警官 

 武装警護警官には Nigerian Mobile Police（MOPL）を想定する。JICA 安全対策措置に従い、

邦人技術者のナイジェリア国における都市間移動（ラゴス市街への移動およびアブジャ市

内第 2 リングロード外での移動含む）、アブジャ空港からの移動、サイトでの作業時、状

況により宿舎滞在間等に武装警護警官の警護を受ける。 

 武装警護警官の人数は、移動等で使用する車両数以上とし、ラゴスを除く地方においては

3 名以上を基準とする。いかなる場合においても 2 名以上とする。 

④ 現地人警備総括（セキュリティマネージャー） 

 エド州、エヌグ州およびラゴスにおける治安等の状況を鑑み、左記地域においては、据え

付け作業グループに現地人警備総括（セキュリティマネージャー）を１名配置する（据付

グループ B 据付時）。 

 機材据付グループに同行等し、武装警護警官との調整・助言、調達業者との打合せ、治安

状況の把握および状況に基づく指導・助言等を行う。 

 宿舎 (2)

 宿舎は JICA ナイジェリア指定ホテルとすることを基本とする。 

 状況により、宿舎内においても武装警護警官の直接警護を受けるものとする。 

1) 通信機材 

① 移動体通信 

 平素より作業グループ内において複数キャリアの SIM を所持・携行する。 

 詳細設計のための現地調査時および施工管理時、邦人技術者は衛星携帯電話（車両アンテ

ナ付き）を携行することとし、必要経費を日本側事業費に計上する。 
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② その他の機材 

 詳細設計のための現地調査時および施工管理時、邦人技術者は GPS、警報機（拡声器）

を携行することとし、必要経費を日本側事業費に計上する。 

2) その他 

 行動の秘匿、行動のパターン化回避等情報・行動の保全等に努める。 

 各要員、組織の危機対処等能力向上、情報周知等の目的をもって、安全業務調整要員は第

1 次据え付け機材作業開始直前に安全対策講習会を実施する。 

 対象ネットワーク検査施設における活動 (3)

1) 各施設共通の対策措置 

 前述「安全確保のための要員」は、各施設において、早期に脅威を察知、脅威に対する警報・

情報共有、脅威に対処するための迅速な行動を可能にする体制を確立する。特に、退避経路の

確保（又は、およびセーフルームの確保）、警報などの情報伝達手段の確保等を確実にすると

ともに、これらを作業従事者等に徹底する。 

 現地人警備総括（セキュリティマネージャー）を配置するエド州、エヌグ州およびラゴスでの

活動においては、活動前日々脅威分析等を実施し必要であれば当日の行動に反映させる。 

2) 各施設個別の対策措置 

 各施設毎に個別に策定する SOP に基づく。 

 SOP は図  3-22 安全管理標準手順書添付要図（退避等概念図）に示す通りである。本プロジェ

クト各対象施設の SOP 案そのものについては必要時別途関係者のみに配布するものとする。 

 移動に係る安全管理 (4)

1) 共通事項 

 「JICA 安全対策措置（ナイジェリア国）（2019 年 5 月版）」の遵守を前提とし、スモークガ

ラス付き 4WD 車の傭上を想定する。この際、安全管理上の理由から JICA ナイジェリア事務

所と取引がある信頼あるレンタカー会社の見積もりを計上するものする。 

 ラゴスおよびアブジャ以外の地方における移動時は、最低限、車両１台が走行不能になった場

合に当該車両のドラーバーを除く全乗員を収容できる車両数を確保する。 

2) 都市間移動 

 最低限、出発までにコンボイ内で経路、休止点、車両間の連絡手段、先頭車両について認識を

共有する。 

 各人水 1 リットルを携行する。 
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 都市間移動においては GPS、衛星携帯、止血セット、の携行・積載を確実にし、GPS での自

己位置の把握に努める。 

 以下都市間移動は空路による。 

都市間 手段 

ラゴス・アブジャ～イロリン（クワラ州） 空路 

ラゴス・アブジャ～ベニン（エド州） 空路 

ラゴス・アブジャ～エヌグ州 空路 
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図  3-22 安全管理標準手順書添付要図（退避等概念図） 
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 初期操作指導・運用指導等計画 3-2-5-3

機材の初期操作指導は、調達機材の搬入・据付時に機材調達業者の派遣する技師・技術者により使

用者を対象に全機材について行う。指導内容は操作方法、取り扱いに関する注意事項および日常点検、

トラブルシューティング、また定期的な保守管理等も含まれるものとする。機材が長期に渡り良好な

状態に保つよう使用前、使用後の点検内容については十分に指導を行う。 

 ソフトコンポーネント計画 3-2-5-4

NCDC ではメンテナンス部門を保有し複数の専任技術者を配置しているものの、専門性は電気設備

および簡易な施設修繕に限定されている。既存施設および機材の運営維持管理は一部に外部委託を取

り入れながらこれまで適切に実施してきているが、BSL2 検査室用等の特殊設備および機材に係る技

術的知見、メンテナンス実務経験は少なく、運営・維持管理については現在の実施体制、能力では十

分に対応できないことが想定される。NCDC の新規施設および機材に対応できる管理面、技術面の維

持管理能力を強化することが必要である。 

このような状況の下、ナイジェリア側からは整備後の特殊設備・機材の運転・保守・維持管理に係

る技術支援の要請がでており、本プロジェクトにて整備する BSL2 検査室施設・機材の適切な利用と

更なる有効活用を促すためにも、ソフトコンポーネントを活用した以下の日本側の技術支援が有効で

あると考えられる。 

表  3-25 ソフトコンポーネントの目標と活動 

目標 
成果項目

活動項目 
分野 成果

I.   
CPHL に新設さ
れる BSL2 検査
室の特殊設備を
適切に運転・維
持管理できるよ
うになる。 

(1) 空調換気設備が
適切に運転、維
持管理される。 

(a) 空調換気システムの運転・
維持管理のための「技術指
導書」、「チェックリスト」、
「帳票」、「台帳」が整備
される。 

 「技術指導書」に記載するバイオセー
フティ・セキュリティを踏まえた運
転・制御・保守点検・維持管理アイテ
ム・内容を整理する。 

 システム概要、気流管理、差圧管理の
概要、設備機器等 

 運転・保守点検担当者が日常の作業に
活用できる「技術指導書」、「チェッ
クリスト」、「台帳」、「帳票」を作
成し、それに基づく指導訓練計画を立
案する。 

 技術指導書、指導訓練計画の説明を行
う。

 (b) 運転・維持管理要員が運
転・保守点検の基礎的な知
見および方法を習得する。

 技術指導書等を使用して、設備システ
ムおよび運転・維持管理に係る概要、
計画・立案（予算策定含む）、具体的な
運転・維持管理実務（アイテム・手順・
方法）等に係る座学、実習を行う。 

 気流・差圧管理については、本邦業者
が行う試運転・調整作業の内容（対象
機器、目的、作業アイテム、調整値等
データ）を記録・文書化し標準業務手
順書16を整理のうえ座学、実技指導
（実機使用）を行う。 

                                                        
16 標準業務手順書は、技術指導書内容に基づいて作業要領、手順を示したもので、空調換気システムについては気流・

差圧管理の手順、感染性廃液排水処理システムについては、高温蒸気滅菌管理の手順を想定する。なお、技術指導

書は、各設備システムについて、検査室に要求されるバイオセーフティ、バイオセキュリティを勘案した総合的な

運転・制御、保守点検、維持管理の方法を示したものである。 
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目標 
成果項目

活動項目 
分野 成果

 (2) 感染性廃液排水
処理設備が適切
に運転、維持管
理される。 

 

(a) 加熱滅菌廃水処理装置の運
転・維持管理のための技術
指導書等が作成される 

 「技術指導書」に記載するバイオセー
フティ・セキュリティを踏まえた運
転・制御・保守点検・維持管理アイテ
ム・内容を整理する。 

 運転・保守点検担当者が日常の作業に
活用できる「技術指導書」、「チェッ
クリスト」、「台帳」、「帳票」を作
成し、それに基づく指導訓練計画を立
案する。 

 技術指導書、指導訓練計画の説明を行
う。 

 (b) 運転・維持管理要員が運
転・保守点検に係る基礎的
な知見および技術を習得す
る 

 「技術指導書」等を使用して、加熱滅菌
廃水処理装置の運転・維持管理に係る
概要、計画・立案（予算策定含む）、具
体的な運転・維持管理実務（アイテム・
手順・方法）等に係る座学、実習を行
う。 

 加熱滅菌廃水処理装置の高圧蒸気滅
菌管理については、本邦業者が行う試
運転・調整作業の内容（対象機器、目
的、作業アイテム、調整値等データ）
を記録・文書化し、標準業務手順書17

を整理のうえ座学、実技指導を行う
（実機使用）。 

 (3) 感染性廃棄物処
理設備が適切に
運転、維持管理
される。 

(a) 焼却炉設備の運転・維持管
理のための技術指導書等が
作成される 

 「技術指導書」に記載する運転・保守
点検・維持管理アイテム・内容を整理
する。 

 運転・保守点検担当者が日常の作業に
活用できる「技術指導書」、「チェッ
クリスト」、「台帳」、「帳票」を作
成し、それに基づく指導訓練計画を立
案する。 

 技術指導書、指導訓練計画の説明を行
う。 

 (b) 運転・維持管理要員が運
転・保守点検に係る基礎的
な知見および技術を習得す
る 

 「技術指導書」等を使用して、焼却炉設
備の運転・維持管理に係る概要、計画・
立案（予算算出含む）、具体的な運転・
維持管理実務（アイテム・手順・方法）等
に係る座学、実習を行う。 

II.   
8 ネットワーク
検査室の特定機
材 を 適 切 に 運
転・維持管理で
き る よ う に な
る。 

(4) 特定機材が適切
に運転、維持管
理される。 

(a) 特定機材の運転・維持管理
のための「技術指導書」等
が整備される。 

 「技術指導書」に記載する運転・保守
点検・維持管理アイテム・内容を特定
機材別に整理する。 

 機材使用者・保守点検担当者が日常の
作業に活用できる「技術指導書」、
「チェックリスト」、「帳票」、「台
帳」を作成し、それに基づく指導訓練
計画を立案する。 

 技術指導書、指導訓練計画の説明を行
う。 

                                                        
17 

標準業務手順書は、技術指導書内容に基づいて作業要領、手順を示したもの。 
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目標 
成果項目

活動項目 
分野 成果

 (b) 運転・維持管理要員が運
転・保守点検の基礎的な知
見および方法を習得する。

 「技術指導書」および「メーカーマニュア
ル」「チェックリスト」を使用して、特定機
材の運転・維持管理に係る概要、計
画・立案（予算策定含む）、 

 具体的な運転・維持管理実務（アイテ
ム・手順・方法）等に係る座学、実習
を行う。 

 ホルマリン燻蒸、フィルター走査につ
いては、本邦業者が行う試運転・調整
作業の内容（対象機器、目的、作業ア
イテム、調整値等データ）を記録・文
書化し標準業務手順を整理のうえ座
学、実技指導を行う（実機使用）。 

 (c) 特定機材（メーカーとの維
持管理契約が必須となる機
材）の維持管理契約締結が
推進される。 

 維持管理契約が必須となる機材の洗
い出しを行う。（想定機材：PCR、サー
マルサイクラー、ELISA、血液培養装
置等） 

 対象機材について維持管理契約締結
に必要な「維持管理契約ガイドライ
ン」が作成される。 

 維持管理契約実施に伴う手続き（維持
管理契約見積もりの収集、契約内容の
協議、予算申請）が実施される。 

 「維持管理契約ガイドライン」の運用
について、技術協力プロジェクトで実
施される検査室運営マネジメント能
力の強化・指導において活用される。

上記活動を行うために以下の 3 名専門家の投入を行う。さらに、別途施工監理期間中に現地派遣が

予定されているコンサルタント日本人技術者（業務主任、空調換気設備）との連携を図り、ソフトコ

ンポーネントの対象となる先方の運営維持管理体制構築（新規雇用含む）について、進捗確認および

促進を適宜行うことで、技術指導等の活動をより効果的に実施できるように留意する。 

1) 空調換気設備運転・維持管理指導専門家 1 名 

2) 特定機材運転・維持管理指導専門家   1 名 

3) 感染性廃液排水・廃棄物処理設備運転・維持管理指導専門家 1 名 

 主要検査機材の保守管理契約 3-2-5-5

1 年間のメーカー保証期間後、以下の機材について NCDC または FMoH と代理店が 2 年間の保守

管理契約を締結する。保守管理契約の内容は以下のとおりとする。 

表  3-26 保守管理契約の内容 

No. 対象とする機材名 保守管理契約の内容 

1 
バイオセーフティキャビ
ネット 

年 1 回の定期点検（ホルマリン燻蒸、HEPA フィルター交換、総合検査を含
む）および施設側からの要請による電話または E メールでのサポート 

2 血液培養装置 
年 2 回の定期点検および施設側からの要請による電話または E メールでのサ
ポート 

3 ELISA セット 
年 1 回の定期点検および施設側からの要請による電話または E メールでのサ
ポート 

4 リアルタイム PCR 

5 サーマルサイクラー 
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コンサルタント技術者は、これらの計画機材の保守管理契約の履行状況についても確認を行う。ま

た、4 年目以降の保守契約にかかる改善事項の提言を行う。 

 実施工程 3-2-5-6

事業実施工程表（案）を表 3-27 業務実施工程表（案）に示す。施設完工後に 1 年間の瑕疵保証

期間を、機材引き渡し後に1年間のメーカー保証期間とその後2年間の保守管理契約期間を想定する。 

表 3-27 業務実施工程表（案） 

 

 相手国負担事業の概要 3-3

 相手国側負担手続き事項 3-3-1

本プロジェクトが実施された場合、ナイジェリア側は以下の事項を負担すること、また実行するこ

とが協力準備調査時にナイジェリア側と合意された。 
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 免税 (1)

無償資金協力の下で本プロジェクトのために購入された資機材の迅速な免税措置、および通関、国

内輸送を確保する。NCDC がこれら免税手続きを行う予定である。ただしナイジェリアにおいては近

年無償資金協力事業の先例がなく、ナイジェリア側関係機関においても未だ具体的な手順が整理され

ていない。先行無償案件において実施される同様の手続きから適宜情報の共有を図り、先方による円

滑な免税措置を促進する。なお、免税とならなかった場合は先方負担で納税されることを先方と協議

議事録にて合意した。 

認証された契約書に基づき、調達される資材および業務に関し、計画実施に携わる日本人のナイ

ジェリア内で賦課される関税、国内税、およびその他の財政課徴金を免税する。 

 便宜供与 (2)

認証された契約書に基づき、本計画に携わる日本人のナイジェリアへの入国、安全対策措置を含む

滞在に必要な便宜供与を行う。 

 環境社会配慮 (3)

JICA 環境社会配慮ガイドライン（2010 年 4 月）に則り、プロジェクト実施中およびプロジェクト

完了後に適切な環境社会配慮を行う。CPHL の新規 BSL2 検査施設建設における環境社会配慮手続き

は、類似する既存建築物が存在する土地での建設行為であることから不要であるとの見解が NCDC

から示されている。環境影響評価に係る必要な手続を実施し、関連する許認可を取得する。 

 相手国側分担事業 3-3-2

本プロジェクト実施におけるナイジェリア側の分担事業は、表  3-21 無償資金協力および被援助国

間の作業区分で述べたとおりである。以下に主要な項目を記述する。 

 事業実施前 (1)

1) 建設工事の開始前に、日本側が実施する建設用地内の既存家屋、構造物等（フェンス、コンク

リート床・基礎、高架水槽、受水槽、発電機室および発電機機材）、樹木・植栽、電柱等の撤

去、移設に関する許認可を取得する。 

2) 建設工事用の仮設電力、および仮設給水管の敷設工事を行い、取口を確保する。 

3) 建設用地にかかる土地権利関係手続きおよび用途地域変更徹続きを完了する（必要な場合）。 

4) 建築許可手続きを行い、関連する許認可を取得する。手続きには協力準備調査で日本側が準備

した現地有資格者による確認済の概略設計図書を使用する（別添₋7）。なお、既存施設にかか

る同様の手続きを要する場合はこれも含むこととする。 

5) 環境影響評価にかかる必要な手続きを行い、関連する許認可を取得する。なお、既存施設にか

かる同様の手続きを要する場合はこれも含むこととする。 

6) 本プロジェクトの実施に必要な給水、電力、通信等ユーティリティの計画敷地までの引き込み
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を行う。本プロジェクトの実施に必要な給水、電力、通信等ユーティリティの計画敷地までの

引き込みを行う。 

7) 実施設計および入札管理業務期間においてコンサルタントの日本人技術者の査証取得手続き

支援（招聘状の発行）、現地の安全対策措置（空港移動時の武装警護手配および関連費用の負

担）を行う。 

 事業実施中 (2)

1) 本プロジェクトの実施に必要な許可、免許等を遅滞なく発行する。 

2) 環境関連許認可の内容に従って、必要な環境モニタリング活動等を実施する。 

3) 必要に応じ施設内の一般家具、カーテン・カーペット等の購入および設置工事を行う。 

4) 建設用地内の既存施設への入退場管理および警備を行う。 

5) 工事期間においてコンサルタントおよび施工・機材調達業者の日本人技術者および第三国技術

者の査証取得手続き支援（招聘状の発行等）、現地の安全対策措置（空港移動時および FMoH

管轄下の 7 ネットワーク検査室での機材据付け作業時の武装警護手配および警護費、日当、宿

泊費の負担）を行う。 

6) ソフトコンポーネント期間において NCDC、FMoH の研修受講者を選出、任命する。また、研

修参加に伴い発生する関連費用（旅費、日当、宿泊費）を負担する。 

 事業実施後 (3)

1) 環境関連許認可の内容に従って、必要な環境モニタリング活動を実施する。 

2) 施設、機材の維持、管理、運営に要する実施体制を構築する。 

3) 施設、機材の維持、管理、運営に要する費用を確保する。 

本事業の相手国側分担事業については、本プロジェクトを円滑に実施するため、その内容、スケ

ジュール等について、ナイジェリア側へ十分な説明を行い、理解を求める。 

事業実施前の各種準備に要する予算は、FMoH および NCDC によって確保される予定である。本

プロジェクトを事業実施工程計画通りに進めるためには、ナイジェリア側の負担事項が予定通りに実

施されることが前提になっており、この重要性については協力準備調査時にコンサルタント側からも

具体的に説明している。この件に関しては日本側からも進捗状況をモニタリングしていく必要がある。 

 プロジェクトの運営・維持管理計画 3-4

 運営管理方針 3-4-1

 実施体制および NCDC ネットワーク検査室の位置付け 3-4-1-1

本プロジェクトの実施機関 NCDC および FMoH である。それぞれが管轄する対象ネットワーク検

査室の関連を図  3-23 に示した。NCDC は CPHL を、FMoH はその他の 7 ネットワーク検査室を管轄
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する。2019 年 6 月に実施された概略設計説明調査にて、CPHL にかかる予算およびその他の７ネッ

トワーク検査室の消耗品供給は NCDC が管理、予算計画を立て、CPHL を除く 7 ネットワーク検査

室へ整備予定の機材の維持管理費は FMoH が各検査室に配分することを NCDC と FMoH と協議議事

録にて合意した。 

 

図  3-23 NCDC、CPHL および 7 ネットワーク検査室の関係図 

 NCDC/CPHL の組織体制および予算・財源 3-4-1-2

 組織体制および人員配置 (1)

本プロジェクトの実施機関のひとつであるNCDCの組織図は 2章に示した通りである。また、CPHL

の組織図は図 2-5 に示した通りである。NCDC は、最高責任者をトップとし 6 部門（公衆衛生検査サー

ビス部、予防・プログラム調整部、緊急事態事前管理・対応部、サーベイランス・疫学部、財政・経

理部、管理・人事部）で構成されている。公衆衛生サービス部が CPHL、ネットワーク検査室および

標準検査室を統括する。2019 年現在、CPHL を含めて 210 名が従事している。 

表  3-28 に NCDC 公衆衛生検査サービス部の職員数を抜粋した。CPHL では 27 名 （Laboratory 

scientist:8, Laboratory technician:4, その他:15）が従事し、ELISA 法を用いたウイルス抗体検査、細菌

検査に関わる培養、同定、薬剤感受性試験を提供している。 

表  3-28 公衆衛生検査部人員数（2019 年時点） 

部署 NRL/アブジャ CPHL/ラゴス 

公衆衛生検査サービス部（Public Health Laboratory Services） 34 27 

出典：ヒアリング調査および調査質問書回答をもとに調査団にて再編集 
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本プロジェクトによって整備される BSL2 検査室および付属施設は、既存の人員および新規雇用の

人員によって運営・管理される。既にテクニカル・ノートにおいて合意したように機材の運転・保守・

維持管理に関わる業務を担当する BME の増員が必要となる。加えて BSL3 を含めた検査室のバイオ

セーフティを統括する内部組織（部署）の新設も検討されており、更なる人員が必要と考えられる。

現地調査の協議を通じて、NCDC もスタッフの増員の必要性は認識しており、プロジェクト完成まで

に新規に人員配置することを合意している。 

 予算および財源 (2)

NCDC の 2015 年から 2019 年までの運営予算は表 2-10 に示した通りである。ナイジェリア FMoH

は NMLStP2015‐2019 において、検査サービスに対して十分な予算を持続的に確保し機器の更新、

維持管理に充てることをコミットしている。2014 年の西アフリカでのエボラウイルス病の流行を踏

まえ、ナイジェリア政府は公衆衛生危機対応への備え、緊急対応の能力強化を重要視し、IHR 合同外

部評価（Joint External Evaluation）が実施、NAPHS が策定、必要な予算計画も明記された。 

また、NCDC は、2017 年にアソコロ（Asokoro, Abuja）の検査・診断機能を集約した NRL が本格

的にリファレンスセンターとして稼働を開始し、2018年 11月に FMoHより予算上独立したことから、

検査・診断等による独自収入の獲得、他研究機関との協働、他ドナーおよび国際援助機関による技術

および財政支援を単独で自治管理することが可能となった。さらに、”NCDC ACT”の発効承認に際し

ては、ブハリ現大統領から NCDC 運営に必要な政府予算の恒常的な拠出がコミットされ、WB 支援

による“Basic Health Care Provision Fund（BHCPF）18”を財源とする補足的な予算措置の可能性が言

及された。なお、本措置が取られて間もないため、今後の予算措置や本独立による NCDC と保健省

の関係性がまだ明確になっていないが、2018 年は BHCPF の予算の 5％が緊急時対応予算、そのうち

の 2.5％が NCDC への緊急対応の使途特定予算とし配分された。2018 年の NCDC への政府拠出金は、

現に 2017 年と比較し 9.6 倍に増額している。 

本計画の実施により想定される CPHL 施設および 8 検査室の機材の維持管理費は、総額 293.8 百万ナ

イラ（108.2 百万円：VAT 含まず）/年（ 

表  3-32）であり、そのうち NCDC の分担額は 233.76 百万ナイラ/年（CPHL 施設、機材（86.11 百

万円））および 15.33 百万ナイラ/年（7 ネットワーク検査室機材のうち消耗品（5.65 百万円））、合

計 249.09 百万ナイラ/年（91.76 百万円）となる。これは、NCDC の 2018 年総予算実績額（表 2-10）

の 12％相当を占めることになるが、これらの予算に加えて、検査室強化を主眼とする WB による

Regional Disease Surveillance Systems Enhancement （REDISSE）（約 96 億円、2018～2022 年）や PHE

による支援（約 22 億円、2018 年 10 月覚書署名）が新たに計画されている。これらの支援では、NCDC

にて活動内容を決め、所要の予算配分が可能となっている。また、今後 NCDC への共同研究者の増

加および他ドナーの検査・研究費等の拠出が見込まれており、CPHL 施設および機材、その他 7 ネッ

トワーク検査室への機材消耗品の供給にかかる維持管理の実施は可能と判断される。 

                                                        
18 プロジェクト金額：US$ 20.00 million。期間：2018₋2021。

https://projects.worldbank.org/en/projects-operations/project-detail/P163969?lang=en 
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 FMoH 管轄下の７ネットワーク検査室組織体制および予算・財源 3-4-1-3

 組織体制および人員配置 (1)

本プロジェクトの実施機関のひとつである FMoH の組織図は図 2-2 に示した通りである。FMoH の

対象部門は、本プロジェクトにて支援する CPHL を除く 7 ネットワーク検査室が属する病院サービ

ス局（Department of Hospital Services）である。病院サービス局は、教育病院や検査室などの施設管

理、看護や歯科、腫瘍などの診療科や疾患別対応にかかる業務を実施している。 

7 ネットワーク検査室に従事する人員は表 2-6 の通りである。 

 予算および財源 (2)

表  3-29 に各教育病院に予算を拠出する FMoH の財務状況を示す。FMoH の経常予算は 2015－2019

年の 5 年間で約 45％増額しており、その財政規模から今後も各教育病院に対する継続した予算の措

置が期待できる。各教育病院においては、今後の予算計画のうちプロジェクト名目予算等を活用しつ

つ維持管理費の規模を適正に保つことによって、本プロジェクトが 7 ネットワーク検査室に整備する

機材の維持管理費用は確保され、維持管理されると判断される。 

表  3-29 FMoH の運営・維持管理費実績および計画（2015-2019） 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、下段/日本円（JPY）） 

  2015 2016 2017 2018 2019 

1) 経常予算 
214,940,000,000 237,080,000,000 221,410,000,000 252,840,000,000 311,245,805,391

79,186,045,400 87,342,642,800 81,569,658,100 93,148,784,400 114,666,067,164

2) 資本的予算  
22,680,000,000 28,650,000,000 55,610,000,000 71,110,000,000 61,457,193,899

8,355,538,800 10,554,946,500 20,487,280,100 26,197,635,100 22,641,444,804

合計 
237,620,000,000 265,730,000,000 277,020,000,000 323,950,000,000 372,702,999,290

87,541,584,200 97,897,589,300 102,056,938,200 119,346,419,500 137,307,511,968

出典：ナイジェリア保健省および yourbudgit.com HP より抜粋  交換レート：1.0NGN  = 0.36841 円 

7 ネットワーク検査室の属する各教育病院の 2015 年から 2019 年の総予算および維持管理費は、表

2-12 から表 2-18 に示した通りである。本計画では、試薬を含む消耗品は NCDC の維持管理等予算に

て手当されることから、各ネットワーク検査室が FMoH から確保しなければならない維持管理予算

は、定期点検や修理を含む機器自体の維持管理費用となる。7 ネットワーク検査室の年間平均維持管

理費試算額は約 60.05 百万ナイラ/年（22.1 百万円）であり、ここから NCDC が手当する試薬費を減

じた約 44.72 百万ナイラ/年（16.47 百万円）が所要の予算と想定される。1 ネットワーク検査室当り

約 6.38 百万ナイラ/年（2.35 百万円）の予算となる。 

LUTH の収支状況は表  3-30 に示す通りである。2017－2018 年は検査室運営費に約 100 百万ナイラ/

年（36.8 百万）が配分されており、本プロジェクトにて整備予定の機材維持管理費は検査室運営費の

6.3％を占める。検査室運営に加え、上述の「プロジェクト」名目等の予算措置も必要に応じて可能

であることから、十分な予算配分が期待でき、機材維持管理も可能と判断される。その他 6 検査室の

財務状況については、FMoH において情報開示のための所要手続きが進められたが協力準備調査期間
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中の提示には至らなかった。表 2-12 から表 2-18 に示した通り過去 5 年間の予算推移を見ると、現時

点の予算規模でこれらの維持管理経費を確保することが短期的には困難と思われる検査室も存在す

る（ISTH、UBTH、UCH）。一方、各教育病院では通常の予算に加えて、毎年「プロジェクト」と

いう名目で機材調達や施設・設備改修に対する多くの費用が確保されていることから、当面はこれら

の予算を確保し、その中で本計画の維持管理経費を確保する方法が可能と思われる。例えば ISTH で

は 2018 年度（2019 年度も継続中）に Supply of surgical, laboratory and sundry medical equipment to irrua 

specialist hospital 25 百万ナイラ（9.2 百万円）の予算措置が予定されており、この中から維持管理予

算の確保が可能である旨説明があった。さらに、7 ネットワーク検査室が属する教育病院のうち医療

サービスを提供している病院では、利用者料金（診療、検査・診断サービス）からの収入が見込まれ

る。また、これらの検査室においては所属する教育病院の 2019 年の予算規模が LUTH より大きいこ

とから、LUTH 同等以上の検査室運営費の配分も可能であり、プロジェクト名目等の活用も踏まえて

維持管理は可能と判断される。 

表  3-30 LUTH の収支状況（2016₋2018） 

（単位：上段/ナイラ（NGN）、 下段/日本円（JPY）） 

 
収支状況

2016 2017 2018

1. 政府予算  5,800,000,000 6,400,000,000 6,400,000,000

  2,136,778,000 2,357,824,000 2,357,824,000

2. ドナー拠出金  - - - 

  - - - 

3. 研究パートナー等拠出金   - - - 

  - - - 

4. 診療サービス収入  245,000,000 247,000,000 224,000,000

  90,260,450 90,997,270 82,523,840

5. 検査・診断サービス収入  117,000,000 189,000,000 188,000,000

  43,103,970 69,629,490 69,261,080

6. その他の収入  29,000,000 32,000,000 37,000,000

  19,6833,890 11,789,120 13,631,170

収入計  6,190,000,000 6,830,000,000 6,850,000,000

  2,280,457,900 2,516,240,300 2,523,608,500

1. 人件費・福利厚生費  5,700,000,000 6,300,000,000 6,300,000,000

  2,099,937,000 2,320,983,000 2,320,983,000

2. 運営維持管理費  - - - 

  - - - 

(1) 事務所消耗品等  18,000,000 21,000,000 24,000,000

  6,631,380 7,736,610 8,841,840

(2) 運営費（検査室）  75,000,000 102,000,000 116,000,000

      27,630,750 37,577,820 42,735,000

(3) 運営費（その他）  101,000,000 132,000,000 140,000,000

      377,209,410 48,630,120 51,577,400

(4) 維持管理費（施設）  15,000,000 21,000,000 24,000,000

       5,526,150 7,736,610 8,841,840

(5) 維持管理費（機材）  17,000,000 17,000,000 18,000,000

      6,262,970 6,262,970 6,631,380
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収支状況

2016 2017 2018

4. 更新・大規模修繕費  - - - 

                         - - - 

5. その他の支出  261,000,000 263,000,000 210,000,000

  96,155,010 96,891,830 77,366,100

支出計  6,190,000,000 6,380,000,000 6,830,000,000

  2,280,457,900 2,350,455,800 2,516,240,300

出典：調査質問書回答をもとに調査団にて再編集  交換レート：1.00 NGN=0.36841 円 

 施設/ 機材維持管理計画 3-4-2

 施設 (1)

CPHL の施設・設備機器に係る維持管理は、CPHL に配属されている電気技術者 1 名が中心となり

外部リソースを活用しながら実施されている。既存施設には特殊な技術を要する設備、システムが導

入されていないことから、非常電源設備、構内の低電圧幹線、ポンプ等の保守点検を中心に対応して

いる。 

本計画施設には、BSL2 検査室の設置に伴い特殊な建築仕様、設備機器が導入されることから、そ

の運転、維持管理には専門的な技術、経験が求められる。検査機材担当技術者に加えて、建築、空調、

電気、給排水衛生に関する専門技術者で構成される施設・設備維持管理チームを構築し、日常の運転

操作・点検、定期点検、感染防止管理区域内の予防的メンテナンスに十分対応できる体制とする。バ

イオセーフティの観点から特に適切な管理が要求される、検査室の空調換気システム、感染性廃液処

理・廃棄物処理システムについては、ソフトコンポーネントにより、運営・維持管理に必要な基礎的

な知識と技術を習得する支援を行う。 

 機材 (2)

CPHL では、現在の保有機材に対しては保守管理契約は結ばれていない。CPHL 機材の維持管理は

NCDC に所属する BME により定期的に行われる計画が策定されておりすでに 2018 年末から開始し

ている。また、本計画における施設新設に合わせて CPHL に対する BME の新規配置が計画されてい

る。本プロジェクトにおいては、NCDC に配置されている BME および新規配置される BME による

定期点検を実施するとともに、メーカーによる保守管理契約が推奨される機材については現地代理店

と契約締結するよう指導する。 

本プロジェクトで対象とする CPHL を除く 7 ネットワーク検査室は FMoH 管轄の教育病院に所属

している。従って、各機材は病院に所属する BME による保守管理が行われている。現在は保守管理

契約が締結されている機材はなく、必要に応じてメーカー代理店に依頼して保守管理を行っている。

本計画においては、現行の維持管理体制を活用するとともに、メーカーによる保守管理契約が推奨さ

れる機材については現地代理店と契約締結を指導する。 

NCDC 側の要請により、一部の機材（バイオセーフティキャビネット、血液培養装置、リアルタイ

ム PCR、ELISA セット、サーマルサイクラー）に対してメーカー保証期間完了後 2 年間の保守管理

契約を本プロジェクトに含める。 
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 プロジェクトの概算事業費 3-5

 協力対象事業の概略事業費 3-5-1

本協力対象事業を実施する場合に必要となる事業費について、日本とナイジェリアとの負担区分に

基づく双方の事業費内訳金額を以下の通り算定した。但し、これは交換公文上の供与限度額を示すも

のではない。 

 日本側負担事業費 3-5-1-1

 

施工・調達業者契約認証まで非公表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ナイジェリア側負担事業費 3-5-1-2

費 目 
概算事業費 

（NGN：ナイラ）
備考 

1. 敷地準備などに必要な費用 19,266,750  

1) 水道引き込み工事 
CPHL： 
UNTH： 

451,000
2,400,000

Lago state water co.見積 

2) 電気引き込み工事 
CPHL： 
UNTH： 
UITH: 

5,415,750
5,000,000
5,000,000

EKEDC 最終見積は NCDC 取付け中

3) 電話回線引き込み工事  CPHL 500,000 MTN 見積 

4) インターネット引き込み工事 CPHL 500,000 MTN 見積 

5) 用途地域変更手続き 0 無料 

2. 建設許可等申請手続き 9,025,000  

3. 環境社会配慮申請手続き 1,832,000  

4. 家具調達・設置工事 3,610,000 会議机、机・椅子、カーテン等什器
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費 目 
概算事業費 

（NGN：ナイラ）
備考 

5. 銀行取極めにかかる手数料 7,220,000  

6. 租税 （実施機関による納税） 14,901,000  

1) CISS (Comprehensive Import Supervision Scheme 
duty) 

9,934,000 輸入資機材積算額(FOB)x 1% 

2) ETLS (ECOWAS Trade Liberalization Scheme 
duty) 

4,967,000 輸入資材機材積算額(CIP)x 0.5% 

7. 武装警護費用（邦人安全対策措置） 20,838,000  

合計（1+2+3+4+5+6+7） 
換算レート：1NGN=0.36841 円 

76,692,750 28,254 千円 

 積算条件 3-5-1-3

1) 積算時点： 2019 年 2 月 

2) 為替交換レート： 2018 年 11 月 1 日から 2019 年 1 月 31 日までの 3 か月平均レート 

1 ナイラ=0.36841 円 

1 米ドル=112.67 円 

3) 施工期間： 20.5 ヶ月（撤去工事 0.7.5 ヶ月を含む） 

4) その他： 本プロジェクトは、日本国政府の無償資金協力制度に基づき実施される。

積算は、日本国政府の無償資金協力の制度を踏まえて行うこととする。 

なお、本プロジェクトは予備的経費を想定した案件となっている。但し、

予備的経費の可否およびその率については外務省によって別途決定され

る。 

 運営・維持管理費 3-5-2

 新施設における施設必要経費 (1)

本施設における各設備のランニングコスト（水道光熱費等）を試算すると、下記の通りとなる。

（NGN：ナイラ） 

1) 電気料金 

条件 

最大需要電力 340 kw 

負荷率 0.30  

 電力会社料金体系（アブジャ電力会社 AEDC 料金表 33KV 受電 オフィスカテゴリー相当） 

基本料金 1970 NGN/kw

従量料金 100 NGN/kwh
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 月間電気料金 

基本料金 340kw×1970 NGN/kw = 669,800 NGN/月

従量料金 340kw×720 時間/月×0.3×100 NGN/kwh = 7,344,000 NGN/月

合計  8,013,800 NGN/月

 年間電気料金 

8,013,800  NGN/月 × 12 ヶ月 = 96,165,600 NGN/年

2) 電話料金 

マイクロ波回線共用電話基本料金

（10mpbs 専用 1 回線）  

インターネット接続料金に含まれる   

従量料金（市内通話） 10 台×180 分/月×12 NGN/分=21,600  NGN/月

従量料金（国際通話） 10 台×100 分/月×39 NGN/分=39,000  NGN/月

月間電話料金 60,600  NGN/月

年間電話料金 60,600 NGN/月 × 12 ヶ月 =  727,200  NGN/年

参照：ナイジェリア通信キャリア“Globacom Ltd”見積書 

3) 情報通信料金 

インターネット接続料金  

（光回線 10mbps 専用 1 回線）

375,000  NGN/月

年間データ通信料金 375,000 NGN/月 × 12ヶ月×1回線 = 4,500,000 NGN/年

参照：ナイジェリア通信キャリア“Globacom Ltd”見積書 

4) 上水道料金（下水道は整備されていないので下水道料金は発生しない） 

 最大日使用水量 

日最大使用水量 8.0 m3/日 

 料金表（ラゴス水道局 Lagos State Water Company による） 

水道料金 200 NGN/m3

 年間上水道料金 

8m3/日 × 360 日/年 × 0.7 × 200 NGN/m3 = 403,200 NGN／年
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5) 発電機用燃料料金 

発電機仕様 出力 125KVA x2 台 3 相 4 線 380V 50HZ （ディーゼル軽油）

 燃料使用量 20.0 ℓ/時間

想定使用量 月間想定運転時間（8 時間/日） 240 時間/月

ディーゼル軽油単価  267 NGN/ℓ

年間燃料費用 20.0 ℓ/時間×240 時間/月×2 ｘ12 ヶ月/年 

×267 NGN/ℓ=

 

30,758,400 NGN/年 

発電機仕様 出力 37KVA x1 台 3 相 4 線 380V 50HZ （ディーゼル軽油）

 燃料使用量 7 ℓ/時間

想定使用量 月間想定運転時間（24 時間/日） 720 時間/月

ディーゼル軽油単価  267 NGN/ℓ

年間燃料費用 7.0 ℓ/時間×720 時間/月×12 ヶ月/年 

×267 NGN/ℓ=

 

16,148,160 NGN/年 

6) CO2 ガス料金 

交換頻度 CO2 インキュベータ―用 10 回/台・月

CO2 ガス使用量 内槽容量 167L×10% ×10 回  =  167 L/台・月

年間 CO2ガス使用量 167L/台・月×5 台×12 か月 = 10,020 L/年

シリンダ（30kg／台）換算 10,020 L/年÷15,272 L/台 =0.66 台 1.0 台/年

CO2 ガス単価  270 USD/台

年間 CO2ガス料金 1.0 台/年×270 USD/台= 270 USD/年

交換レート：1.0 USD  = 305.83 NGN  → 82,574 NGN/年

7) 浄化槽メンテナンス費用 

設置浄化槽 

新施設用浄化槽（腐敗槽 処理水量 14.4 m3/日） 1 基

汚泥引き抜き回数         1 回/年

想定料金 105,000 NGN/回

メンテナンス費用       105,000 NGN/回 × 1 基  = 105,000 NGN/年

合計 105,000 NGN/年
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8) 施設修繕費 

 月間修繕費（USD） 年間修繕費
（USD） 交換部品 消耗品 点検 合計 

照明機器 100 300 50 450 5,400 

一般空調機器 200 300 60 560 6,720 

衛生機器 150 200 608 510 6,120 

内外装補修 20 USD/m2/年×2,960 m2 = 59,200 

合計  54,240 USD/年 

交換レート：1.0 USD  = 305.83 NGN  → 15,976,599 

NGN/年 

9) フィルター等交換費 

 交換頻度および単価 

中性能フィルター BSL2 検査室用 1 回/年程度 360 USD/個 

   

 年間交換費用 

中性能フィルター 360 USD/個× 10 個×1 回/年 = 3,600 USD/年 

   

合計  3,600 USD/年 

交換レート：1.0 USD  = 305.83 NGN  → 1,100,988 NGN/年 

10) 感染性廃液排水処理設備 

フィルター、パッキン等 300,000 円×1 回/年 = 300,000 円/年 

年間費用  300,000 円/年 

交換レート：1.0 NGN  = 0.36841 円 → 814,310 NGN/年 

11) 焼却炉 

焼却炉仕様 焼却能力 22 KG／時 88KG／回（A 重油または灯油） 

燃料使用量 燃焼バーナー＋補助バーナー 15.2 ℓ／時間

想定使用量 一括投入後、連続運転 4 時間／回／日

灯油単価  1.12 USD／ℓ

年間燃料費用 15.2 ℓ／時間×4 時間／日×30 日×12 ヶ月 

×1.12 USD／ℓ= 24,514 USD／年

交換レート：1.0 USD  = 305.83 NGN  → 7,497,116 NGN/年
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 新機材維持管理必要経費 (2)

本プロジェクトでの高額な維持管理費用が想定される機材の年間維持管理費は下記のとおりである。 

表  3-31 年間維持管理費試算（CPHL 分） 

No. 機材名 維持管理部品 調達台数 合計金額 

2 
バイオセーフティ
キャビネット 

定期点検・認証費用（HEPA フィルターを除く）
822,000 円 

給気 HEPA フィルター：93,000 円 

排気 HEPA フィルター：72,000 円 

殺菌灯：3,100 円×2 本=6,200 円 

LED 灯：6,000 円×2 本=12,000 円 

7 7,036,400 円

17 電気泳動 A ゲルセット 80,000 円 (800 枚分） 3 240,000 円

19 ELISA セット 
定期点検費用 17,000 円 

試薬キット 1,040,000 円 
2 2,114,000 円

27 顕微鏡、双眼 オイル：10,640 円 6 63,840 円

28 顕微鏡、蛍光 
C-LHGFI HG LAMP：105,280 円 

オイル：39,200 円 
1 144,480 円

30 顕微鏡、教育 オイル：10,640 円 1 10,640 円

32 
PCR ワークステー
ション 

HEPA フィルター17,000 円 

殺菌灯：3,100 円×2 本=6,200 円 

LED 灯：6,000 円×2 本=12,000 円 

3 105,600 円

33 pH メーター 試薬類 16,400 円 3 49,200 円

36 リアルタイム PCR 
定期点検費用 77,000 円 

1 日 10 検体年間 2,400 検体を想定した試薬キッ
ト 1,080,000 円 

3 3,471,000 円

39 サーマルサイクラー

定期点検費用 44,000 円 

1 日 10 検体年間 2,400 検体を想定した試薬キッ
ト 2,850,000 円 

3 8,682,000 円

合計 21,917,160 円/年

交換レート：1.0 NGN  = 0.36841 円 → 59,491,219 ナイラ/年

 

表  3-32 年間維持管理費試算（7 ネットワーク検査室分） 

No. 機材名 維持管理部品 調達台数 合計金額 

2 

バイオセーフティ

キャビネット 

(NHA, LUTH) 

定期点検・認証費用（HEPA フィルターを除く）

822,000 円 

給気 HEPA フィルター：93,000 円 

排気 HEPA フィルター：72,000 円 

殺菌灯：3,100 円×2 本=6,200 円 

LED 灯：6,000 円×2 本=12,000 円 

2 2,010,400 円

2 

バイオセーフティ

キャビネット 

（ISTH, UBTH, 
UCH, UNTH, UITH）

定期点検・認証費用（HEPA フィルターを除く）

905,000 円 

給気 HEPA フィルター：93,000 円 

排気 HEPA フィルター：72,000 円 

殺菌灯：3,100 円×2 本=6,200 円 

LED 灯：6,000 円×2 本=12,000 円 

9 9,793,800 円
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No. 機材名 維持管理部品 調達台数 合計金額 

3 血液培養装置 
定期点検費用 320,000 円 

試薬金額：280,800 円 
3 1,802,400 円

18 電気泳動 B ゲルセット 160,000 円 (1600 枚分） 1 160,000 円

19 ELISA セット 
定期点検費用 17,000 円 

試薬キット 1,040,000 円 
3 3,171,000 円

27 顕微鏡、双眼 オイル：10,640 円 18 191,520 円

28 顕微鏡、蛍光 
C-LHGFI HG LAMP：105,280 円 

オイル：39,200 円 
1 144,480 円

29 顕微鏡、倒立 
Mercury lamp：48,000 円 

オイル：19,000 円 
1 67,000 円

32 
PCR ワークステー

ション 

HEPA フィルター17,000 円 

殺菌灯：3,100 円×2 本=6,200 円 

LED 灯：6,000 円×2 本=12,000 円 

4 140,800 円

33 pH メーター 試薬類 16,400 円 1 16,400 円

36 リアルタイム PCR 

定期点検費用 77,000 円 

1 日 10 検体年間 2,400 検体を想定した試薬キッ

ト 1,080,000 円 

4 4,628,000 円

合計 22,125,800 円/年

交換レート：1.0 NGN  = 0.36841 円 → 60,057,545 ナイラ/年

 年間想定維持管理費 (3)

上記により、年間想定維持管理費は表  3-33 のとおりである。8 検査室の年間維持管理費は約 293

百万ナイラ（付加価値税除く（108.24 百万円））である。 

表  3-33 年間想定維持管理費 

項目 
年間料金 

（NGN：ナイラ）

付加価値税 
（5%） 

合計 
 

(1) 施設維持管理経費 174,279,147 8,713,957 182,993,104

1 電気料金 96,165,600 4,808,280 100,973,880

2 電話料金 727,200 36,360 763,560

3 情報通信料金 4,500,000 225,000 4,725,000

4 上水道料金 403,200 20,160 423,360

5 発電機用燃料料金 46,906,560 2,345,328 49,251,888

6 CO2 ガス使用料金 82,574 4,129 86,703

小計-1（年間光熱費等） 148,785,134 7,439,257 156,224,391

7 浄化槽メンテナンス費 105,000 5,250 110,250

8 施設修繕費 15,976,599 798,830 16,775,429

9 フィルター交換費 1,100,988 55,049 1,156,037
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項目 
年間料金 

（NGN：ナイラ）

付加価値税 
（5%） 

合計 
 

10 感染性廃液排水処理設備 814,310 40,716 855,026

11 焼却炉 7,497,116 374,856 7,871,972

小計-2（年間施設維持費） 25,494,013 1,274,701 26,768,714

(2) 機材維持管理経費（CPHL 分） 59,491,219 2,974,561 62,465,780

(3) 機材維持管理経費 
（7 ネットワーク検査室分） 

60,057,545 3,002,873 63,060,422

合計（1）+（2）+（3） 
293,827,911

108,249,140（円）

14,691,395 308,519,306

113,661,597（円）

交換レート：1.0 NGN  = 0.36841 円 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

第４章 プロジェクトの評価 
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 プロジェクトの評価 第 4章

4-1 事業実施のための前提条件 

NCDC の FMoH からの独立後（2018 年 12 月）の日が浅く両機関の分掌関係が未だ明確になってい

ないこと、さらに本プロジェクトの実施機関が NCDC と FMoH の 2 機関であることから、本計画を

円滑に進めるに当たり、2 機関が責任を持ち連携していくことが重要である。 

また、「3-3 相手国側分担事業の概要」に記したナイジェリア側による分担事業が、協力対象事業

の工事開始前および工事期間中の適切な時期に確実に実施される必要がある。特に、既存家屋等の撤

去・移設許可については、現在、NCDC が FMoH と進めている確認作業に加え、更に承認等手続き

を要する場合は、事業実施前の完了が必須である。 

4-2 プロジェクト全体計画達成のために必要な相手方投入（負担）事項 

協力対象事業の実施により、NCDC が統括するネットワーク検査室のうち計 8 つの公衆衛生検査室

において、BSL2 検査施設や関連する検査機材が整備される。これらの日本側の投入を活用のうえ、

NCDC の感染症対応およびサーベイランス機能体制を強化し、当国における感染症アウトブレイクの

早期検知および拡大防止を図るために、ナイジェリア側が投入し取り組むべき事項は以下の通りであ

る。 

 (1) 適切な職員配置 

CPHL の BSL2 検査施設は、NRL および CPHL に在籍する既存人員および CPHL に新規に配置さ

れる人員によって運営され、本格的な稼働には 20 名程度の検査スタッフおよびメンテナンス技術者

（施設、機材）の配置を想定している。また、CPHL を除くその他 7 つのネットワーク検査室で整備

される機材は、これらの検査室が所属する FMoH管轄下の教育病院の既存人員によって運営される。

このように計 8 つのネットワーク検査室の運営には、CPHL に予定されている一部の新規人員を除い

て、大部分は既存人員の従事が想定されていることから、既存人員の兼任・再配置、新規雇用者の資

格要件、人数、配属等の詳細な人員配置を計画し、確実に職員の配置が確実に手当てされる必要があ

る。 

 (2) 施設・機材の運営維持管理予算の確保 

本計画施設および機材の運営維持管理予算は FMoH および NCDC が確保する。FMoH の運営予算

はナイジェリア政府予算からの拠出、NCDC の運営予算は、ナイジェリア政府予算に加えて他ド

ナー・共同研究機関等からの拠出および NCDC の内部収益から構成されている。協力準備調査期間

にナイジェリア側より示された NCDC および FMoH の過年度予算実績（2015-2018）、NCDC の予算

計画（2019，2020）では、本計画施設・機材の運営維持管理に不足のない予算が期待できることを確

認できたが、協力対象事業完成年の 2022 年以降も継続して良好な予算措置が行われる必要がある。 

 (3) 施設・機材の運営維持管理の実施 

CPHL は全面的に NCDC の管轄下にあり、その他の 7 ネットワーク検査室は FMoH 病院サービス
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局の管轄である。予算措置を含め運営維持管理における詳細な役割分担は協力準備調査時点では、

CPHL にかかる予算およびその他 7 検査室の消耗品や試薬などにかかる予算は NCDC、7 検査室の整

備機材の運営維持管理費は FMoH と整理したが、上述の通り NCDC の独立から日が浅く 2 機関の役

割が明確になっていないため、今後も運営維持管理体制において両責任機関の効率的な連携が求めら

れる。 

本計画施設および機材の運営維持管理には、BSL2 検査室の設置に伴う特殊な建築仕様、設備機器

の運転、維持管理に対応できる専門的な技術、経験が求められる。 

CPHL の BSL2 検査施設においては、NRL および CPHL の維持管理チームに、建築、空調、電気、

給排水衛生の専門技術者で構成される施設・設備維持管理チームを新たに追加し、検査室の空調換気

システム、廃水処理システム・医療廃棄物の運転操作・点検、定期点検、感染防止管理区域内の予防

的メンテナンスに十分対応できる体制が求められる。 

8 つのネットワーク検査室における機材は、基本的に各検査室のメンテナンスチームと外部委託メ

ンテナンスの活用を組み合わせて維持管理を行う。一般的な機材は、良好な状態を継続して保全する

ために操作マニュアル等に従った日常点検の実施が求められる。また、これらの検査室に導入するバ

イオセーフティキャビネット（BSC）、血液培養装置、ELISA セット、リアルタイム PCR、サーマ

ルサイクラー等の特殊機材については、本計画機材の保証期間満了後さらに 2 年間の保守管理契約を

想定している。保守管理契約後においても、同契約およびソフトコンポーネントによって所要の維持

管理能力強化が手当てされるメンテナンスチームの確実な日常点検と外部委託による専門業者（現地

代理店技術者等）の定期点検、部品交換・調整の実施が求められる。必要に応じてこれら専門業者と

年間保守管理契約を締結のうえ、安全かつ効率的な機材の稼働に留意することが求められる。 

 (4) BSL2 検査室新設に伴うバイオセーフティおよびバイオセキュリティの強化 

BSL2 検査室の新設に伴い、NCDC/CPHL による既存の検査室運営に係るガイドラインの更新、適

切な BSL2 マネジメントシステムの整備、構築が必須である。バイオセーフティおよびバイオセキュ

リティを強化し、本計画施設および機材が感染防止管理の観点から安全で適切に利用され、また、高

リスク病原体管理の観点からは、防犯・防災および周辺への環境汚染対策が確実に取られることが求

められる。 

4-3 外部条件 

プロジェクトの効果が発現、持続するための外部条件は以下の通りと考えられる。 

 (1) 保健セクターにおける開発計画の推進 

感染症対策を含む保健分野は、ナイジェリアの経済復興成長計画「Economic Recovery and Growth 

Plan 2017-2020」に最重要課題の一つと位置づけられている。2018 年 12 月に「National Action Plan on 

Health Security 2018-2022」が発表された。NCDC、FMoH、農業省、環境省などの関係省庁が協働し、

Local Government Area でのサーベイランス電子化、ヒトおよび動物衛生検査室ネットワークの構築、

感染症探知のための人材育成、公衆衛生上の脅威やリスクとなり得る緊急事態への対応強化を主な柱

として活動計画が策定されている。 



 

4-3 

「ナイジェリア臨床検査サービス政策(Nigeria Medical Laboratory Services Policy)」および現行の「臨

床検査戦略計画(Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan) 2015-2019」においても、検査機能の強化に

取り組んでおり、NCDC の感染症サーベイランス、予防、緊急対応および調査能力の向上、NRL お

よびネットワーク検査室の整備を優先課題としている。その中で、検査データ整備、検体・試料の保

管、細菌学検査強化および検査室ネットワーク強化が期待されている。 

協力対象事業の枠組みは、これら政策、上位計画からの要請に従って組み立てられており、本計画

の目標達成のためには、ナイジェリアによる感染症分野における施策の積極的かつ継続的な推進が重

要となる。 

 (2) JICA を含む他ドナー、共同研究者、国際機関による継続的な支援 

ナイジェリアでは毎年 100 名近くが死亡するラッサ熱、2014 年の西アフリカエボラウイルス病ア

ウトブレイクなど新興感染症の流行が度々報告されている。このような重症感染症の早期発見・封じ

込めのための基盤となる JICA の検査室整備支援は FMoH からの期待が非常に高い。日本は感染症危

機対応分野において先行する NCDC の NRL への BSL3 施設整備「ナイジェリア疾病予防センター診

断能力強化計画」（無償資金協力）を含め包括的な支援を実施しており、特に本プロジェクトにおけ

る機材整備は 2019 年度に開始予定の感染症対策能力強化を図る「公衆衛生上の脅威の検出および対

応強化プロジェクト」と相乗効果が期待される。 

また、NCDC は WB、WHO、USCDC、PHE を中心とする協力を受けており、JICA の実施する本

件を含めた 3 プロジェクトとの密な連携を図りつつ、今後もこれらの団体からの支援を継続的に得る

こと、さらに新規の協力者を開拓していくことが重要となる。特に、構築と整備が進められている公

衆衛生検査室ネットワークにおいては、今後も各検査室の診断検査能力の強化、バイオセーフティ・

セキュリティの強化、外部精度管理の推進等について継続的な支援が期待される。 

 (3) ネットワークが適切に管理・運営されるための体制作り 

本プロジェクトによりネットワーク検査室の施設や機材が整備されることにより、州レベルでの感

染症診断能力およびサーベイランス機能の向上が期待できるが、一方でネットワークが適切に管理・

運営されるよう、以下の体制作りが必要である。 

 NRL・CPHL をトップ・リファレルとするネットワークの階層化を図るとともに、NRL/CPHL

のプログラムマネジメント能力を強化する。 

 検査施設認証制度、外部精度アセスメント、内部精度管理および精度向上活動を含む精度

保証システムを確立し定期的なモニタリングを継続する、 

 各ネットワーク検査室において診断検査が確実に実施されるように、試薬、消耗品などの

調達・供給システムを整備する、 

 各ネットワーク検査室における検査項目の検査件数、陽性率および試薬・物品などのイン

ベントリー情報等を相互に収集できるような検査情報管理システムを構築する、 

 精度保証システムに基づいた人材育成/研修プログラムを構築し、実施に向けた計画・立

案をおこなう。 
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 各ネットワーク検査室のキャッチメント・エリアにおけるリファレル・システムを再整備する。

検査体制の分散化をゾーン・レベルから州レベルに細分化することにより、感染症診断におけ

る Health systems’delay（図  4-1）の改善が期待できるが、そのために患者または検査検体に関

する搬送システムの確立が必要である。 

 より先進的な検査診断法を導入することにより検査所要時間の短縮と検査精度の向上を図る。

具体的には、コンベンショナル核酸増幅法（conventional PCR： cPCR）を用いた検査法の普

及を促進およびリアルタイム PCR 法（quantitive PCR ：qPCR）を新規導入する。従来の cPCR

法に比べ、qPCR 法は、操作が簡便で迅速に結果が得られる、コンタミネーションのリスクが

低い、正確な定量ができる等の利点を有する。 

 
図  4-1 患者・医療従事者の受療行動および検査、診断、治療の遅れの関係性19 

4-4 プロジェクトの評価 

4-4-1 妥当性 

本プロジェクトに期待される効果およびその妥当性は以下の通りである。 

 (1) プロジェクトの裨益対象者とプロジェクト目標の妥当性 

本プロジェクトは、NCDC が統括する計 8 つの公衆衛生検査室に対し、施設・機材の整備等を実施

することにより、感染症対応およびサーベイランス機能体制の強化を図り、もって、ナイジェリアに

おける感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものである。これら地方の拠点検

査室が整備されることによって、本プロジェクトの対象州および周辺州において感染症対策の取り組

みを強化し裨益することが期待される。 

NCDC は現在、感染症対策に係る研究・診断における中核的役割を担い、WHO による 41 の IDSR

                                                        
19 Solomon Yimer, Gunnar Bjune and Getu Alene. Diagnostic and treatment delay among pulmonary tuberculosis patients in 

Ethiopia: a cross sectional study. BMC Infectious Diseases 2005, 5:112 
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の対象疾患のうち 8 つの最優先疾患（ウイルス性出血熱、黄熱病、コレラ、髄膜炎、麻疹、インフル

エンザ、薬剤耐性菌、サル痘）にかかる病原体検査、診断を実施する。感染症サーベイランスにおけ

る検査体制として NRL、CPHL を含む地域中核検査室（6 施設）およびウイルス標準検査室（2 施設）

と検査ネットワーク（計 38 施設。2019 年 2 月現在）を構築している。また、インフルエンザに関し

て、定点サーベイランスを協力機関 4 施設と構築しており、既存研究施設内では継続した検査が行わ

れている。最終的にはすべてのネットワーク検査室においてこれら 8 感染症の診断の実施、サーベイ

ランス対応能力強化等を目標としている。本プロジェクトにより BSL2 検査室の新設を含む NCDC

のネットワーク検査室の機能強化を行うことで、ナイジェリア国における感染症対策能力をさらに強

化し、感染症アウトブレイクの早期検知および拡大防止に寄与するものと考えられる。 

 (2) ナイジェリアの保健政策との整合性 

ナイジェリア経済復興成長計画「Economic Recovery and Growth Plan 2017-2022」、「National Action 

Plan on Health Security 2018-2022」、「ナイジェリア臨床検査サービス政策（Nigeria Medical Laboratory 

Services Policy）」および「臨床検査戦略計画 (Nigeria Medical Laboratory Strategic Plan) 2015-2019」に

記載がある通り、ナイジェリアでは各種感染症対策を優先課題と位置付け、検査機能の強化に取り組

んでいる。感染症に対するサーベイランス、予防、緊急対応の中核的役割を NCDC が担う方針であ

り、これらサーベイランス能力および検査診断能力強化のためのネットワーク検査室の整備が期待さ

れている。本プロジェクトはこれらの優先課題を具現化するものとして位置付けられている。 

 (3) 我が国の援助政策との整合性 

我が国は、対ナイジェリア連邦共和国国別開発協力方針（2017 年 9 月）にて「包摂的かつ強靭な

保健・医療システムの整備」を重点分野と定めており、本プロジェクトはこれら方針に合致する。特

に地域保健サービス強化、検査室および疾病予防センター強化等を支援する協力方針であり、本プロ

ジェクトの実施による保健インフラの整備により、感染症対応能力強化が期待できる。また、我が国

は「平和と健康のための基本方針」、「G7 伊勢志摩首脳宣言」等において、公衆衛生危機対応に取

り組むことを表明しており、本プロジェクトはこれら国際公約にも合致するナイジェリア整合する事

業と位置づけられる。さらに、TICAD VI 公約で掲げた UHC 推進の柱である「公衆衛生上の危機へ

の備えの強化」に資するものであり、特に、ナイジェリアは JICA の「健康危機対応能力強化に向け

たグローバル感染症対策人材育成・ネットワーク強化プログラム（PREPARE）」で想定される拠点

国のひとつであることから、UHC in Africa に貢献するものとして実施の意義が非常に高い。 

また、持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals: SDGs）ゴール 3（すべての人に健康と

福祉を）への貢献、2014-2015 年の西アフリカにおけるエボラ流行後の国際的な感染症対策能力強化

への支援強化、検査・診断技術向上と研究能力強化を通じた国際保健規則（IHR）の履行強化という

観点から実施の意義も高い。 
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4-4-2 有効性 

協力対象事業実施により期待されるアウトプットおよびプロジェクト全体計画の実施により達成

が期待されるアウトカムを以下に記す。指標の基準年は 2019 年とし、目標年は施設建設および機材

整備完了予定の 2022 年から 3 年後の 2025 年として設定した。 

 (1) 定量的効果 

定量的指標として、対象とする 8 ネットワーク検査室のうち主要 6 病原体を確定診断可能な検査室

数とし、表  4-1 の通り基準値、目標値を設定する。 

表  4-1 定量的指標（協力対象事業実施によるアウトプット） 

指標名 指標値 目標値（2025 年） 

 疾患名 
基準値 

（2019 年） 
【事業完成 3 年後】 

（注 3） 

本プロジェクトにて支援す
る 8 検査室のうち優先感染
症を確定診断（注 1）できる
登録検査室数（注 2） 

(a) 薬剤耐性菌 
3 

（NHA, UITH, UCH）
5 

（NHA, UITH, UCH, UNTH, CPHL）

(b) 黄熱病 0 
4 

（血清検査：CPHL, UNTH） 
（PCR: CPHL, ISTH, LUTH） 

(c) コレラ 
1 

（CPHL） 
4 

（CPHL,UHI,UNTH, UITH） 

(d) 髄膜炎菌性髄膜炎
1 

（CPHL） 
2 

（CPHL,UITH） 

(e) インフルエンザ 0 
1 

（CPHL） 

(f) ラッサ熱 
2 

（LUTH、ISTH） 

5 
（LUTH, ISTH、CPHL、その他 2 施

設（今後選定予定）） 

（注 1） 確定診断とは、IDSR に基づき検査を実施し、感染の有無を判定する。正確かつ迅速に確定診断を行うこと

により、拡大防止のための早期の初動対応が可能となる。 

（注 2） 登録検査室とは、NCDC や FMoH から各感染症の確定診断検査室と登録された検査室を指す。 

（注 3） ウイルス・細菌の病原体により検査方法・必要機材が異なるため、本プロジェクトにより全 8 検査室でのす

べての優先感染症の検査が実施可能とならない。 

 (2) 定性的効果 

1) 検査・診断の質（作業効率・検査精度）の向上による、各州の公衆衛生対策地域拠点としての

8 ネットワーク検査室の重要性、機能性の向上 

本プロジェクトにより、CPHL の BSL2 検査施設に、屋内外アクセスの監視、空調・換気、給排

水衛生、感染性廃水処理などの設備システム面の環境が整えられる。さらに、本来隣接し連携すべ

き諸室（準備ホール、バイオバンクの併設等）や、専用化すべき諸室（ウイルス用（PCR 室含む）、

細菌用（PCR 室含む）、寄生虫用の BSL2 検査室構成）が整理され、適切な作業動線と機材配置お

よび作業スペースが確保される。また、その他の 7 ネットワーク検査室では BSL2 相当の検査室と

して必要な機材が更新、追加整備されることによって、安全で効率的にかつ精度の高い検査・診断

が実現し、8 ネットワーク検査室の各州における公衆衛生対策地域拠点としての重要性、機能性が

向上することが期待される。 
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2) 支援対象州の公衆衛生検査サービスの質の向上による支援対象州および近隣州住民の安全・安心

確保の推進（感染症対応およびサーベイランス機能体制の強化により迅速に感染症アウトブレイ

クが封じ込められる。） 

本プロジェクトにより 8 ネットワーク検査室の BSL2 および BSL2 相当の検査施設および機材が

整備され、感染症サーベイランス・システムが強化されることで、検査件数の増加、検体搬送、検

査精度保証の改善が促進され、支援対象州および近隣州における迅速な感染症アウトブレイクの封

じ込めの実現と同地域の住民の安全・安心確保の推進が期待される。 
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資料-1 調査団員・氏名 

現地調査（2019 年 1 月 7 日から 2 月 1 日） 

 
名前 担当 所属 

磯野 光夫 総括／団長 JICA人間開発部 国際協力専門員 
神作 麗 技術参与／感染症対策 JICA人間開発部 国際協力専門員 
枡谷 真貴 計画管理 JICA人間開発部 保健第一グループ保健第二チーム 
藤澤 響子 計画管理 JICA人間開発部 保健第一グループ保健第二チーム 

江連 晃尉 
業務主任／建築計画／環

境社会配慮 
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

島田 隆次 建築設計／自然条件調査1 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 
宮武 直子 建築設計／自然条件調査2 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

鈴木 正彦 設備設計 
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル（㈱シ

ステムプランニングコーポレーション） 
石川 晴久 施工計画／積算 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 
金子 昭生 機材計画 株式会社フジタプランニング（合同会社AHMN） 
紺野 洋祐 機材調達計画／積算 株式会社フジタプランニング 

三浦 隆史 検査室整備計画 
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル（公益

財団法人結核予防会） 
工藤 武司 安全対策計画 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

 

 

概略設計概要説明調査（2019 年 5 月 26 日から 6 月 6 日） 

 
名前 担当 所属 

磯野 光夫 総括／団長 JICA人間開発部 国際協力専門員 
藤澤 響子 協力企画 JICA人間開発部 保健第一グループ保健第二チーム 

江連 晃尉 
業務主任／建築計画／環

境社会配慮 
株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 

島田 隆次 建築設計／自然条件調査1 株式会社オリエンタルコンサルタンツグローバル 
金子 昭生 機材計画 株式会社フジタプランニング（合同会社AHMN） 
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概略設計概要説明調査（2019 年 5 月 26 日から 6 月 6 日） 

JICA総括 JICA計画管理
業務主任／建築計
画／環境社会配慮

建築設計／自然条
件調査1

機材計画

磯野　光夫 藤澤　響子 江連　晃尉 島田　隆次 金子　昭生

1 5月26日 日

2 5月27日 月 ACCRA → ABUJA

3 5月28日 火 NRT → 

4 5月29日 水 → ABUJA HND → ABUJA

　

5 5月30日 木

　

6 5月31日 金

7 6月1日 土 ABUJA → PARIS

8 6月2日 日 → NRT

9 6月3日 月

10 6月4日 火

11 6月5日 水

12 6月6日 木  → HND

ABUJA → 

USCDC、USAIDとの面談

月日

団内協議および報告書作成

報告書作成

JICA報告、EOJ表敬、
MOH：ミニッツ協議、署名

団内協議、ミニッツ案の検討・作成

JICAナイジェリア事務所表敬／協議、

→ ABUJA

NRT → ADDIS ABABA

団内協議、現地調査

現地調査

ABUJA → ADDIS ABABA

→ NRT

NCDC：　ミニッツ協議（最終ドラフト確認）
団内協議、ミニッツ案の検討・作成

NCDC：　ミニッツ署名
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資料-3 関係者（面会者）リスト 
 

1. NCDC (Nigeria Centre for Disease Control) 
 Dr. Chikwe Ihekweazu  CEO 
 Mr. Anthony Ahumibe  Senior Laboratory Technical Advisor 
 Ms. Nwando Mba   Dir. National Reference Laboratory 
 Badaru Sikiru   Deputy Director (Lab. Network) 
 Adedeji Adesayo   Director Lab. Senior 
 Akinpelu Afocolor   Assist. Director(Medical Lab. Scientist) 

2. NCDC CPHL(Central Public Health Laboratory) 
 Mrs. Babatunde Oleyumd  Deputy Director 
 Mrs. Ogbazi Josephine E  Biosafety/Biosecurity/Public Management Sectors 
 Mr. Martins Olajide   Lab. Scientist 
 Mr. Obahor Benjamin  Account/Maintenance 
 Mr. Christophor B. Uicpe  Maintenance Officer 
 Mr. Amiefiok Ekoh   Assist. Director (Medical Lab Scientist) 

3. Federal Ministry of Health  
 Mrs. Agba Janet C.   Assist. Director (Medical Lab Scientist) 
 Mrs. Emeka Alice   Deputy Director (Medical Lab Scientist) 
 Mrs. Nkechi .A. Nwoke  Director (Medical Lab Scientist) 

4. National Hospital Abuja 
 Dr. J. A. Momoh   CMO/CEO 
 Dr. O.O.Olaomi   DCS/CMAC 
 Mr. Olasamuel A.   DM 
 Mr. A.A. Umar   DCMAE 
 Mr. Sramo Haaspeud  DD/PRO 
 Mr. Ikedo John   HOD 
 Engr. Ajimaro Suamy  Asst. Chief Engineer 
 Mr. Ilegogie Anthony  Deputy Director Dm 
 Dr. K.C.Iregbu   HOD 
 Dr. T.T.Wakama   HOD (Haematology) 
 Anoke Uzoamaka R.   Asst. Director (Haematology) 

5. University of Lagos, Virology 
 Mr. Sunday Omilabu  VHF Lab Lead 
 Abdulah Maryam   Lab. Scientist 
 Oremolu Meray R.   Lab. Scientist 
 Anjamary Roosarey   Lab. Scientist 
 Salu Olumuyiwa   Lab. Manager 

6. University of Lagos, Microbiology 
 Ms. Anyameou A. Roosevelt  
 Prof. O. Odnel   HOD 
 Dr. Osuagwu C. S.   Consultant 

7. University College Hospital, Ibadan 
 Dr. Victor I. Akinmoladun  CMD 
 Ms. Olaosim Iyiova I  Deputy Director(MLS) 
 Ms. Fowotade Adeola  Tec HUD 
 Ms. Aderooji A. T.   Departmental Secretary 
 Ms. Ogunleye Veonice  Deputy Director 
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 Mr. Gboja Adebimpe  Infection Control Nurse 
 Ms. Adiguri Oyirilola  Departmental SCC 
 Mr. Odekawmi Adesin  Deputy Director(MLS) 
 Mr. Olayimka, Baniji  Biomedical Engineer 

8. University of Ilorin Teaching Hospital 
 Prof. A.D. yusuf   Chief Medical Director 
 Dr. A. O. Saica   CMAC 
 Dr. Kadir Hassan Oba  Deputy D. A 
 Dr. Adeniran A. S. Deputy   CMAC 
 Mr. Alarape A. J.   CMLS 
 Dr. Abayomi Fadeyi O.  Consultant 
 Dr. Suleiman S. T.   Consultant 
 Mr. Anderson O. Agoni  Biomedical Engineer 

9. University of Nigeria Teaching Hospital, Enugu 
 Ms. Chioma Banjamin Puja  Chief Medical Lab Scientist 
 Mr. Ani Ebelechykaru  Chief Medical Lab Scientist 
 Mr. Okechukmi Euphemia  Chief Medical Lab Scientist, Media Room 
 Ms. Chukwuemeka Ijeoma Blessing Chief Medical Lab Scientist 
 Mr. Udeinya Frances Ihuakm  Principal Medical Lab Scientist, Bacterology 
 Dr. Azubuke Constana U.  Chief Medical Lab Scientist, Virology 
 Ms. Chukyubuikem Chinemu  Principal Medical Lab Scientist 
 Ms. Bressing Opara   Senior Medical Lab Scientist 
 Mr. Eboh Uzoma   Senior Medical Lab Scientist 
 Okome Ujuinwa   Senior Medical Lab. Scientist 
 Onyeso Immaclels   Senior Medical Lab. Scientist 

10. Irrua Specialist Teaching Hospital 
 Prof. S. DKDGBENIN  CMD 
 Dr. W. DyIGNRIA   CMAC 
 Mr. S. A. Momoh   Assistant 
 Mr. Rev. Fehx Obhakhan  Director 
 Dr. C. Affusim   DCMAC 
 Dr. Ebhraim Ogbaini  Director ILFRC(Institute Lassa Fever Research Control) 
 Mr. Ikponmwosa Odia  Head of Lab Manager 

11. University of Benin Teaching Hospital 
 Prof. D. E. Oboseki   CMD 
 Prof. C. Omuemu   CMAC 
 Prof. O. Adeleye   DC  MAC(Research & Ethics) 
 Prof. C. O.kuwkwo   DC  MAC(Training & Monitoring) 
 Mrs. E. Osian   Deputy Director Nursing Service 
 Mr. G. Furae   S.A.to Care 
 Mr. Uwaila Joshua. Esq  P.R.O 
 Mr. Ndiokwere Casimir  Assistant Director 
 Dr. E.O. Yusuf   Head of Department 
 Mrs. Omijie Rosemary  Assistant Director 
 Mr. Richrd Omoregie  Assistant Director 
 Mr. Ogheifun M. Asawamy  

12. Land Bureau Lagos State 
 Mr. Chales Aribisala  Director(Estate) 
 Mr. Bola Aliu   Director 
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 Tpl. Ogunlewe D.A.  As. Director 
 Tpl. Ofarinde I.S.   As. Director 

13. Local Contractor 
 Engr. John B USWUAGBO   Lightyear, CEO 
 Mr. Peter Ageva   Lightyear, Civil Engineer 
 Engr. Josh Ohanenye  Lightyear, Electrical Engineer 
 Mr. Bar Theodora Ikhille  Lightyear, Director/Company Secretary 
 Ms. Okeowo Kemi Oluwaseyi  Lightyear, Office Assistant 
 Mr. Julius Ileiju   Swift, Operations Manager 
 Mr. Tunji Abisoye   Swift, Engineer 
 Mr. Bayo Ogunrinde  OAT Construction, Executive Director 
 Mr. Soji Adeniji   OAT Construction, Managing Director 

14. Local Company 
 Mr. Happy Idahor   MTN, Corporate Account Partner 
 Mr. Damian Mbalu   ABJ Consolidated Nigeria LTD, Product Manager 
 Ms. Kate Isa   Katchey, Chief Executive Officer 
 Mr. Olumurewa Odunjo  LS Scientific, Managing Director 
 Mr. Lanre Akinseye   Winteck Nigeria Limited, Marketing Executive 
 Ms. Amaka Jiodo   Finlab Nigeria Limited, Sales Manager 
 Mr. Nzurumike Augustine     Biosafe Equipment Calibrations Ltd., CEO 
 Mr. Andrew Alefule  DCL Laboratory Products LTD, National Sales Manager 
 Mr. Omolake Abolade  AXA Mansard, Branch Operations 
 Mr. Olungbenga M. Olugbamila    Leadway Assurance Company Limited, Associate 
 Ms. Adebola A. Tope-babalola      Industrial and General Insurance PLC, Assistant Director 
 Mr. Richard A. Oyekunle  Prestige Assurance PLC, Abuja Branch Manager 

15. 調達関連 
 Ms. Mari Masuoka   World Food Programme Nigeria, Logistics Officer 
 山本 久男   CFAO, General Manager 

16. JICA ナイジェリア事務所 
 小森 克俊   所長 
 奥村 真紀子   所長 
 寺垣 ゆりや   企画調整員 
 木内 亮太   企画調整員 
 黒田 健一   所員 
 Mrs. Damilola Graham-Douglas In House Consultant 
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資料-7 その他の資料・情報 
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地質調査 

調査位置図 

BH2

TRP1

TRP2
TRP4

TRP3

BH1

BH3

TRP

BH

 
 

A-7-2



調査写真 
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ボーリング調査、柱状図 
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フィールド透磁率試験結果 

 BH1 
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給排水現況調査 
1.CPHL 
 
給水調査写真 

 
 
 
給水調査地点 
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給水 水質データ 
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排水経路 

 
 
排水 水質データ 
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給水 水質データ 
2.ISTH 

 
3.UBTH 
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4.UCH 
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5.UNTH 

 
 
6.NHA 
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7.LUTH 
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8.UITH 
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既存施設電力状況 
1.CPHL 
 
調査写真 

 
既存フィーダーピラー 既存変圧器 1*300KVA、11／0.415KV 

 
既存発電機 3 台、 

2 台（1*27KVA, 415V、1*20KVA, 415V）使用可能 
 

 
電力状況ログ 
S/N Date Time Power 

Status 
Remarks 

1 20/1/2019 0100-0159 OFF LOAD S
2 0200-0959 ON SUPPLY
3 1000-2259 OFF LOAD S
4 2300-2459 ON SUPPLY
5 21/1/2019 0100-0759 ON SUPPLY
6 0800-1059 OFF LOAD S
7 1100-1559 ON SUPPLY
8 1600-2359 OFF LOAD S

S/N Date Time Power 
Status 

Remarks 

9 2400-2459 ON SUPPLY
10 22/1/2019 0100-0659 ON SUPPLY
11 0700-1059 OFF LOAD S
12 1100-1959 ON SUPPLY
13 2000-2159 OFF LOAD S
14 2200-2459 ON SUPPLY
15 23/1/2019 0100-0959 ON SUPPLY
16 1000-1459 OFF LOAD S
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S/N Date Time Power 
Status 

Remarks 

17 1500-1959 ON SUPPLY
18 2000-2459 OFF LOAD S
19 24/1/2019 0100-0659 ON SUPPLY
20 0700-1059 OFF LOAD S
21 1100-1459 ON SUPPLY
22 1500-1959 OFF LOAD S
23 2000-2059 ON SUPPLY
24 2100-2459 OFF LOAD S
25 25/1/2019 0100-0459 OFF LOAD S
26 0500-0659 ON SUPPLY
27 0700-2459 OFF LOAD S
28 26/1/2019 0100-0659 ON SUPPLY
29 0700-0959 OFF LOAD S
30 1000-1159 ON SUPPLY
31 1200-1959 OFF LOAD S
32 2000-2459 ON SUPPLY
33 27/1/2019 0100-0659 ON SUPPLY
34 0700-0959 OFF LOAD S

S/N Date Time Power 
Status 

Remarks 

35 1000-1359 ON SUPPLY
36 1400-2459 OFF LOAD S
37 28/1/2019 0100-1259 OFF LOAD S
38 1300-1759 ON SUPPLY
39 1800-2459 OFF LOAD S
40 29/1/2019 0100-0459 OFF LOAD S
41 0500-1059 ON SUPPLY
42 1100-1559 OFF LOAD S
43 1600-1959 ON SUPPLY
44 2000-2359 OFF LOAD S
45 2400-2459 ON SUPPLY
46 30/1/2019 0100-0959 ON SUPPLY
47 1000-1959 OFF LOAD S
48 2000-2459 ON SUPPLY
49 31/1/2019 0100-0759 ON SUPPLY
50 0800-1659 OFF LOAD S
51 1700-1959 ON SUPPLY
52 2000-2459 OFF LOAD S

 
2.ISTH 

 
既存変圧器 

1*2.5MVA 33/11kv 
既存フィーダーピラー 既存発電機のうちの 1 台 1*500KVA 

商用電源は 10 時間／日以下であり、不安定である。 
 
3.UBTH 

既存変圧器 
7.5MVA 33/11kv 

既存変圧器 
2*500KVA 11/0.415KV

既存発電機のうちの 1 台
1*500KVA 

商用電源は 17 時間／日程度であり、状態は良く安定している。 
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4.UCH 

既存変圧器 
2*7.5MVA 33/11kv 

検査室への既存発電機 1*275KVA 

商用電源の状態は良く安定している。 
 
5.UNTH 

既存変圧器 
7.5MVA 33/11kv 

既存変圧器 
2*500KVA 11/0.415KV

既存発電機のうちの 1 台
1*500KVA 

商用電源は 17 時間／日程度であり、状態は良く安定している。 
 
6.NHA 

既存変圧器と開閉器、変圧器は NHA に複数ある。 既存発電機のうちの 1 台、合計 6MW 
商用電源は平均 20 時間／日程度であり、停電がない日も多く状態は良く安定している。 
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7.LUTH 

  
既存コネクタースイッチ 

7.5MVA 33/11kv
既存 100AMP 切替器 

ラゴス大学が独立した電力プラントをもっているため、状態は良く安定している。 
 
8.UITH 

 
既存変圧器 

2*500KVA, 33/0.415KV 
検査室専用既存発電機 

1*2.5KVA, 220/240V 
既存インバーターバッテリー 

商用電源は数日間全く来ないこともあり、状態は不安定である。 
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１． ソフトコンポーネントを計画する背景

ナイジェリア連邦共和国（以下「ナイジェリア」）「ナイジェリア疾病予防センターネット

ワーク検査室機能強化計画」（以下「本プロジェクト」）は、ナイジェリア公衆衛生検査室

のトップであるナイジェリア疾病予防センター（以下「NCDC」）が統括する国内ネットワ

ークの 8 検査室に対し、施設や機材の整備等を実施することにより、感染症対応及びサーベ

イランス機能体制の強化を図り、もって当国における感染症アウトブレイク発生時の早期検

知及び拡大防止に寄与するものである。本プロジェクトは、NCDC の 38 検査室（2019 年 2
月現在）のネットワーク検査室のうち下表に挙げる 8 検査室を対象として、検査機材の整備

とラゴス市連邦保健省所有地内にある中央公衆衛生検査室（以下「CPHL」）のバイオセー

フティーレベル 2 1（以下「BSL2」）検査施設の建設を実施するものである。

表 対象施設名とコード

No. 施設名及びコード 
現在の検

査室水準

本プロジェク

トの協力内容

施設 機材

1 Central Public Health Laboratory CPH
L

BSL2 相当 
○ ○

2 Irrua Specialist Teaching Hospital ISTH BSL2 相当 ― ○

3 University of Benin Teaching Hospital UBT
H

BSL2 相当 ― ○

4 University College Hospital Ibadan UCHI BSL2 相当 ― ○

5 University of Nigeria Teaching Hospital Enugu UNT
H

BSL2 相当 ― ○

6 National Hospital Abuja NHA BSL2 相当 ― ○

7 Lagos University Teaching Hospital, Virology 
Laboratory 

LUT
H

BSL2 相当 ― ○

8 University of IIorin Teaching Hospital UITH BSL2 相当 ― ○

各ネットワーク検査室に新規に整備される施設及び機材は、実施機関である連邦保健省（以

下「FMOH」）と NCDC が中心となり、ナイジェリア国内の感染症の検査・診断、サーベ

イランス機能を強化するものとして運営・維持管理される。ネットワーク検査室の検査計画、

研修計画、基礎となる人材配置及び人材育成に係る計画は NCDC 公衆衛生検査サービス局

が主体的に策定するが、本プロジェクトの対象ネットワーク検査室は NCDC 直轄検査室の

一つである CPHL と FMOH 病院サービス局管轄の教育病院内に位置する 7 検査室と管轄が

2 つに分かれるため、本プロジェクトを通じて策定される計画を基に算定される必要予算及

び人材確保は NCDC と FMOH の両機関が管理することが求められる。なお、検査・診断の

技術的指導、バイオセーフティー・バイオセキュリティの指針構築・運用には 2019 年秋開

始予定の技術協力プロジェクト「公衆衛生上の脅威の検出及び対応強化プロジェクト」（以

下、「技術協力プロジェクト」）を活用した日本側の技術協力が予定されている。

1 世界保健機関（WHO）で は病原微生物の安全な取り扱い（バイオセーフティ）に関する「実験室バイオセーフ

ティ指針」を制定しており、その中で病原体の危険性に応じて 4 段階のリスク群分類に応じた病原体等管理レベ

ル（バイオセーフティレベル（BSL））を定めている。本プロジェクトはそのうちリスク群分類 2（個体へのリ

スクが中等度、地域社会へのリスクは低い）に準じた BSL2 検査室を整備するものであり、主として二種病原体

等（国立感染症研究所分類）の取り扱いに対応した施設となる。
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そのような状況のもと、ネットワーク検査室を管理する NCDC 公衆衛生検査サービス局及

び NCDC の直轄検査室である首都アブジャに位置する国家標準検査室（以下「NRL」）2で

はメンテナンス部門の強化を図り維持管理専任技術者の配置を促進しているものの、その対

応能力は未だ限定的である。

CPHL に関しては、現在電気技術者 1 名が在籍しているが、電気設備及び簡易な施設修繕等

にとどまっている。今後、維持管理専任技術者の新規追加配置 4 名が計画されている。

BSL2 検査室用の空調換気システム、感染性廃水処理システムなど一部の特殊な設備及び機

材に係る技術的知見、メンテナンス実務経験は少ない。維持管理についても、メーカー代理

店等との維持管理契約（以下、「維持管理契約」）を想定する一部機材3を除き、現在の

CPHL の実施体制、能力では十分に対応できないことが想定される。また維持管理契約を実

施するためにも、CPHL 側に維持管理契約先との契約方法とその内容、定期点検結果の確認、

文書化、及び記録保管等の適切な維持管理契約に対する管理能力が必要で、この手法の確立

も必要となる。維持管理契約が必須ではない機材については、CPHL 及び NRL の組織内技

術者による維持点検を強化する必要がある。

また、本プロジェクトにて機材整備される FMOH 管轄の 7 検査室には、機材の運営維持管

理を担当する技術者：バイオメディカルエンジニア（以下、「BME」）が配置されている

ものの、今回整備される機器に対しての運転と維持管理経験は乏しく、研修受講経験もない。

加えて、機材業者による機材の初期運転のための指導は、メーカーマニュアルを用いた初期

運転操作指導であり、各検査室の使用条件、バイオセキュリティやバイオセーフティーなど

を配慮した指導は考慮されていない。したがって、各ネットワーク検査室にて安全かつ精度

の高い検査診断実施のためには機材の適切な運転及び維持管理に十分に対応できる管理面、

技術面の能力強化を図る必要がある。

先行無償案件である「ナイジェリア疾病予防センター診断能力強化計画」（以下「先行無償

案件」）にて BSL2、BSL3 検査室を含む新規施設の建設が予定されている NRL には、現在

バイオメディカルエンジニア（以下、「BME」）2 名、電気技術者 1 名がメンテナンス業務

に従事しているが、電気設備及び簡易な施設修繕等にとどまっている。NRL 既存施設及び

機材の運営維持管理は、人材不足やメンテナンスのための測定機器（バイオセーフティーキ

ャビネット用）が不足しているため、外部委託維持管理契約にて適切に実施されてきている

が、今後、先行無償案件ソフトコンポーネント計画において BSL2、BSL3 検査室用の設備、

機材、測定器の調達を含めて、NRL の維持管理能力拡充が期待される。 

本プロジェクトでは、先行無償案件にて NRL に導入予定の機材と同様設備・システムを

CPHL に一部導入する。したがって、先行無償案件のソフトコンポーネントと機器の運転・

維持管理方法について研修内容が部分的に重複することから、一部の機器については現在も

不定期に実施されている NRL スタッフによる研修、指導のさらなる水平展開も期待できる。

しかし、準備調査にて先方からの NRL スタッフから本プロジェクトにて機材整備される他

8 検査室への研修実施に関しては合意を得ておらず、また先行無償案件のソフトコンポーネ

ント計画も未実施であるため、研修後の機材維持管理状況を確認した上で、水平展開の可能

性を検討する必要がある。また、本プロジェクトの CPHL への新検査室新設計画は、NRL
とは異なる検査室構成と配置・動線計画に適応した CPHL向けのバイオセーフティ／バイオ

2 当該施設には本プロジェクトに先行する無償資金協力による BSL3、2 の検査室が建設される。 
3維持管理契約が想定される機材はリアルタイム PCR 等の定期点検等必要な情報を外部公開していない機器及び

BSC およびオートクレーブの定期点検と有資格者による検査証明書の取得が対象となる。 
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セキュリティの考え方、設定に基づいた内容となっているため4、これら設計条件を熟知か

つ設計した日本人専門家が CPHLに新規に配置される維持管理専任技術者に対してソフトコ

ンポーネントを実施し、各設備、システムの運転・維持管理の重点事項について総合的な研

修を行うことが望ましい。これは、アブジャで稼働する NRL から地理的にも離れたラゴス

において、CPHL が独立した維持管理体制を確実に構築するうえでも有効であると考えられ

る。

このような状況の下、ナイジェリア側からは整備後の設備・機材の運転・保守・維持管理に

係る技術支援の要請がなされ、本プロジェクトにて整備する BSL2 検査室施設及び機材の適

切な利用と更なる有効活用を促すためにも、ソフトコンポーネントを活用した日本側の技術

支援が有効であると考えられる。

２． ソフトコンポーネントの目標

ソフトコンポーネントの実施により、以下に示す目標が達成されることが期待される。

I． CPHL において、本プロジェクトで整備される BSL2 検査室の特殊設備5が適切に

運転・維持管理できるようになる。

II． 8 ネットワーク検査室において、本プロジェクトで整備される特定機材6が適切に

運転・維持管理できるようになる。また維持管理契約も活用されるようになる。

３． ソフトコンポーネントの成果

ソフトコンポーネント実施により期待される直接的成果は以下の通り。

(1) CPHL に新設される BSL2 検査室の空調換気設備が適切に運転、維持管理され

る。

(a) 空調換気設備の運転・維持管理のための技術指導書等が作成される。

(b) 運転・維持管理要員が運転・保守点検に係る基礎的な知見及び技術を習得す

る。

(2) CPHL に新設される BSL2 検査室の感染性廃液排水処理設備が適切に運転、維持

管理される。

(a) 加熱滅菌廃水処理設備の運転・維持管理のための技術指導書等が作成され

る。

(b) 運転・維持管理要員が運転・保守点検に係る基礎的な知見及び技術を習得す

る。

4 感染防止管理区域や空調換気エリアの設定、検査室エリア内外のセキュリティーの設定（アクセスコントロー

ル、各設備システムの監視・制御内容等）など
5 BSL2 検査室用の空調換気システム、感染性廃液排水処理・感染性廃棄物処理設備を“特殊設備”と称する。
6 8 ネットワーク検査室向け機材のうち、以下 2 種類を“特定機材”と称する。①メーカーとの維持管理契約が

必須となる機材（カッコ内に理由記載）：リアルタイム PCR 用装置、サーモサイクラー、血液培養装置（性能確

認がユーザー側ではできないため）、ELISA セット（ユーザー側ではできない測定精度の調整が必要なため)、②

機材の運転と維持管理において特別な技量・経験を要する機材（カッコ内に作業記載）：バイオセーフティーキ

ャビネット（ HEPA フィルターのリークチェック、風速調整によるエアーシールの確保）、CO２インキュベータ

ー・ディープフリーザー・インキュベーター・薬品冷蔵庫（連続記録による槽内温度の管理手法）、バイオセー

フティーキャビネットメンテナンスセット（機器を使用した各項目の測定方法、定期的な校正方法）。
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(3) CPHL に新設される BSL2 検査室の感染性廃棄物処理設備が適切に運転、維持管

理される。

(a) 焼却炉設備の運転・維持管理のための技術指導書等が作成される。

(b) 運転・維持管理要員が運転・保守点検に係る基礎的な知見及び技術を習得す

る。

(4) 8 ネットワーク検査室の特定機材が適切に運転、維持管理される。

(a) 特定機材の運転・維持管理のための技術指導書が作成される。

(b) 運転・維持管理要員が運転・保守点検に係る基礎的な知見及び技術を習得す

る。

(c) 特定機材のうちメーカーとの維持管理契約が必須となる機材の維持管理契約

が推進される。

４． 成果達成度の確認方法

本ソフトコンポーネントの成果及び成果の確認方法は下記の通りである。なお、以下成果

（１）～（３）の達成を以て、運転・維持管理要員等の能力向上が図られたとみなす。

目標 成果項目 達成度の確認項目 確認方法

分野 成果

I.  
CPHL に

新設され

る BSL2
検査室の

特殊設備

を適切に

運転・維

持管理で

きるよう

になる。

(1) 空調換

気設備が適

切に運転、

維持管理さ

れる。

(a) 空調換気シ

ステムの運転・

維持管理のため

の「技術指導

書」、「チェッ

クリスト」、

「帳票」、「台

帳」が整備され

る。

・システム概要、気流管理、

差圧管理、設備機器の運転・

保守点検等にかかる「技術指

導書」（運転・保守点検担当

者が行う点検内容・実施方法

の説明書）、「チェックリス

ト」（運転・保守点検担当者

が行う点検項目・手順を機器

別にリスト化したもの）、

「帳票」（点検項目別の点

検、修理等内容・結果の記録

シート）、「台帳」（機器別

の点検・修理等の実施記録・

履歴）が作成される。

ソフトコンポーネント専

門家による、「技術指導

書」、「チェックリス

ト」、「帳票」（点検項

目別の点検、修理等内

容・結果の記録シー

ト）、「台帳」（機器別

の点検・修理等の実施記

録・履歴）の内容確認。

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検の

基礎的な知見及

び方法を習得す

る。

メンテナンス要員が、

・座学及び実習による技術指

導を受け、その内容を理解し

ている。

・設備システム及び運転・維

持管理に係る概要、計画・立

案（予算策定含む）を理解し

ている。

・運転・維持管理実務（アイ

テム・手順・方法）を理解し

ている。

実機設備におけるその内容を

理解している。

ソフトコンポーネント専

門家による、

・「技術指導書」、「チ

ェックリスト」、「帳

票」、「台帳」に基づい

た運転・保守点検作業の

実技チェック(所要時間、

精度）、理解度の確認

（テスト及び講評）。

・「チェックリスト」、

「帳票」、「台帳」の使

用、記録作業の実技チェ

ック、理解度の確認（テ

スト及び講評）。

・「運転・維持管理計

画」の内容確認、理解度
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の確認（テスト及び講

評）。

(2) 感染性

廃液排水処

理設備が適

切に運転、

維持管理さ

れる。

(a) 加熱滅菌廃

水処理装置の運

転・維持管理の

ための技術指導

書等が作成され

る

・加熱滅菌廃水処理装置及び

バッチタンクの「技術指導

書」（運転・保守点検担当者

が行う点検内容・実施方法の

説明書）、「チェックリス

ト」（運転・保守点検担当者

が行う点検項目・手順を機器

別にリスト化したもの）、

「帳票」（点検項目別の点

検、修理等内容・結果の記録

シート）、「台帳」（機器別

の点検・修理等の実施記録・

履歴）が作成される。

ソフトコンポーネント専

門家による、「技術指導

書」、「チェックリス

ト」、「帳票」（点検項

目別の点検、修理等内

容・結果の記録シー

ト）、「台帳」（機器別

の点検・修理等の実施記

録・履歴）の内容確認。

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

メンテナンス要員が、

・座学及び実習による技術指

導を受け、その内容を理解し

ている。

・運転・維持管理に係る計

画・立案（予算策定含む）を

理解している。

・運転・維持管理実務（アイ

テム・手順・方法）を理解し

ている。

ソフトコンポーネント専

門家による、

・「技術指導書」、「チ

ェックリスト」、「帳

票」、「台帳」に基づい

た運転・保守点検作業の

実技チェック(所要時間精

度）、理解度の確認（テ

スト及び講評）。

・「チェックリスト」、

「帳票」、「台帳」の使

用、記録作業の実技チェ

ック、理解度の確認（テ

スト及び講評）。

・「運転・維持管理計

画」の内容確認、理解度

の確認（テスト及び講

評）。

(3) 感染性

廃棄物処理

設備が適切

に運転、維

持管理され

る。

(a) 焼却炉設備

の運転・維持管

理のための技術

指導書等が作成

される

・焼却炉設備の「技術指導

書」（運転・保守点検担当者

が行う点検内容・実施方法の

説明書）、「チェックリス

ト」（運転・保守点検担当者

が行う点検項目・手順をリス

ト化したもの）、「帳票」

（点検項目別の点検、修理等

内容・結果の記録シート）、

「台帳」（点検・修理等の実

施記録・履歴）が作成され

る。

ソフトコンポーネント専

門家による、「技術指導

書」、「チェックリス

ト」、「帳票」（点検項

目別の点検、修理等内

容・結果の記録シー

ト）、「台帳」（機器別

の点検・修理等の実施記

録・履歴）の内容確認。

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

メンテナンス要員が、

・座学及び実習による技術指

導を受け、その内容を理解し

ている。

ソフトコンポーネント専

門家による、

・「技術指導書」、「チ

ェックリスト」、「帳

票」、「台帳」に基づい

た運転・保守点検作業の
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・運転・維持管理に係る計

画・立案（予算策定含む）を

理解している。

・運転・維持管理実務（アイ

テム・手順・方法）を理解し

ている。

実技チェック(所要時間、

精度）、理解度の確認

（テスト及び講評）。

・「チェックリスト」、

「帳票」、「台帳」の使

用、記録作業の実技チェ

ック、理解度の確認（テ

スト及び講評）。

・「運転・維持管理計

画」の内容確認、理解度

の確認（テスト及び講

評）。

II. 

8 ネット

ワーク検

査室の特

定機材を

適切に運

転・維持

管理でき

るように

なる。

(4) 特定機

材が適切に

運転、維持

管理され

る。

(a) 特定機材の

運転・維持管理

のための「技術

指導書」等が整

備される。

・BSC（安全ｷｬﾋﾞﾈｯﾄ）、イ

ンキュベーター、フリーザー

類の「技術指導書」（機材使

用者、保守点検担当者が動作

と操作手順を理解する）、

「チェックリスト」（機材使

用者及び保守点検担当者が日

常点検と定期点検を実施す

る）、「帳票」（点検項目別

の点検、修理等内容・結果の

記録シート及び機材使用者及

び保守点検担当者が他部門や

外部へ作業依頼するための伝

票）、「台帳」（点検・修理

等の実施記録・履歴）が作成

される。

ソフトコンポーネント専

門家による、「技術指導

書」、「チェックリス

ト」の内容確認。

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検の

基礎的な知見及

び方法を習得す

る。

メンテナンス要員が、

・座学及び実習による技術指

導を受け、保守契約の必要性

や特定機材の運転など研修内

容を理解している。

・システム概要及び運転・維

持管理に係る計画・立案（予

算策定含む）を理解してい

る。

・運転・維持管理実務（アイ

テム・手順・方法）を理解し

ている。

ソフトコンポーネント専

門家による、

・「チェックリスト」等

に基づいた運転・保守点

検作業の実技チェック(所
要時間、精度）、理解度

の確認（テスト及び講

評）。

・「チェックリスト」等

の使用、記録作業の実技

チェック、理解度の確認

（テスト及び講評）。

・「運転・維持管理計

画」の内容確認、理解度

の確認（テスト及び講

評）。

(c) 特定機材

（メーカーとの

維持管理契約が

必須となる機

材）の維持管理

契約締結が推進

される。

・血液培養装置、ELISA セッ

ト、リアルタイム PCR、サ

ーモサイクラー（CPHL の

み）、における維持管理契約

締結のための指導を行う。

ソフトコンポーネント専

門家による、

・「維持管理契約ガイド

ライン」の内容確認。

・維持管理契約先の契約

方法・情報の内容確認。
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維持管理契約に必要な「維持

管理契約ガイドライン」が作

成される。

維持管理契約実施に伴う手続

き（維持管理契約見積もりの

収集、契約内容の協議、予算

申請）が理解される。そして

本事業にて支援する維持管理

契約満了後の契約候補先とな

る業者と契約内容の情報が入

手される。

・「ガイドライン」に基

づいた維持管理契約条件

と契約の内容確認、理解

度の確認（テスト及び講

評）。
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５． ソフトコンポーネントの活動（投入計画）

各成果達成に向けた活動（投入計画）は以下の通りである。対象部門は FMOH 病院サービ

ス局・NCDC 公衆衛生検査サービス局及び 8 ネットワーク検査室（ISTH /UBTH /UCHI
/UNTH /NHA /LUTH /CPHL /UITH）とし、FMOH と NCDC の各局にはマネジメントを含む

運転・維持管理の一般事項の指導、8 ネットワーク検査室には運転・維持管理要員としての

実務にかかる技術的な指導を行う。

(１) 活動計画

成果項目別の活動計画

成果項目 活動項目 対象部門

分野 成果

(1) 空調換

気設備が適

切に運転、

維持管理さ

れる。

(a) 空調換気シ

ステムの運転・

維持管理のため

の「技術指導

書」等が整備さ

れる。

・「技術指導書」に記載するバ

イオセーフティ・セキュリティ

を踏まえた運転

・制御・保守点検・維持管理ア

イテム・内容を整理する。

- システム概要、気流管理、差

圧管理の概要、設備機器等

・運転・保守点検担当者が日常

の作業に活用できる「技術指導

書」、「チェックリスト」、

「台帳」、「帳票」を作成し、

それに基づく指導訓練計画を立

案する。

・技術指導書、指導訓練計画の

説明を行う。

・NCDC 公衆衛生検査サー

ビス局（2 名）

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

・技術指導書等を使用して、

- 設備システム及び運転・維

持管理に係る概要、計画・立

案（予算策定含む）、

- 具体的な運転・維持管理実務

（アイテム・手順・方法）等

に係る座学、実習を行う。

・気流・差圧管理については、

本邦業者が行う試運転・調整作

業の内容（対象機器、目的、作

業アイテム、調整値等データ）

を記録・文書化し標準業務手順

書7を整理のうえ座学、実技指導

（実機使用）を行う。

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

(2) 感染性

廃液排水処

理設備が適

(a) 加熱滅菌

廃水処理装置の

運転・維持管理

・「技術指導書」に記載するバ

イオセーフティ・セキュリティ

を踏まえた運転・制御・保守点

・NCDC 公衆衛生検査サー

ビス局（2 名）

7
 標準業務手順書は、技術指導書内容に基づいて作業要領、手順を示したもので、空調換気システムについて

は気流・差圧管理の手順、感染性廃液排水処理システムについては、高温蒸気滅菌管理の手順を想定する。な

お、技術指導書は、各設備システムについて、検査室に要求されるバイオセーフティ、バイオセキュリティを勘

案した総合的な運転・制御、保守点検、維持管理の方法を示したものである。
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切に運転、

維持管理さ

れる。

のための技術指

導書等が作成さ

れる

検・維持管理アイテム・内容を

整理する。

・運転・保守点検担当者が日常

の作業に活用できる「技術指導

書」、「チェックリスト」、

「台帳」、「帳票」を作成し、

それに基づく指導訓練計画を立

案する。

・技術指導書、指導訓練計画の

説明を行う。

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

・「技術指導書」等を使用し

て、

- 加熱滅菌廃水処理装置の運

転・維持管理に係る概要、計

画・立案（予算策定含む）、

- 具体的な運転・維持管理実務

（アイテム・手順・方法）

等に係る座学、実習を行う。

・加熱滅菌廃水処理装置の高圧

蒸気滅菌管理については、本邦

業者が行う試運転・調整作業の

内容（対象機器、目的、作業ア

イテム、調整値等データ）を記

録・文書化し、標準業務手順書8

を整理のうえ座学、実技指導を

行う（実機使用）。

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

(3) 感染性

廃棄物処理

設備が適切

に運転、維

持管理され

る。

(a) 焼却炉設

備の運転・維持

管理のための技

術指導書等が作

成される

・「技術指導書」に記載する運

転・保守点検・維持管理アイテ

ム・内容を整理する。

・運転・保守点検担当者が日常

の作業に活用できる「技術指導

書」、「チェックリスト」、

「台帳」、「帳票」を作成し、

それに基づく指導訓練計画を立

案する。

・技術指導書、指導訓練計画の

説明を行う。

・NCDC 公衆衛生検査サー

ビス局（2 名）

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

・「技術指導書」等を使用し

て、

- 焼却炉設備の運転・維持管

理に係る概要、計画・立案（予

算算出含む）、

- 具体的な運転・維持管理実務

（アイテム・手順・方法）

・CPHL

（5 名。うち 4 名は新規雇

用の電気・機械設備技術者

を想定）

8 標準業務手順書は、技術指導書内容に基づいて作業要領、手順を示したもの。 
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等に係る座学、実習を行う。

(4) 特定機

材が適切に

運転、維持

管理され

る。

(a) 特定機材の

運転・維持管理

のための「技術

指導書」等が整

備される。

・「技術指導書」に記載する運

転・保守点検・維持管理アイテ

ム・内容を特定機材別に整理す

る。

・機材使用者・保守点検担当者

が日常の作業に活用できる「技

術指導書」、「チェックリス

ト」、「帳票」、「台帳」を作

成し、それに基づく指導訓練計

画を立案する。

・技術指導書、指導訓練計画の

説明を行う。

・FMOH 病院サービス局

（1 名）

・NCDC 公衆衛生検査サー

ビス局（1 名）

・ISTH/UBTH /UCHI/UNTH
/NHA /LUTH /CPHL /UITH

（各 2 名。BME を想定） 

(b) 運転・維持

管理要員が運

転・保守点検に

係る基礎的な知

見及び技術を習

得する

・「技術指導書」及び「メーカ

ーマニュアル」「チェックリス

ト」を使用して、

- 特定機材の運転・維持管理

に係る概要、計画・立案（予

算策定含む）、

- 具体的な運転・維持管理実務

（アイテム・手順・方法）等

に係る座学、実習を行う。

・ホルマリン燻蒸、フィルター

走査については、本邦業者が行

う試運転・調整作業の内容（対

象機器、目的、作業アイテム、

調整値等データ）を記録・文書

化し標準業務手順を整理のうえ

座学、実技指導を行う（実機使

用）。

・ISTH/UBTH /UCHI/UNTH
/NHA /LUTH /CPHL /UITH

（各 2 名。BME を想定） 

(c) 特定機材

（メーカーとの

維持管理契約が

必須となる機

材）の維持管理

契約の締結が推

進される

・維持管理契約が必須となる機

材の洗い出しを行う。（想定機

材：PCR、サーモサイクラー、

ELISA、血液培養装置等）

・対象機材について維持管理契

約締結に必要な「維持管理契約

ガイドライン」が作成される。

・維持管理契約実施に伴う手続

き（維持管理契約見積もりの収

集、契約内容の協議、予算申

請）が実施される。

・「維持管理契約ガイドライ

ン」の運用について、技術協力

プロジェクトで実施される検査

室運営マネジメント能力の強

化・指導において活用される。

・FMOH 病院サービス局

（1 名）

・NCDC 公衆衛生検査サー

ビス局（1 名）

・ISTH/UBTH /UCHI/UNTH
/NHA /LUTH /CPHL /UITH

（各 2 名。BME を想定） 
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2019 年秋開始予定の技術協力プロジェクトにおいて NCDC ネットワーク検査室の診断能力

強化にかかる研修を行う計画である。そのため CPHLの完工を待たず、他 7ネットワーク検

査室へ機材の搬入・据付を行う。

CPHL へは一部の機材をこの技術プロジェクトの研修のために、7 ネットワーク検査室の機

材搬入と同時期に、一部の機材のみ、現在の CPHLに搬入・据付を行うが、主要機材は新棟

の完工に合わせて搬入・据付を実施する。この搬入・据付日程に合わせて第１回現地派遣を

計画し、特定機材に係る運転維持管理指導を実施する。なお、7 ネットワーク検査室の技術

者に加え、CPHLに新規に配置される技術者も対象とすることからNCDCによる新規施設完

工前の人選・任命を要請する。これにより、技術協力プロジェクト及び本プロジェクトにお

いてソフト面とハード面の両方から NCDC ネットワーク検査室の検査診断能力強化を支援

し相乗効果が期待できる。

また、空調換気設備、感染性廃水処理・廃棄物処理設備に係る運転維持管理指導は、第２回

現地派遣として CPHL において新規施設の設備システムが完工する時期に実施する。 

これら 2回の研修はいずれも CPHLにて実施する。第１回では既存検査室にて CPHLに対し

て調達するメンテナンスが必要な特定機材を使用して実施する。また、第 2回では CPHL に

新設される設備システムの実機を使用して実施する。

派遣時期別活動計画

(1) 空調換気設備

が適切に運転、

維持管理され

る。

(2) 感染性廃液排

水処理設備が適切

に運転、維持管理

される。

(3) 感染性廃棄物処

理設備が適切に運

転、維持管理され

る。

(4) 特定機材が適切に運転、維

持管理される。

国内
(1) 

3 日間 
(2)(3) 
2 日間 

(4) 
4 日間 

・技術指導書に記載する運転・保守点検・維持管理アイテム・内容を整理する。

・技術指導書、チェックリスト、台帳、帳票の準備、指導訓練計画案の準備。

第１回

現地

派遣

期間

 (4) 
16 日間 

・技術指導書、指導訓練計画

の説明を行う。

・技術指導書等を使用して以

下の座学、実習を行う、

- 設備システム及び運転・

維持管理に係る概要、計

画・立案（予算策定含

む）、

- 具体的な運転・維持管理実

務（アイテム・手順・方

法）

-理解度テスト及び講評

・本邦業者が行う試運転・調

整作業の内容（対象機器、目

的、作業アイテム、調整値等

データ）を記録・文書化し標

準業務手順を整理のうえ座

学、実技指導を行う（実機使

用）
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第２回

現地

派遣

期間

(1) 
16 日間 

(2)(3) 
12 日間 

・技術指導書、チェックリスト、台帳、帳票を作成し、そ

れに基づく指導訓練計画を立案する。

・技術指導書、指導訓練計画の説明を行う。

・技術指導書等を使用して以下の座学、実習を行う、

- 設備システム及び運転・維持管理に係る概要、計画・

立案（予算策定含む）、

- 具体的な運転・維持管理実務（アイテム・手順・方法）

-理解度テスト及び講評

・本邦業者が行う試運転・調整作業の内容（対象機器、目

的、作業アイテム、調整値等データ）を記録・文書化し標

準業務手順書を整理のうえ座学、実技指導を行う（実機使

用）

国内
(1) 

2 日間 
(2)(3) 
1 日間 

(4) 
2 日間 

・現地作業結果のとりまとめ

・ソフトコンポーネント完了報告書の作成

(２) 投入計画

上記活動を行うために以下の専門家の投入を行う。現地派遣期間における各要員の作業日程

を下表に示す。各研修は受講予定者を CPHL にて参集したうえで実施するものとする。

さらに、別途施工監理期間中に現地派遣が予定されているコンサルタント日本人技術者（業

務主任、空調換気設備）との連携を図り、ソフトコンポーネントの対象となる先方の運営維

持管理体制構築（新規雇用含む）の進捗確認及び促進の働きかけを適宜行うことで、技術指

導等の活動をより効果的に実施できるように留意する。

1） 空調換気設備運転・維持管理指導専門家 １名

2） 感染性廃液排水・廃棄物処理設備運転・維持管理指導専門家 １名

3） 特定機材運転・維持管理指導専門家 １名

第 1 回派遣期間作業日程表 

派遣

日数

3）特定機材運転・維持管理

指導専門家

1 移動日

2 移動日

3 ・技術指導書、標準業務手順書、チェックリスト、台帳、帳票等作成

4 ・技術指導書案、指導訓練計画案の説明

5 ・座学（Biosafety/Biosecurity、維持管理概要と Calibration 手法、保守管理

の計画・立案・予算化、維持管理契約締結方法とその契約管理手法 等）

6 ・座学・実習（BSC：見学と操作指導、インキュベーター、CO2 インキュベ

ーター冷蔵庫、フリーザー：見学と操作指導、温度管理指導）

7 ・座学・実習（BSC：バイオセーフティーキャビネットメンテナンスセット

利用による燻蒸）

A-8-14



VER_6_190624 

8 ・実習準備、資料整理

9 ・実習準備、資料整理

10 ・実習（BSC：燻蒸後の処理、ＨＥＰＡフィルター交換、気流・風速測定）

11 ・研修員による実習（BSC： 燻蒸後の処理、 HEPA フィルターの交換、気

流測定）とデータ整理、その結果を踏まえたフォローアップ作業の座学12 

13 ・研修員による実習（インキュベーター、CO2 インキュベーター冷蔵庫、フ

リーザー）とデータ整理、その結果を踏まえたフォローアップ作業の座学14 
15 移動日

16 移動日

第 2 回派遣期間作業日程表 

派遣

日数

1）空調換気設備運転・維持管理

指導専門家

2）感染性廃液排水・廃棄物

処理設備運転・維持管理

指導専門家

1 移動日

2 移動日

3 ・技術指導書、標準業務手順書、チェックリスト、台帳、帳票等作成①

4 ・技術指導書、標準業務手順書、チェックリスト、台帳、帳票等作成②

5 ・指導訓練計画の立案

・技術指導書案、指導訓練計画案の説明

6 ・座学（システム、維持管理概要バイオセーフティ・セキュリティ概

要）、理解度テスト実施

7 ・試運転・調整の立会・フォロー

アップ座学

・試運転・調整の立会・フォローアッ

プ座学

8 ・実習準備、資料整理

9 ・実習準備、資料整理

10 ・試運転・調整の立会・フォロー

アップ座学

・座学・実習（加熱滅菌廃水処理装

置、焼却炉設備）、理解度テスト実

施、全体講評

11 ・座学・実習（維持管理計画・立

案）、理解度テスト実施
移動日

12 ・座学・実習（空調・換気①）、

理解度テスト実施
移動日

13 ・座学・実習（空調・換気②）、

理解度テスト実施

14 
・座学・実習（差圧・気流）（フ

ィルター）、理解度テスト実施、

全体講評

15 移動日

16 移動日

６． ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法

当ソフトコンポーネントの実施に当たっては、コンサルタントより本プロジェクト施設及び

機材の設計を担当した各分野の日本人専門家を現地に派遣し、指導を行う予定である。設

備、システムについては設計思想を理解した上での指導が必要であるため、本施設の設計を
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行った日本人専門家を配置する。対象機材については日本製機器が想定され、その機材に対

する座学と実技実習を行うので、この機材を熟知した日本人専門家による指導が必要とな

る。

７． ソフトコンポーネントの実施工程

８． ソフトコンポーネントの成果品

ソフトコンポーネントの成果品として次を予定する。

① ソフトコンポーネント完了報告書（和、英）

② 技術指導書（英）

③ 標準業務手順書（英）

④ 維持管理契約ガイドライン（英）

⑤ チェックリスト（英）

⑥ 台帳（英）

⑦ 帳票類（英）
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９． ソフトコンポーネントの概略事業費

ソフトコンポーネント費の全体概算額は、8,087 千円である。積算の内訳を下表に示す。詳

細は別添のとおりである。

費目 金額（千円）

直接経費 1,767 
直接人件費 2,052 
間接費 4,268 
合計 8,087 

１０． 相手国実施機関の責務

FMOH、NCDC においては、ソフトコンポーネントの対象となる人員を、新規雇用も視野

に入れて選定、任命し、技術指導等の活動に参加させることが求められる。また、確実で十

分な維持管理予算の措置の下で、本活動の成果として得られた「技術指導書」、「チェック

リスト」、「維持管理契約ガイドライン」、「台帳」、「帳票」と、メーカーにより作成さ

れた「メーカーマニュアル」等を活用し、本プロジェクトが整備する新規施設・機材の適切

な管理を継続することが求められる。さらには今後拡張が計画されている検査室ネットワー

クにおける検査施設の拡充や、追加導入される特定機器の維持管理に対する指導に応用さ

れ、充実した維持管理が水平展開されてゆくことが期待される。
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